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Ⅰ 実施計画の概要 

 

１ 実施計画の位置づけ 

 実施計画は、第４次白石町総合計画における基本計画に掲載された

３４の施策を効果的に進めていくために、町として具体的に取り組む

事業について、これまでの施策の進捗状況や社会情勢、財政状況を踏ま

えて作成したものです。 

行政内部の予算編成や事業執行の指針とするとともに、町が取り組

む事業について町民に分かりやすく伝えるものです。 

 

２ 掲載対象事業 

 本計画は、基本計画で定めた施策を推進するための事業を掲載して

いるものであり、町が行う全ての事業や取組を網羅するものではあり

ません。また、複数の取組に位置付けられる事業については、再掲事業

として複数の取組に掲載し、事業費については、より関連が高い施策に

計上しています。 
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３ 計画期間と計画の運用 

 実施計画の計画期間は、令和８年度から令和１１年度までの４年間

としますが、各施策における成果指標の進捗状況や社会情勢、財政状況

を踏まえ、毎年度ローリング方式により事業内容の見直しを行います。 

 

基本計画（計画期間 ４年間） 

 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

第１期実施計画 

内容 
 

 
 

 

第２期実施計画 

内容 
  

  

第３期実施計画 

内容 
 

   

第４期実施計画 

内容 

  

目標年度（令和 11 年度）を
見据えた計画 
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４ 基本計画の施策体系 

 第４次総合計画基本計画における施策体系は以下のとおりです。 

 

■施策体系 

基本目標 施策 

基本目標１ 

【町の基盤整備】 

ゆとりある快適な住みよいまち 

 

施策１  移住・定住の促進【重点施策】 

施策２  計画的な土地の利用 

施策３  町営住宅の整備 

施策４  上下水道の整備 

施策５  防災対策の推進【重点施策】 

施策６  消防体制の充実 

施策７  交通安全の推進 

施策８  防犯対策の推進 

施策９  道路・橋りょうの整備 

施策１０ 町民の交通手段の確保 

基本目標２ 

【保健・福祉の充実】 

健やかで安心できるやさしいまち 

 

施策１１ 子育て支援【重点施策】 

施策１２ 地域共生社会の構築 

施策１３ 高齢者の社会参加・高齢者福祉の充実 

施策１４ 障害者福祉の充実 

施策１５ 医療・保健体制の充実 

施策１６ 社会保障制度の適正な運用 

基本目標３ 

【産業振興・魅力発信】 

活気と魅力のある豊かなまち 

施策１７ 農林業の振興 

施策１８ 水産業の振興 

施策１９ 商工業の振興 

施策２０ 企業誘致 

施策２１ 観光振興 

施策２２ まちの魅力発信【重点施策】 

基本目標４ 

【教育文化の向上】 

個性豊かな人と文化を 

育むまち 

施策２３ 学校教育の充実【重点施策】 

施策２４ 地域全体での子どもの育成 

施策２５ 生涯学習の推進 

施策２６ スポーツ・レクリエー ションの振興 

施策２７ 郷土文化の保存伝承と芸術文化の振興 
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基本目標 施策 

基本目標５ 

【自然環境の保全】 

自然環境と共生するまち 

施策２８ 自然環境の保全 

基本目標６ 

【町民参加・町民協働】 

参加と協働で築く町民主体のまち 

施策２９ 参加と協働の促進【重点施策】 

施策３０ 人権啓発の推進 

施策３１ 男女共同参画社会の構築 

施策３２ 多文化共生のまちづくりと国際交流の

推進 

基本目標７ 

【総合計画の推進】 

持続的に発展するまち 

施策３３ 公共施設などの適正管理 

施策３４ 効率的な行財政運営 
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５ 重点施策について 

 第４次総合計画においては、以下の６つの施策を重点施策として、

積極的に進めていくことで、計画の実効性を高めていきます。 

★施策 １ 移住・定住の促進 

★施策 ５ 防災対策の推進 

★施策１１ 子育て支援 

★施策２２ まちの魅力発信 

★施策２３ 学校教育の充実 

★施策３９ 参加と協働の促進 

 

６ 本町のＳＤＧｓへの取組 

（１）ＳＤＧｓとは 

 ＳＤＧｓは、国連加盟国が掲げる「世界全体の持続を可能にするた

めに必要な２０３０年までの達成目標」です。ゴールには１７の目標

を示すロゴマークがあり、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指

し、経済・社会・環境に関わるさまざまな課題に対し、統合的に取組

むための国際社会全体の開発目標です。 
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（２）本町のＳＤＧｓへの取組 

 今後予想されている人口減少社会においても、地域での生活が持続

的に営まれ、世界が取組むＳＤＧｓの基本理念である「誰一人取り残

さない」という観点のもと、子供から高齢者まですべての町民が、将

来にわたって自分たちの希望する暮らしや活動を営むことができる未

来への取組を進めます。そこで、本計画により実施していく事業につ

いては、該当するＳＤＧｓのロゴマークを示すとともに、その趣旨に

沿って取組みます。 
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 第1期実施計画における、令和8年度の事業費の集計は、以下のとおりです。
なお、一般財源には、地方債及び基金からの繰入金等は含んでいません。

施策１
移住・定住の促進
【重点施策】

9

施策２
計画的な土地の利
用

3

施策３ 町営住宅の整備 3

施策４ 上下水道の整備 9

施策５
防災対策の推進
【重点施策】

22

施策６ 消防体制の充実 5

施策７ 交通安全の推進 4

施策８ 防犯対策の推進 2

施策９
道路・橋りょうの
整備

12

施策１０
町⺠の交通⼿段の
確保

7

施策１１
子育て支援【重点
施策】

38

施策１２
地域共生社会の構
築

16

施策１３
高齢者の社会参
加・高齢者福祉の
充実

23

施策１４ 障害者福祉の充実 8

施策１５
医療・保健体制の
充実

14

施策１６
社会保障制度の適
正な運用

7

基本目標１
【町の基盤
整備】

ゆとりある
快適な住み
よいまち

基本目標２
【保健・福
祉の充実】
健やかで安
心できるや
さしいまち

76 2,638,382 1,457,502

106 2,712,481 1,728,399

418,966

405,914

201,138

195,392

217,825 206,180

691,896 490,381

86,584

468,591 51,445

51,819 310,713

83,457 44,999

570,480 480,734

1,097,004

Ⅱ　第1期　実施計画　本編

１　事業費総括表

基本目標
事業数
（再掲含
む）

令和8年度事業費 事業数
（再掲含
む）

令和8年度事業費

（千円）
施策 施策名

一般財源 （千円） 一般財源

405,827

81,929 47,204

1,442 1,442

1,442

176,336

2,264 2,226

50,083 6,875

796,952 478,425

410,799
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基本目標
事業数
（再掲含
む）

令和8年度事業費 事業数
（再掲含
む）

令和8年度事業費

（千円）
施策 施策名

一般財源 （千円） 一般財源

施策１７ 農林業の振興 48

施策１８ 水産業の振興 7

施策１９ 商工業の振興 6

施策２０ 企業誘致 1

施策２１ 観光振興 5

施策２２
まちの魅力発信
【重点施策】

5

施策２３
学校教育の充実
【重点施策】

35

施策２４
地域全体での子ど
もの育成

3

施策２５ 生涯学習の推進 13

施策２６
スポーツ・レクリ
エーションの振興

16

施策２７
郷土文化の保存伝
承と芸術文化の振
興

7

20 施策２８ 自然環境の保全 20

施策２９
参加と協働の促進
【重点施策】

8

施策３０ 人権啓発の推進 2

施策３１
男女共同参画社会
の構築

3

施策３２
多文化共生のまち
づくりと国際交流
の推進

3

施策３３
公共施設などの適
正管理

6

施策３４
効率的な行財政運
営

5

186,400

11 506,176 256,384

501

再掲のみ金
額無し

再掲のみ金
額無し

451,189 215,141

54,987 41,243

501

基本目標３
活気と魅力
のある豊か
なまち

【産業の振
興】

基本目標４
【教育文化
の向上】
個性豊かな
人と文化を
育むまち

基本目標５
【自然環境
の保全】
自然環境と
共生するま

ち

基本目標６
参加と協働
で築く町⺠
主体のまち
【町⺠参
加・町⺠協

働】

基本目標７
【総合計画
の推進】
持続的に発
展するまち

1,015,504

16 524,230

2,996,435

2,664,732 653,299

72 4,357,820 379,728

74

75,960

2,866,364 204,395

217,310 14,925

506,755

873,717

3,123 1,553

126,725 116,813

154,785

25,460

5,894 2,894

42,301 22,301

1,149,991 109,753

73,718

47,070 28,334

1,015,504 506,755

522,653 185,219

1,076 680
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   ２ 各施策成果指標一覧
施 策 施 策 名 成果指標 成果指標提出課

空き家・空き地バンクの登録件数/利活用件数（４年間）【累計】 総合戦略課
移住・定住者数（４年間） 総合戦略課

施策２ 計画的な土地の利用 公共施設跡地の利活用決定数（４年間） 企画財政課・総合戦略課
施策３ 町営住宅の整備 ⽩⽯町公営住宅等⻑寿命化計画の進捗率 建設課
施策４ 上下水道の整備 水洗化率 生活環境課

自主防災組織の組織率 総務課
個別避難計画の策定率 ⻑寿社会課

施策６ 消防体制の充実 消防（水防）団員の技術向上訓練の参加率 総務課
施策７ 交通安全の推進 ⽩⽯町内で発生した人身交通事故の発生件数（過去３年最小値） 総務課
施策８ 防犯対策の推進 ⽩⽯町内で発生した犯罪の発生率（過去３年最小値） 総務課

橋梁修繕実施数 建設課
道路舗装修繕延⻑ 建設課
ＪＲ肥前⽩⽯駅及び肥前⻯王駅の乗降者数 総合戦略課
「コミュニティタクシー」の利用者数 総合戦略課
子育ての感じ方満足割合（就学前児童親） こども課
子育ての感じ方満足割合（小学生親） こども課
一時預かり利用可能施設数 こども課

施策１２ 地域共生社会の構築 高齢者の生活支援に係る協議体の開催数 ⻑寿社会課
要介護（支援）認定率 ⻑寿社会課
地域サロン数 ⻑寿社会課
介護予防ボランティア登録者数 ⻑寿社会課
障害福祉サービス実利用者数 ⻑寿社会課
障害児通所支援実利用者数 ⻑寿社会課
相談支援実利用者数 ⻑寿社会課
３歳児健診受診率 こども課
特定健康診査実施率 保健福祉課
特定保健指導実施率 保健福祉課
国⺠健康保険被保険者の１人当たりの診療費 住⺠課
国⺠健康保険税の収納率 住⺠課
新規農業従事者数（４年間） 農業振興課
農業産出額 農業振興課
野菜産出額 農業振興課
造林事業面積進捗率 農村整備課
搬出材積量 農村整備課
海面漁獲物などの販売金額（海面養殖販売金額を含む） 農村整備課
経営体当たりの販売金額 農村整備課
起業・創業者数（４年間） 商工観光課
商工業者の減少数（４年間） 商工観光課

施策２０ 企業誘致 誘致企業数（４年間） 総合戦略課
観光入込客数 商工観光課
⽩⽯町内来訪者数 商工観光課
道の駅来訪者数 商工観光課
町内周遊率 商工観光課
⽩⽯町の認知度 総務課
⽩⽯町に誇りを感じるか 総務課
ふるさと納税寄附額 商工観光課
全国学力・学習状況調査質問調査の肯定的な回答割合 （主体性に関わる項目） 学校教育課
全国学力・学習状況調査教科に関する調査の平均正答率（国語・算数／数学） 学校教育課
英語教育状況実施調査における中学３年生のＣＥＦＲの
習熟度Ａ１相当以上の英語力を持つ生徒の割合

学校教育課

コミュニティ・スクールの導入・継続 町内全小中学校 学校教育課
自然体験・集団生活活動への参加数 生涯学習課
企業・ＣＳＯ・町など学校が連携する取組みの数（４年間） 総合戦略課
生涯学習講座参加者数 生涯学習課
１人当たりの図書貸出冊数（ゆうあい図書館） 生涯学習課
町主催スポーツ大会参加者数 生涯学習課
公認スポーツ指導者資格の取得者数 生涯学習課

施策２７ 郷土文化の保存伝承と芸術文化の振興 須古城跡の国史跡指定 生涯学習課
１人１日当たりのごみの排出量 生活環境課
リサイクル率 生活環境課
温室効果ガス総排出量 生活環境課
環境に関する講座の開催数 生活環境課
地域づくり協議会の設立数 総合戦略課
未来(ゆめ)トーク実施回数 企画財政課

施策３０ 人権啓発の推進 人権・同和教育研修会開催数 総務課
審議会・委員会における女性委員の割合 総合戦略課
⽩⽯町役場における女性監督職及び管理職（係⻑以上）の割合 総務課

施策３２ 多文化共生のまちづくりと国際交流の推進 交流事業数（４年間） 総合戦略課・学校教育課
施策３３ 公共施設などの適正管理 公共建築物の総延べ床面積 企画財政課

町ホームページからオンライン申請ができる手続数 総務課
ＲＰＡで処理する事務件数 総務課

施策２６ スポーツ・レクリエーションの振興

施策３４ 効率的な行財政運営

施策２８ 自然環境の保全

施策２９ 参加と協働の促進【重点施策】

施策３１ 男女共同参画社会の構築

施策２３ 学校教育の充実【重点施策】

施策２４ 地域全体での子どもの育成

施策２５ 生涯学習の推進

施策１９ 商工業の振興

施策２１ 観光振興

施策２２ まちの魅力発信【重点施策】

施策１６ 社会保障制度の適正な運用

施策１７ 農林業の振興

施策１８ 水産業の振興

施策１３ 高齢者の社会参加・高齢者福祉の充実

施策１４ 障害者福祉の充実

施策１５ 医療・保健体制の充実

施策９ 道路・橋りょうの整備

施策１０ 町⺠の交通手段の確保

施策１１ 子育て支援【重点施策】

施策１ 移住・定住の促進【重点施策】

施策５ 防災対策の推進【重点施策】

9



 ３ 各施策の概要

1

1

1

2

3

方向性 策定時 目標値

増加 49件/23件 60件/52件

方向性 策定時 目標値

増加 452人 450人

成果指標
進捗

主な取組

結婚推進対策の実施

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

移住・定住者数（４年間）【累計】

空き家利活用の促進

移住・定住者への支援

空き家・空き地バンクの登録件数/利活用件数（４年間）【累計】

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

基本目標 ゆとりある快適な住みよいまち

施策 移住・定住の促進【重点施策】

施策の
方向性

急激な人口減少を抑制するために転出者を減らすとともに、多くの人が町に住むことができる
よう、移住支援策や結婚支援策を展開し、移住・定住者の確保を図ります。
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,364
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 200 529
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 諸費

 
2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 5,200 2,500 2,850
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

主な取組 移住・定住者への支援

主な取組

財産内訳（千円）

申込物件(空き家売買・賃貸、空き地売買)をバ
ンクHPに掲載し移住希望者へ発信。申込は協
定宅建業者経由。成約時は奨励金等や改修補助
を交付し、宅建4社と会議、HP更新も行う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

空き家利活用の促進

重点プロジェクト係

国庫

1,080

有有

総合戦略課

予算額

4,444

空き家・空き地バンク事業

2

空家対策費

管理不全な空家等が周辺環境へ深刻な影響を及ぼ
すため、特措法と白石町条例に基づき適正管理へ
措置を行い、町⺠の⽣命・⾝体・財産を保護する
とともに、良好な居住環境の保全を図る。

内容

空家問題の啓発を行い、特定空家等の行政代執
行費用を徴収する。条例に基づく緊急安全措置
を実施し、危険空家を所有者が除却する場合は
補助(1/2、上限50万円)を行う。

1

内容

総合戦略(基本目標②-2)に基づき、空き家・空き
地バンクHPで物件情報を発信。利用希望者と所
有者をマッチング・成約し、利活用と移住・定
住、地域活性化を促進する。

979 250

総合戦略課 重点プロジェクト係

3

結婚新⽣活支援事業

まち・ひと・しごと創⽣総合戦略（基本目標③-
１結婚推進対策の充実）に基づき、新婚世帯の新
⽣活を経済的に支援することで希望を叶え、少子
化対策及び定住促進に寄与する。

内容
婚姻に伴い新婚夫婦が令和8年4月1日から令和9
年3月31日までに支払った結婚新⽣活のスター
トアップに係る費用に対して、支援する。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

10,550

総合戦略課 白石創⽣推進係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 20,000 6,900
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 200,000 157,143
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,700 900
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

4

住まいる”しろいし”応援事業

総合戦略(基本目標②-2)に基づき、若者・子育て
世帯の住宅取得を支援し人口減少を抑制。移住相
談会やSNSで制度を周知し移住希望者を支援す
る。

内容

補助金を申請する年度の4月1日現在で、夫婦共
に39歳以下または中学⽣以下の子供がいる世帯
が住宅を取得する場合に補助金を交付する。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

26,900

総合戦略課 重点プロジェクト係

5

分譲住宅地整備事業

白石町立中学校統合再編計画により閉校となった
旧福富中学校の跡地について、分譲住宅地として
整備することで、移住・定住促進を図る。 内容

分譲住宅地販売に向け、旧福富中学校跡地の造
成工事を行う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

357,143

建設課 施設営繕係

6

未来につなぐさが移住支援事業

地域に必要なバス路線維持のため祐徳バスへ補助
金を交付し、県の移住支援事業と連携してUJI
ターン移住を促進し、起業・就業者の創出を図
る。

内容

佐賀県外から白石町へ移住し要件を満たす者
(国制度対象者除く)に移住支援金を交付し、就
業・起業、空き家取得、担い手確保を促進す
る。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

3,600

総合戦略課 白石創⽣推進係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,000 1,000
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 
3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 800
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 5,200 2,500 2,850
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

主な取組 結婚推進対策の実施

7

東京圏在住者移住支援事業

総合戦略(基本目標②-2)に基づき県の移住支援と
連携し、東京圏からのUJIターン移住を促進す
る。あわせて起業・就業者の創出を図り、定住に
つなげる。

内容

東京２３区に在住又は通勤する者が、白石町に
移住し、要件を満たした場合に移住支援金を交
付する。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

4,000

総合戦略課 白石創⽣推進係

8

婚活サポート事業

婚活サポーターを設置し、結婚希望者のサポート
を行うことにより、未婚化、晩婚化に⻭⽌めをか
け、少子化対策及び定住促進に寄与する。 内容

婚活サポーターを設置し、結婚相談から成婚ま
で継続支援を行う。結婚を望む独⾝者に向け、
セミナーや婚活イベントを開催し、出会いと結
婚への取組を後押しする。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

800

総合戦略課 白石創⽣推進係

9

結婚新⽣活支援事業

まち・ひと・しごと創⽣総合戦略（基本目標③-
１結婚推進対策の充実）に基づき、新婚世帯の新
⽣活を経済的に支援することで希望を叶え、少子
化対策及び定住促進に寄与する。

内容

婚姻に伴い新婚夫婦が令和8年4月1日から令和9
年3月31日までに支払った結婚新⽣活のスター
トアップに係る費用に対して、支援する。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

10,550

総合戦略課 白石創⽣推進係
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1

2

1

2

方向性 策定時 目標値

増加 3件 4件

基本目標 ゆとりある快適な住みよいまち

施策 計画的な土地の利用

施策の
方向性

貴重な地域資源である土地を有効に活かしたまちづくりを進めていきます。

主な取組
調和のとれた土地の利活用

公共施設などの跡地の利活用

成果指標
進捗

公共施設跡地の利活用決定数（４年間）【累計】

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 38 2,072
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 154
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 都市計画総務費

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 公⺠館費

主な取組 調和のとれた土地の利活用

1

土地政策推進費

国土利用計画法第8条に基づき、第2次国土利用計
画を策定し、⻑期的に均衡ある土地利用を確保。
併せて同法23条違反事業を把握し、関係者へ適正
に指導する。

内容

国土利用計画策定へ審議会(20人以内)を設置
し、調査・計画案作成、パブコメ、関係機関調
整を実施。併せて届出要否を調査し四半期ごと
県へ報告、届出受理・知事へ意見書提出。

有 無

財産内訳（千円）

総合戦略課 重点プロジェクト係

予算額 国庫

2,110

2

都市計画総務費

地方自治法138条の4第3項、都市計画法77条の2
に基づき白石町都市計画審議会を設置。都市計画
は町の将来像や住⺠⽣活に影響するため、土地利
用政策等も含め町の在り方を検討する。

内容

白石町都市計画審議会を開催(委員10名以内、
任期2年)。公益財団法人都市計画協会へ負担金
を支出し、都市計画に関する研修会へ参加する
等。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

建設課 建築住宅係

154

3

旧有明公⺠館跡地整備事業

令和7年3⽉末で閉館となった旧有明公⺠館の跡地
利用に際し、建物等の解体を行うため。

内容

旧有明公⺠館の解体を行う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⽣涯学習課 有明公⺠館係

主な取組 公共施設などの跡地の利活用

再掲：基本目標１ 施策３３
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1

3

1

方向性 策定時 目標値

増加 50.0% 65.8%

主な取組 町営住宅の適正管理と長寿命化の推進

成果指標
進捗

白石町公営住宅等長寿命化計画の進捗率

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

基本目標 ゆとりある快適な住みよいまち

施策 町営住宅の整備

施策の
方向性

町営住宅の計画的な整備と長寿命化を図り、住宅確保に配慮を要する人などに安心できる住環
境を提供します。
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 5,897

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 住宅管理費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 31,686

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 住宅管理費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 6,875

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 住宅管理費

建設課 建築住宅係

予算額 国庫

5,897

主な取組 町営住宅の適正管理と⻑寿命化の推進

1

住宅管理費

町が管理する町営住宅（9団地、計188⼾）の良
好な住環境を保持するため、適正な維持管理を
行う。 内容

町営住宅の維持管理及び老朽化した住宅の解
体工事等を行う。

無 無

財産内訳（千円）

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

12,500 5,625

建設課 建築住宅係

3

公営住宅ストック総合改善事業

町営住宅は老朽化が進むため、R6改定の⻑寿命
化計画に基づき住ノ江住宅を整備する。9-11号
棟は外壁劣化対策と宅内改修のため、改修工事
実施設計を委託する。

内容

住ノ江住宅9-11号棟を対象に、老朽化と居住
性低下へ対応する改修を行い、町営住宅の⻑
寿命化と良好な住環境の整備を図る。

無

31,686

2

住宅基金管理費

町営住宅の大規模改修や建替えに備え、基金を
設置し計画的に財源を確保する必要がある。白
石町営住宅基金はH17.1.1に設置。 内容

町営住宅の建設及び大規模な改修の費用に充
てるため、基金を積み立てる。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

建設課 建築住宅係
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1

4

1

2

3

方向性 策定時 目標値

増加 65.2% 73.0%

基本目標 ゆとりある快適な住みよいまち

施策 上下水道の整備

施策の
方向性

安全で安心な水道水の安定供給を担う佐賀西部広域水道企業団と連携を図ります。
また、生活環境の改善及び公衆衛生向上のため、下水道整備、合併浄化槽の設置、下水道への
接続を推進します。

下水道施設の計画的な整備

水洗化率向上のための推進

主な取組

上水道の安定供給

成果指標
進捗

水洗化率

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 上水道費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 19,259
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 上水道費
 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 8,747 15,000 7,799
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 下水道費

主な取組 上水道の安定供給

1

物価高騰等に伴う水道料金特別減免事業

物価高騰対策として水道料金の基本料金分を4箇
⽉減免し、実施主体の佐賀⻄部広域水道企業団
へ減免相当額と減免事務費を補填して、生活
者・事業者の負担を軽減する。

内容

町内の水道使用者(官公庁等除く)を対象に、水
道料金の基本料金分を4箇⽉間減免。R8年8
⽉・10⽉請求分から適用し、申請不要で請求時
に減免後の額を請求する。

無 無

財産内訳（千円）

生活環境課 環境係

予算額 国庫

41,000 41,000

40,294 8,748

3

浄化槽整備推進事業費

生活排水による水質汚濁を防ぐため、家庭に設
置する浄化槽の費用の一部を助成し、生活環境
の保全と公衆衛生の向上を図る。 内容

下水道推進区域外での合併浄化槽設置費を補助
(事業所除く)。また、汲取り便槽・単独浄化槽
からの転換は、期限付きで宅内配管工事や便槽
等撤去費も補助(新築等除く)。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生活環境課 下水施設係

主な取組 下水道施設の計画的な整備

2

佐賀⻄部広域水道企業団への出資事業

上水道一部事務組合の経営基盤の強化及び資本
費負担の軽減を図るため、佐賀⻄部広域水道企
業団に対し、適切な出資等を行う。 内容

企業団職員の児童手当経費、統合簡水の統合前
建設改良に伴う企業債元利償還金(元金・利子
各1/2、R12まで)を負担。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

19,259

生活環境課 環境係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 451,367
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 下水道費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 44,600 20,182
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 下水道事業 款名 建設改良費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 5,900 100
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 下水道事業 款名 建設改良費

4

下水道事業推進費

農業集落排水事業及び特定環境保全公共下水道
事業の円滑な事業推進を図る。

内容

下水道事業会計へ負担金、補助金、出資金を支
出する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

451,367

生活環境課 下水庶務係

5

農業集落排水機能強化事業

農業集落排水施設について、経年劣化による施
設の摩耗及び腐食の対策等の機能強化事業を実
施し、施設の⻑寿命化及び集約化による効率的
な運営を図る。

内容

 住ノ江地区、牛屋東分地区の管路施設改修を
新規事業として取り組むための事業計画概要書
及び最適化整備構想の作成。

有 無

財産内訳（千円）

生活環境課 下水施設係

予算額 国庫

120,732 55,950

12,000 6,000

6

特定環境公共下水道施設整備事業

下水道整備で生活環境改善と水質保全、公衆衛
生の向上を図る。併せて浄化センター設備等の
摩耗・腐食対策を行い、⻑寿命化と効率運営の
ため実施設計・更新工事を実施する。

内容

 白石浄化センターのストックマネジメント実
施計画に伴い、膜処理ユニット等の更新を行う
ため、実施設計及び更新工事を行う。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生活環境課 下水施設係

20



 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 44,600 200
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 下水道事業 款名 建設改良費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,950
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 下水道事業 款名 建設改良費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 7,600
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 下水道事業 款名 建設改良費

7,800 3,850

7

農業集落排水機能強化事業（下区）

供用開始22年の下区地区農業集落排水施設につ
いて、摩耗・腐食対策等の機能強化を行い、施
設の⻑寿命化と集約化による効率的な運営を図
る。

内容

真空弁ユニットや通報装置等を更新するととも
に、下区地区の一部を住ノ江地区へ接続し、処
理場及び管路施設の負担軽減を図る。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

89,500 44,700

生活環境課 下水施設係

生活環境課 下水施設係

15,000 7,400

8

農業集落排水機能強化事業（住ノ江）

 供用開始後１９年目を迎えた住ノ江地区農業集
落排水施設について、経年劣化による施設の摩
耗及び腐食の対策等の機能強化事業を実施し、
施設の⻑寿命化による効率的な運営を図る。

内容

 供用開始後１９年目を迎えた住ノ江地区農業
集落排水施設について、経年劣化による施設の
摩耗及び腐食の対策等の機能強化事業を実施
し、施設の⻑寿命化による効率的な運営を図
る。

有 有

財産内訳（千円）

生活環境課 下水施設係

予算額 国庫

供用開始17年の牛屋東分地区施設は、無線通報
装置の不具合で管理に支障があるため、機能強
化事業を実施し、施設の⻑寿命化と効率的な運
営を図る。

内容

供用開始17年の牛屋東分地区施設は、無線通報
装置の不具合で管理に支障があるため、機能強
化事業を実施し、施設の⻑寿命化と効率的な運
営を図る。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

9

農業集落排水機能強化事業（牛屋東分）
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1

5

1

2

3

方向性 策定時 目標値

増加 45.7% 70.0%

方向性 策定時 目標値

増加 13.8% 100.0%

令和10年度 令和11年度

基本目標 ゆとりある快適な住みよいまち

施策 防災対策の推進【重点施策】

施策の
方向性

自然災害に対し安全・安心な地域を目指し、町民の防災意識の高揚に努め、災害に強いまちづ
くりを推進します。

主な取組

流域治水対策の推進

防災対策の強化

適切な避難対応

自主防災組織の組織率

成果指標
進捗

個別避難計画の策定率

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

令和８年度 令和９年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 20,000
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 28,000 4,600 14,430
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 18,900 2,100
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費

予算額 国庫

20,000

主な取組 流域治水対策の推進

1

基幹水利施設ストックマネジメント事業費

龍神排水機場は造成後20年で故障増、排水機能維
持が課題。ストックマネジメントを導入し、状況
に応じ⻑寿命化対策を適時適切に実施し災害を未
然防止する。

内容

龍神排水機場(R8、代行干拓地区)のR10以降の
対策工事に向け、排水解析含む実施計画書を委
託作成。町主体、国定額補助(100%)でLCC低減
と⻑寿命化を図る.

無 無

財産内訳（千円）

農村整備課 農村管理係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

21,000

47,030

2

地域農業水利施設ストックマネジメント事業費

県営事業等で造成された農業水利施設は、ダム等
の基幹施設と一体で用排水を担い、食料の安定供
給の基盤となるほか、洪水防止など公益的機能も
果たす重要な施設である。

内容

町内の用排水の基幹的な役割を果たしている地
盤沈下対策水路の制水門の機能を効率的に保全
維持するため、計画的に整備する。
制水門整備 10箇所

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

農村整備課 農村管理係

クリーク防災機能保全対策事業費

大雨や流出形態の変化で用排水路の洪水負荷が増
え、法面崩壊や湛水被害が拡大。幹線用排水路に
護岸整備を行い、洪水調整機能を保全・強化す
る。

内容

事業内容は地盤沈下対策水路のライニングによ
る法面保護、泥土浚渫等。負担割合は国55%、
県35%、町10%。R8工事は地沈43号(新拓)、地
沈27号(八平)、地沈25号(福富下分)を対象。

無

農村整備課 農村管理係

3
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 4,500 3,442
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 465 3,800 11,138
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 水利施設管理

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 9,900 11,801
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 河川総務費

4

土地改良施設維持管理適正化事業

 土地改良事業により造成された施設の整備補修
のための資金を造成し、この資金を利用して土地
改良施設の定期的な整備補修を行い、施設機能の
保持と耐用年数の確保を図ることを目的とする。

内容

土地改良施設の整備補修に向け、5年間で負担
40%のうち30%分の資金を造成(残り10%は事業
年度に負担)。資金を活用して排水機場を整備
補修し、機能保持と耐用年数の確保を図る。

無 無

財産内訳（千円）

農村整備課 農村管理係

予算額 国庫

7,942

5

幹線水路維持管理事業費

県営地盤沈下対策事業で造成された施設を、農
業・社会情勢の変化に応じて適切に管理し、事業
効果を十分かつ適正に発揮させることを目的とす
る。

内容

町内一円の幹線水路161kmで円滑な用水・排水
を確保し、農業・社会情勢の変化に対応した管
理により効果を適正に発揮させるため、適切な
維持管理を行う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

農村整備課 農村管理係

国庫

21,701

15,403

6

河川総務費

河川等の適切な維持管理と洪水被害の未然防止及
び軽減を目的に必要な諸施策を行い、安全で快適
な生活環境の整備を図る。 内容

河川改修要望を取りまとめ国・県へ進達・要望
し、協議会等で河川事業を円滑に推進。水草除
去・除草、只江川河川敷管理委託等の維持管理
と河川整備工事を行う。

無

建設課 維持管理係

無

財産内訳（千円）

予算額
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2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 8,000 5,126
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 防災費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 960
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 住宅総務費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,000
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

主な取組 防災対策の強化

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

13,126

無

国庫

960

総務課 危機管理・防災係

8

住宅浸水対策事業

近年の大雨で床上浸水が多発しているため、浸水
被害の軽減・未然防止を目的に、住宅の嵩上げ等
の浸水対策を行った住宅所有者等へ、対策費用の
一部を補助する。

内容

嵩上げ補助制度は、水対策PTが流域治水対策メ
ニューとして「水害に強い住まいづくり」を⻑
期支援する取組で、被害対象減少に向け令和8
年度以降も継続実施が必要。

無 無

財産内訳（千円）

7

防災費

災害から町⺠の生命・⾝体及び財産を保護するた
め、白石町地域防災計画に基づき防災対策の充実
強化を図る。 内容

防災会議・・・白石町地域防災計画の作成及び
その実施の推進

建設課 建築住宅係

予算額

9

コミュニティ助成事業

宝くじの社会貢献事業として、地域の自主防災組
織の防災活動に必要な備品や集会施設の整備、安
全な地域づくり等に対して助成を行う。 内容

一定地域の住⺠が自主結成した防災組織等が、
地域防災活動に直接必要な設備(建設物・消耗
品除く)の整備を行う事業。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

2,000

総務課 危機管理・防災係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,000 12,921
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 防災費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 751
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 商工振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 18,900 2,100
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費

10

防災施設維持費

災害時に備え、防災行政無線施設と各種媒体（Ｉ
Ｐ告知端末、ＨＰ等）との連携を強化し、迅速な
防災情報の伝達を図る。また、水防倉庫等の資機
材整備、維持管理を行う。

内容

防災行政無線施設・⼾別端末、水防倉庫等の維
持管理を行う。J-アラート機器を更新し、迅速
な情報伝達体制を維持する。

無 無

財産内訳（千円）

総務課 危機管理・防災係

予算額 国庫

15,921

11

消費者行政費

高齢者や社会的弱者、若年層でも消費者トラブル
が増加。町⺠へ情報提供しトラブル回避と被害最
小化を図るとともに、消費者の自立と自己責任に
向け資質向上のため啓発活動を推進する。

内容

消費生活専門相談員を設置し、本町月4回・江
北町3回・大町町2回開催、連携して郡内で毎週
開催し迅速対応を図る。併せて町広報紙等でト
ラブル予防・対策を啓発する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

商工観光課 商工係

751

21,000

12

クリーク防災機能保全対策事業費

県営地盤沈下対策で整備した用排水路は、豪雨や
混住化で洪水負荷が増大し被害が拡大。幹線用排
水路の護岸を整備し、排水管理と洪水調整機能の
保全・強化を図る。

内容

ライニングによる法面保護や泥土浚渫等を実施
(国55%、県35%、町10%)。対象は地盤沈下対
策水路。R8工事は地沈43号(新拓)、地沈27号
(八平)、地沈25号(福富下分)。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

農村整備課 農村管理係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 38,225 7,992 33,708
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 23,746 36,141
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 水利施設管理

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1 62,417
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 水利施設管理

15

排水機場管理事業費

地盤沈下対策、有明海岸保全、湛水防除等で造成
された排水機場等12箇所の点検整備を行い、施設
機能を適正に発揮させることを目的とする 内容

排水機場の適正な維持管理を行う。対象は排水
機場10箇所(排水量47.6m3/s:新明、北部、南
部、八平第1・第2等)と排水ポンプ2箇所
(1.35m3/s:大搦ゲート、八平南部)。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

農村整備課 農村管理係

農村整備課 農村管理係

62,418

79,925

農村整備課 農村管理係

基幹水利施設管理事業費

国営筑後川下流白石土地改良事業で造成の有明排
水機場・有明水路を適切に維持管理し機能を保持
することで、受益地の湛水被害を解消し、農業生
産性向上と経営安定化を図る。

内容

国30%・県30%・町40%負担。対象は排水機場
(有明1-3号)3箇所(32.3m3/s)と有明水路
13km。機場の点検・電気保安・操作補助委
託、水路の除草整備・ゲート操作補助委託。

無 無

財産内訳（千円）

予算額

13

基盤整備促進事業（水路整備）

環境と調和しつつ⽼朽化した農業水利施設を⻑寿
命化し既存施設を活用。農地の畑地化・汎用化等
を整備し、生産効率と安全性を高め「攻めの農
業」の実現に資する。

内容

負担割合は国55%、町35%、地元10%(土地改良
区)。地沈水路の泥土浚渫、法面整形、ライニ
ング等を実施。対象は地盤沈下対策水路・幹線
用排水路。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

14

国庫

59,887

27



 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,500 100
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 ため池等整備

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業用施設災害復旧費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 8,500 1,827
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 河川総務費建設課 維持管理係

農村整備課 農村整備係

15,827 5,500

無

樋門操作費

町内における洪水被害の軽減を目的に排水機場、
樋管、水門、ゲート操作等を委託し、きめ細やか
な管理体制を確立し、雨水排水を的確に行う。 内容

国県管理の樋管・水門・排水機場の管理操作を
受託し、地元業者・操作員へ委託。町管理の水
門・ゲートは適切に維持管理し、地元操作員へ
操作管理を委託する。

財産内訳（千円）

予算額 国庫

防災重点ため池で、緊急整備事業により劣化・地
震耐性・豪雨耐性の3評価調査を実施し、結果に
基づき必要な防災工事を検討するため。 内容

農村地域防災減災事業（調査事業）により深浦
上ため池の劣化状況評価・豪雨耐性評価調査を
行う。

財産内訳（千円）

予算額 国庫

2,600

16

無 無

17

農業用施設災害復旧費

農地・農業用施設等が災害により被害を受けた場
合に、農林水産業の維持を図り、あわせてその経
営の安定を図るため農業用施設の災害復旧を行
う。

内容

農地・農業用施設等が災害により被害を受けた
場合に、農林水産業の維持を図り、あわせてそ
の経営の安定を図るため農業用施設の災害復旧
を行う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1

農村整備課 農村整備係

ため池等整備事業費

18

無
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 公共土木施設災害復旧費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 377 378
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 住宅総務費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 960
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 住宅総務費

21

住宅浸水対策事業

大雨で床上浸水が多発のため、浸水軽減・未然防
止として住宅嵩上げ等を行う所有者へ補助。内水
対策PTの流域治水メニューとしてR8以降も継続
し被害対象を減らす。

内容

対象は白石町の浸水想定区域内で、R1.8以降に
床下浸水被害を受けた既存住宅。事業は(1)住
宅基礎の嵩上げ(20cm以上)(2)敷地の嵩上げ
(20cm以上)。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

960

建設課 建築住宅係

建設課 維持管理係

20

住宅・建築物耐震改修事業

既存住宅の耐震化を進め大地震被害を抑えるた
め、耐震診断と総合支援(補強設計+改修工事)へ
補助金を交付。R8から診断は派遣制度へ変更
し、総合支援は国の見直しで限度額を改定。

内容

既存住宅の耐震化を進め大地震被害を抑えるた
め、耐震診断と総合支援(補強設計+改修工事)
へ補助金を交付。R8から診断は派遣制度へ変更
し、総合支援は国の見直しで限度額を改定。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,510 755

建設課 建築住宅係

19

公共土木施設災害復旧費

公共土木施設等が災害により被害を受けた場合
に、地域住⺠が安⼼して生活できるよう公共施設
の災害復旧を行う。 内容

災害復旧工事一式

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1
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3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 836
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会福祉総務費

主な取組 適切な避難対応

22

避難行動要支援者事業

災害対策基本法改正(令和3年5月)で個別避難計画
作成が市町村の努力義務化。自力避難困難な高齢
者・障害者等の避難行動要支援者の実効性確保に
向け、計画作成の取組を充実する。

内容

平時から要支援者の状況を把握するケアマネ
ジャーや⺠生児童委員等の参画の下、本⼈・家
族・地域住⺠・行政が連携し個別避難計画を作
成。福祉専門職の計画策定に謝金を支払う。

無

⻑寿社会課 高齢者係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

836
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1

6

1

2

方向性 策定時 目標値

増加 68.4% 73.6%

基本目標 ゆとりある快適な住みよいまち

施策 消防体制の充実

施策の
方向性

消防団の活動の充実と団員の確保を行い、常備消防と連携のうえ、町民の生命と財産を守りま
す。

主な取組
消防体制の強化と消防団活動の見直し

団員の能力向上

成果指標
進捗

消防（水防）団員の技術向上訓練の参加率

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 336,076

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 常備消防費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 87 57,755

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 非常備消防費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 6,446

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 消防施設費

主な取組 消防体制の強化と消防団活動の見直し

1

常備消防費

杵藤地区内常備消防を広域で運営することによ
り、効率化と経費の節減を図る。防災ヘリコプ
ターを県で配備することにより、県内20市町の
消防を広域的に支援できる。

内容

杵藤広域の常備消防費を構成市町で負担(交付
税消防費需要額の73.5%相当)。県防災航空隊
費は派遣職員人件費相当を、均等2割・人口4
割・需要額4割で構成市町が負担。

無 無

財産内訳（千円）

総務課 危機管理・防災係

予算額 国庫

336,076

57,842

2

非常備消防費

消防団は常備消防と連携し地域密着の消防活動
を展開する。団員確保と活性化、分団運営の充
実により非常備消防力の向上を図る。 内容

消防団運営費として団員報酬や訓練参加出動
手当を支給。活動に必要な被服・消耗品・燃
料等を支出し、分団や防火クラブへ助成金を
交付。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

総務課 危機管理・防災係

3

消防施設維持費

防災力の整備指針に基づき、整備した消防資機
材、消防施設の機能を維持するために管理を行
う。 内容

消防車両車検整備等、格納庫・詰所の管理経
費

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

6,446

総務課 危機管理・防災係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 4,400

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 消防施設費

 
2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,150

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 非常備消防費

主な取組 団員の能力向上

予算額 国庫

4,400

1,150

4

消防施設整備費

防災力の整備指針に基づき、消防資機材の整
備、消防施設の整備強化を図り、住⺠の⽣命財
産を守る消防防災体制を確立する。 内容

車両・小型ポンプ・格納庫、詰所更新計画に
基づく、格納庫の整備（修繕）、消防水利の
修繕を行う。

無 無

財産内訳（千円）

総務課 危機管理・防災係

5

消防操法大会費

消防団ラッパ部の日ごろからの訓練の成果を発
表し、技術向上と士気高揚を図るため、佐賀県
消防操法大会【ラッパ吹奏の部】が実施され
る。

内容

佐賀県消防操法大会(ラッパ吹奏の部)に白石町
消防団ラッパ部が出場。令和8年7月開催予定
で、大会に向け約30日間の早朝訓練を6月上旬
から実施。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

総務課 危機管理・防災係
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1

7

1

2

方向性 策定時 目標値

減少 46件 46件

基本目標 ゆとりある快適な住みよいまち

施策 交通安全の推進

施策の
方向性

関係機関・団体との連携を図りながら交通事故のない安全・安心なまちを目指します。

主な取組
地域と連携した交通安全の推進

交通安全施設の整備

成果指標
進捗

白石町内で発生した人身交通事故の発生件数（過去３年最小値）

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 16 1,683
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 交通安全対策費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 27 4,973
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 交通安全対策費

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,000 2,700 24,500
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 交通安全対施設費

主な取組 地域と連携した交通安全の推進

1

交通安全対策費

町⺠の交通安全意識の⾼揚を図ると共に、交通
ルールの遵守と交通マナーの定着を目指す。

内容

年4回の交通安全県⺠運動に合わせ、パレード
等で啓発。園児-⾼齢者へ教室実施。自転車ヘ
ルメット購⼊を町⺠対象に1/2(上限2000円)補
助し着用促進。R7-9年度実施。

無 無

財産内訳（千円）

総務課 危機管理・防災係

予算額 国庫

1,699

2

交通指導員費

町⺠を交通事故から守るため、交通安全指導員に
よる街頭指導や交通安全啓発活動を通じ、正しい
交通ルールの定着を目指す。 内容

交通安全指導員は、定数４８名以内（現在３９
名）で毎⽉１⽇・２０⽇や年４回の県⺠運動期
間中の街頭指導、広報活動及び要請があった行
事等の交通指導を行う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

総務課 危機管理・防災係

5,000

30,200

3

交通安全施設費

通学路合同点検に基づき交通安全施設整備や区画
線引き直しを実施。老朽点滅信号撤去に伴う対
策、ゾーン30プラス導⼊、生活道路の中央線再整
備で安全確保を図る。

内容

区画線や反射鏡、ガードレール等の設置を行
い、交差点の安全施設を整備する。ゾーン30で
速度抑制対策を実施し、明示不良の中央線等の
区画線を引き直す。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

建設課 建設係

主な取組 交通安全施設の整備
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 6,300 1,700 16,048
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 橋りょう維持費

4

道路メンテナンス事業

橋梁⻑寿命化修繕計画策定により計画的な橋梁の
維持管理を行い、将来的な財政負担の低減及び道
路交通の安全性の確保を図る。 内容

道路法施行規則改正により5年に1回の近接目視
点検が義務化されたため、⻑寿命化修繕計画に
基づき橋梁の定期点検を実施し、損傷が著しい
防護柵補修や橋面舗装の打換え等を行う。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

45,030 20,982

建設課 建設係
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1

8

1

2

方向性 策定時 目標値

減少 412.9% 248.5%

基本目標 ゆとりある快適な住みよいまち

施策 防犯対策の推進

施策の
方向性

町民一人ひとりの防犯意識や犯罪を許さないという気運を高め、だれもが安全・安心に暮らせ
るまちを目指します。

主な取組
関係機関が連携した防犯体制の強化

消費者意識の向上

成果指標
進捗

白石町内で発生した犯罪の発生率（過去３年最小値）

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 691
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 橋りょう維持費

 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 751
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 商工振興費

総務課 危機管理・防災係

予算額 国庫

691

主な取組 関係機関が連携した防犯体制の強化

1

防犯対策費

地域における犯罪を未然に防止するため、防犯関
係団体と連携、各種活動を実施し、安全・安心な
まちづくりを推進する。 内容

⻘少年育成事業と併せ、防犯推進委員が防犯パ
トロールを実施。犯罪被害防止へ警察・金融機
関等と連携し啓発し、突発的事件等にも対応す
る。

無 有

財産内訳（千円）

751

2

消費者行政費

町⺠へ情報提供し消費者トラブル回避と遭遇時の
被害最小化を図り、消費者の自立・自己責任に向
け資質向上の啓発活動を推進する。 内容

町⺠へ情報提供し消費者トラブル回避と遭遇時
の被害最小化を図り、消費者の自立・自己責任
に向け資質向上の啓発活動を推進する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

主な取組 消費者意識の向上

商工観光課 商工係
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1

9

1

2

方向性 策定時 目標値

増加 23橋 26橋

方向性 策定時 目標値

増加 13.8㎞ 17.4㎞

基本目標 ゆとりある快適な住みよいまち

施策 道路・橋りょうの整備

施策の
方向性

道路や橋りょうを計画的に維持管理し、長寿命化を図ります。
また、更なる利便性向上のため、国・県などと連携し、広域的な道路網の整備を推進します。

主な取組
道路・橋りょうの整備

学校再編に伴う通学路の整備

橋梁修繕実施数（H25～R11）【累計】

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

成果指標
進捗

道路舗装修繕延長（H27～R11）【累計】

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

39



1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 16,775 13,000 1,600 725
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 33,000 400
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 52,000
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 道路新設改良費

主な取組 道路・橋りょうの整備

1

基盤整備促進事業（農道整備）

農作業道整備で交通利便性向上と作業時間短縮を
図り、荷痛み防止で品質向上と安定供給を確保。
併せて担い手への農地集積率向上、生産拡大、人
材育成・確保を推進する。

内容

農作業道整備で利便性向上と作業時間短縮を図
り、荷傷み防止で品質向上と安定供給を確保。
荷傷みに弱い作物も生産可能となり、担い手集
積、生産拡大、所得向上を図る。

無 無

財産内訳（千円）

農村整備課 農村整備係

予算額 国庫

32,100

33,400

2

道路改築・修繕事業

町道約430kmの老朽化した舗装に対し路面性状調
査を行い、緊急性の高い路線から順次補修し、安
心・安全で利便性の高い快適な道路環境を整備す
る。

内容

道路ストック総点検(路面性状調査)に基づき、
舗装補修など老朽化対策を計画的に順次実施す
る。施工は町道廻里津大和線(230m)と町道干拓
線(480m)の計710m。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

建設課 建設係

3

道路新設改良費

車両・農機の大型化や狭小な通学路等で離合に支
障があるため、地元要望路線を含め道路整備を進
め、安全・安心に利用できる道路網とゆとりある
生活基盤を確保する。

内容

町道第一東区線、古賀辺⽥線、新地方⻄部線、
太原小島線の道路整備を行い、地域住⺠の交通
安全確保と利便性向上を図る。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

52,000

建設課 建設係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 15,000 1,600
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 土木総務費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 8,700 23,010
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 道路維持費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,300
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農道費

4

住⺠協働・道路等環境整備事業費

住みよい町づくり推進のため、地域住⺠主体の環
境整備事業に助成を行い、住⺠の和と絆を育み、
よりよい地域づくりに資する。 内容

住⺠主体の環境整備を支援。(1)公道等は住⺠
作業型で資材費等を助成(上限70万円)。(2)法定
外道路・水路等は工事発注型で事業費80%補助
(上限150万円)。他制度対象は除外。

無 無

財産内訳（千円）

建設課 維持管理係

予算額 国庫

16,600

31,710

5

道路維持費

町道の適正な維持管理を行うことにより、安全で
効率的な道路機能を保持し、日常生活における利
便性の向上及び交通安全対策を図ることを目的と
する。

内容

町道の適正な維持管理に必要な、道路補修、路
肩除草、街灯管理、融雪材散布 他

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

建設課 維持管理係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

3,300

農村整備課 農村整備係

6

農道維持費

供用開始後の経年劣化で農道の路面損傷が増加
し、生活道路としての役割も高まる。農産物の荷
痛み防止と安全通行のため、農道の機能を保持す
る。

内容

町内農道を適切に維持管理し耐用年数を確保、
路面や安全施設等を良好に保持する。傷んだ舗
装・路肩を補修し、砂利道の凹凸は砂利散布と
不陸整正で状態を維持する。(87字)

無
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 6,807
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 土木総務費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 18,637
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 土木総務費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 33,000 400
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 道路維持費

予算額 国庫

6,807

7

土木総務費

維持管理係が所掌する土木一般事務について、適
正な管理を行う。

内容

土木関係の一般事務、道路台帳補正、旧法定外
公共物の管理、各種期成会・協議会参加、用地
取得に伴う登記業務を行う。

無 無

財産内訳（千円）

8

地籍情報管理費

地図を利用している様々な業務をデジタル化する
ことにより、情報の共有化・業務の効率化を図り
ながら、統合型ＧＩＳの適切な管理運用を行う。 内容

統合型GISで数値地図データを管理し随時異
動、道路台帳等(上水道・下水道・地籍・農地/
農家台帳・法定外公共物)を更新。最新の写真
地図を作成し事務の高度化・効率化を図る。

無

建設課 維持管理係

建設課 維持管理係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

18,637

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

33,400

無

建設課 建設係

9

道路改築・修繕事業

町道約430kmで舗装の耐用年数超過による老朽化
箇所が多い。路面性状調査を行い、緊急性の高い
路線から順次舗装補修し、安全で快適な道路環境
を整備する。

内容

道路ストック総点検(路面性状調査)に基づき、
老朽化対策として舗装補修を計画的に順次実
施。施工箇所は町道廻里津大和線、町道干拓
線、町道海蔵寺南北線。
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 52,000 8,005
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 道路新設改良費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 6,300 1,700 16,048
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 橋りょう維持費

 
2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 68,000 4,145
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 道路新設改良費

10

道路新設改良費

車両・農業機械の大型化で道路構造が対応でき
ず、通学路等の狭小路線も多い。離合支障のある
路線や地元要望路線を整備し、安全安心な道路網
と生活基盤の確保を図る。

内容

車両・農業機械の大型化で道路構造が対応でき
ず、通学路等の狭小路線も多い。離合支障のあ
る路線や地元要望路線を整備し、安全安心な道
路網と生活基盤の確保を図る。

無 有

財産内訳（千円）

建設課 建設係

予算額 国庫

60,005

11

道路メンテナンス事業

橋梁⻑寿命化修繕計画策定により計画的な橋梁の
維持管理を行い、将来的な財政負担の低減及び道
路交通の安全性の確保を図る。 内容

道路法施行規則改正(H26.7.1施行)で橋梁は5年
に1回の近接目視点検が義務化。⻑寿命化修繕
計画に基づき定期点検を実施し、防護柵の破断
等の補修や橋面舗装の打換えを行う。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

建設課 建設係

45,030 20,982

132,095 59,950

12

通学路整備事業

小・中・高校の通学路で主要道路でもある路線に
歩道がなく危険なため、車道幅員の確保と歩道整
備を行い、歩行者の安全確保と人に優しい交通環
境を整備する。

内容

町道太原本線(下・上工区)及び町道太原上線(上
工区)の通学路区間で、国補助を活用し歩道設
置等の道路整備を行い、歩行者の安全性を確保
する。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

建設課 建設係

主な取組 学校再編に伴う通学路の整備
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1

10

1

方向性 策定時 目標値

増加 1,654人 2,000人

方向性 策定時 目標値

増加 16,823人 21,000人

基本目標 ゆとりある快適な住みよいまち

施策 町民の交通手段の確保

施策の
方向性

高齢者など移動制約者の通院や買い物など身近な移動手段として、また、通勤・通学している
人のために公共交通機関の確保に努めます。

主な取組 町民の移動手段の確保

成果指標
進捗

ＪＲ肥前白石駅及び肥前竜王駅の乗降者数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

「コミュニティタクシー」の利用者数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 374 2,030

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 財産管理費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 30,300

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 11,000

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

企画財政課 財産管理係

予算額 国庫

2,404

主な取組 町⺠の移動⼿段の確保

1

駅前広場管理費

⽩⽯駅及び⻯王駅前広場の適切な維持管理を⾏
い、利用者の安全と利便性向上に努める。

内容

りんりん公園(肥前⽩⽯駅前)・ぺったんこ広場
(肥前⻯王駅前)の清掃はシルバー⼈材センター
へ委託。消耗品補充等は連絡対応。令和4年9
月以降、維持管理は管理センターへ移⾏。

無 無

財産内訳（千円）

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

11,000

総合戦略課 重点プロジェクト係

3

生活交通路線維持事業

地域住⺠に必要なバス路線維持のため、生活交
通路線を運⾏する祐徳バスへ沿線自治体で補助
金を交付する。平均乗車密度5⼈未満で国補助が
減額となる分は自治体が負担する。

内容

佐賀線(祐徳神社前-山口駅前-好生館-佐賀駅
BC、38.3km)の補助金は、佐賀市・小城市・
鹿島市・江北町・⽩⽯町の3市2町で距離按分
し交付する。運⾏主体は祐徳自動車(株)。

無

30,300

2

コミュニティタクシー運⾏事業

交通弱者の生活向上と町の活性化に向け、身近
な移動⼿段の確保と輸送体制の整備が必要であ
る。利用者ニーズや利用実態など地域の実情を
踏まえ、生活交通を実施する。

内容

町⺠生活に必要な公共交通を確保するため、
地域の実情に即したコミュニティタクシーを
運⾏。定時定路線型(いこカー:牛間田横⼿線・
福富線)と町内4エリアのデマンド型(予約制)を
実施。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

総合戦略課 重点プロジェクト係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 7,500

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 30

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 433

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

予算額 国庫

7,500

4

廃止路線代替バス運⾏事業

地域住⺠の生活に必要なバス路線を維持するた
め、廃止代替路線の運⾏を⾏う貸切バス事業者
に対し補助金を交付する。 内容

廃止となった祐徳バス福富線の代替として、
道の駅しろいし-牛津駅を運⾏する。1日8往
復、1月1日は運休。補助対象運⾏期間は令和7
年10月1日-令和8年9月30日。

無 無

財産内訳（千円）

30

5

九州佐賀国際空港活性化推進事業

九州佐賀国際空港の活性化を官⺠一体となって
推進し、九州佐賀国際空港の振興と佐賀県及び
福岡県南⻄部地域の発展を図る。 内容

九州佐賀国際空港の活性化を官⺠一体となっ
て推進し、九州佐賀国際空港の振興と佐賀県
及び福岡県南⻄部地域の発展を図る。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

総合戦略課 重点プロジェクト係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

433

総合戦略課 重点プロジェクト係

6

JR⻑崎本線利便性向上促進事業

⻄九州新幹線開業(R4/9/23)でダイヤが⼤きく変
わり利便性向上を求める声がある。上下分離で
施設所有者となった県や沿線市町等が課題を共
有し、改善策の検討・実施を⾏う。

内容

JR九州へ利便性向上等を要望するため、沿線
各駅の乗降・乗換調査を実施する。利用促進
イベントや独自時刻表の作成を⾏い、県と連
携して肥前⽩⽯駅の課題改善に向けた施設整
備計画を進める。

無

総合戦略課 重点プロジェクト係

46



 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 152

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費総合戦略課 重点プロジェクト係

予算額 国庫

152

7

地域公共交通事業

急速な少子高齢化や移動ニーズの変化で地域公
共交通の維持が困難化している。地域公共交通
計画に基づき、活性化・再生に向けた主体的取
組と創意工夫を推進し、運送サービスの持続的
提供を確保する。

内容

地域公共交通会議を開催し、地域公共交通計
画の実施に関する事項を協議する。併せて、
計画実施に向け関係市町や運⾏事業者等と調
整し、円滑な推進体制を整える。

無 有

財産内訳（千円）
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2

11

1

2

3

4

5

方向性 策定時 目標値

増加 51.4% 55.0%

方向性 策定時 目標値

増加 58.6% 63.0%

方向性 策定時 目標値

増加 7箇所 8箇所

基本目標 健やかで安心できるやさしいまち

施策 子育て支援【重点施策】

施策の
方向性

将来を担う子どもたちが明るく、健やかに成長することができるように、子育て支援を行い、
安心して子育てができる環境を整備します。

成果指標
進捗

子育ての感じ方満足割合（小学生親）

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

子育ての感じ方満足割合（就学前児童親）

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

主な取組

ひとり親家庭などへの支援

ニーズに応じた子育て支援サービスの充実

子育て支援拠点の利用促進

子ども達が遊べる公園、屋内施設の充実

妊産婦から子育て期への支援の充実

一時預かり利用可能施設数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 15,967 85,600 101 7,002
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

主な取組 妊産婦から子育て期への支援の充実

1

しろめしデジタル商品券（補足）給付事業

R7補正予算で交付金配分を受け、18歳以下1人
1.5万円のデジタル商品券を給付。基準日(R8.2.1)
以降の出生・転入の子にも同額を補足給付する。 内容

物価高騰対策で、R8.2.2以降の出生・転入で台
帳登録された18歳以下の子の保護者に、子1人
1.5万円のデジタル商品券を補足給付。利用期
限はR8.8.31。

無 無

財産内訳（千円）

総合戦略課 白石創生推進係

予算額 国庫

3,000 3,000

108,670

2

子どもの医療事業費

出生から高校生までの子どもの医療費助成によ
り、疾病の早期治療と家庭の経済的負担の軽減に
努める。 内容

子育て家庭の負担軽減と早期治療促進のため、
令和5年度から子ども医療費助成の対象年齢を
15歳年度末から18歳年度末まで拡充し、助成を
実施している。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

 保健福祉課（こども課） こども家庭係

3

⺟子健康診査事業

 妊産婦、乳幼児期の健康の保持増進及び身体と
精神の疾病・異常の早期発見、早期治療を図ると
ともに健全な発達支援を行う。また、経済的負担
の軽減に努める。

内容

産婦健診は国1/2・町1/2。乳児健診は個別(9か
月)と集団(4-5か月、1歳6か月、3歳6か月)。妊
婦健診は受診票14枚。産婦健診は産後2週・1か
月。新生児聴覚検査はR8新規。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

 保健福祉課（こども課） ⺟子保健係

再掲：基本目標２ 施策１５
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,745 1,746
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,659 1,661
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 56
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 児童福祉総務費

4

産後ケア事業

出産後1年以内の⺟子へ⼼身ケアや育児支援を行
い、安⼼して子育てできる体制を確保する。こど
も家庭センター等と連携し、妊娠期から子育て期
まで切れ目ない支援を提供する。

内容

産後ケア必要者に退院直後の⺟子の⼼身ケアと
育児支援を実施。宿泊型・デイ型。自己負担は
宿泊5,000円/泊、デイ1,000円/回。県内医療機
関で実施。補助率は国1/2、県1/4。

無 無

財産内訳（千円）

保健福祉課（こども課） ⺟子保健係

予算額 国庫

6,981 3,490

9,958 6,638

5

こども家庭センター事業費

「こども家庭センター」を設置し、⺟子保健と児
童福祉を一体運営。妊娠期から子育て期まで総合
相談支援を行い、切れ目ない包括的・継続的支援
を実施する。

内容

妊娠期から子育て期家庭に、健康支援と虐待予
防の個別支援を実施。専門職を配置し支援体制
を強化。補助は国2/3・県1/6、基準額は計
22,569千円。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課（こども課） ⺟子保健係

6

児童福祉総務費

社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上を図
る。

内容

児童虐待相談の急増や子育て相談ニーズ増大を
受け、市町村の児童家庭相談体制を充実。児童
福祉法25条の2第1項に基づき、要保護児童対策
地域協議会を開催。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫
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保健福祉課（こども課） 福祉係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 41,706 41,706
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 児童措置費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 15,967 85,600 101 7,002
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

7

児童手当

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、
次代の社会を担う児童の健やかな成⻑に資するこ
とを目的とする。 内容

2024年度から児童手当は対象を18歳到達後最
初の3/31までに拡充。支払は年3回から隔月年6
回へ。所得制限を撤廃し、第3子以降は月3万円
を支給する。

無 無

財産内訳（千円）

保健福祉課（こども課） こども家庭係

予算額 国庫

419,050 335,638

8

子どもの医療事業費

出生から高校生までの子どもの医療費助成によ
り、疾病の早期治療と家庭の経済的負担の軽減に
努める。 内容

R5から対象を15歳年度末→18歳年度末に拡
充。入院は月上限1,000円、入院外は1回目500
円・2回目500円を控除し助成、薬局は自己負担
を全額助成。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

108,670

保健福祉課（こども課） こども家庭係

9

⺟子相談事業

妊婦から乳幼児まで健全な発育・発達を促し、健
康の保持増進を図るとともに地域で安⼼して子育
てができるように努める。 内容

役場窓⼝で⺟子健康手帳を随時交付。4か月ま
でに全⼾訪問・健診介助、発達等の個別相談、
乳児健診でブックスタート、未熟児訪問(権限
委譲H25)。

有 有

財産内訳（千円）

保健福祉課（こども課） ⺟子保健係

予算額 国庫

再掲：基本目標２ 施策１５
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,361 1,367
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 398 1,930
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

10

未熟児養育医療給付事業費

未熟児は疾病にかかりやすく死亡率も高く⼼身の
障害を残すことも多いため、生後速やかに適切な
処置を講じる目的で、養育に必要な医療の給付を
行う。

内容

妊娠期-子育て期家庭へ個別支援(健康・虐待予
防)を実施。専門職を配置。国2/3・県1/6補
助、基準額22,569千円。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課（こども課） ⺟子保健係

11

妊婦等包括相談支援事業

妊婦・配偶者等に、出産・育児の見通しのため面
談、継続的情報提供・相談等を行い、必要な支援
につなぐ伴走型相談支援の推進を図る。 内容

白石町住所の妊産婦・配偶者等に、妊娠届出時
-出産後の適切な時期に面談や継続的情報発信
を行い、必要な支援につなぐ伴走型支援を実
施。補助は国1/2・県1/4。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

5,451 2,723

保健福祉課（こども課） ⺟子保健係

12

妊婦のための支援給付金

児童福祉法の妊婦等包括相談支援事業と組み合わ
せ、子ども・子育て支援法の妊婦のための支援給
付を実施し、妊婦等の身体的・精神的ケアと経済
的支援を行う。妊婦支援給付金を支給。

内容

町内住所の妊婦が申請し町が給付認定、5万円
支給。次に胎児数を届出し人数×5万円支給。
補助は給付金国10/10、事務費は国1/2・県
1/4。

無 無

財産内訳（千円）

保健福祉課（こども課） ⺟子保健係

予算額 国庫

15,125 12,797

再掲：基本目標２ 施策１５
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,127
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 613
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,198
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費

1,127

13

⻭科保健事業費

乳幼児及び妊婦の⻭科健診と⻭科保健指導を実施
し、う蝕予防や⼝腔ケアによる健康増進を図り、
白石町の乳幼児のう蝕罹患率を下げる。 内容

⻭みがきの励行や健康づくりに関する意識づけ
を図り、う⻭の罹患率を低下することができ
る。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課（こども課） ⺟子保健係

14

特別支援教育就学奨励費（小学校）

国の法令に基づき、特別支援学級に就学する児童
の保護者の経済的負担を軽減するため、必要な学
用品費等の一部を支給する。 内容

特別支援学級に就学する⼼身に障害のある児童
の保護者の経済的負担軽減のため、就学に必要
な学用品等の一部を支給する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,226 613

学校教育課 教育総務係

15

要保護･準要保護就学援助費（中学校）

白石町内の中学校在学生のうち、経済的理由で就
学困難な生徒に就学費の一部を援助し、全ての生
徒の義務教育を受ける権利を保障する。 内容

生活保護に準じた保護が必要な世帯の生徒に、
学用品費・修学旅行費・学校給食費等の一部を
援助する。準要保護認定は白石町就学援助費交
付要綱に基づき行う。

無 無

財産内訳（千円）

学校教育課 教育総務係

予算額 国庫

1,198
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 802
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費
 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,750 3,000 840
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 ⺟子等福祉費

 
3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 91,936 73,800 50,197
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 児童福祉施設費

 

7,590

17

ひとり親家庭等医療助成費

ひとり親家庭等の生活の安定と福祉の向上、こど
もの健全育成を目的とする。

内容

⺟子家庭の⺟、⽗子家庭の⽗及び児童等が健康
保険により病院などの医療機関で受診を受けた
場合、医療費の自己負担金の一部を助成する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課（こども課） こども家庭係

主な取組 ニーズに応じた子育て支援サービスの充実

学校教育課 教育総務係

1,603 801

16

特別支援教育就学奨励費（中学校）

国の法令に基づき、特別支援学級に就学する生徒
の保護者の経済的負担を軽減するため、必要な学
用品費等の一部を支給する。 内容

特別支援学級に就学する⼼身に障害のある生徒
の保護者の経済的負担軽減のため、就学に必要
な学用品等の一部を支給する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

主な取組 ひとり親家庭などへの支援

有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

398,019 182,086

有

保健福祉課（こども課） 保育支援係

18

私立保育園費

家庭での保育に欠ける児童の保育を保護者に代
わって実施することにより児童福祉の増進を図
る。 内容

家庭での保育に欠ける児童の保育を保護者に代
わって実施することにより児童福祉の増進を図
る。
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 148,447 50,000 109,299
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 児童福祉施設費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,058
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 児童福祉施設費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 93,000 908
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 児童福祉施設費

19

認定こども園費

就学前児童に保育・教育を提供し、保護者への子
育て支援を総合的に行うことで、地域の子育て支
援を推進し、児童福祉の増進を図る。 内容

就学前児童に保育・教育を提供し、保護者への
子育て支援を総合的に行うことで、地域の子育
て支援を推進し、児童福祉の増進を図る。

有 有

財産内訳（千円）

保健福祉課（こども課） 保育支援係

予算額 国庫

560,349 252,603

3,174 2,116

20

認定こども園費（福富こども園施設整備費補助金）

幼稚園・保育所を利用する園児、保育士、保護者
等の保育環境の改善と町⺠サービスの向上を図
る。 内容

福富こども園園舎改修は⼯期延⻑で令和8年度
までの2か年整備。就学前施設整備交付金要綱
に基づき社福法人いとわへ交付。園舎は平成元
年築、延床1,264.01㎡、定員75名。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課（こども課） 保育支援係

21

認定こども園費（六角保育園施設整備費補助金）

幼稚園・保育所を利用する園児、保育士、保護者
等の保育環境の改善と町⺠サービスの向上を図
る。 内容

六角保育園園舎はR8に改築整備し、就学前施設
整備交付金要綱に基づき社福法人北方福祉会へ
交付。H元年築(木造平屋)延床1,050.15㎡、定
員105名。R8着⼯・完成予定。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

300,506 206,598

保健福祉課（こども課） 保育支援係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 23,795 5,531
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 児童福祉施設費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 4,348 1,450
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 児童福祉施設費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 30,485 21,243 24,309
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 子ども・子育て支援事業費

22

保育対策総合支援事業

地域の実情に応じた多様な保育需要に対応するた
め、保育人材の確保等に必要な措置を講ずる。

内容

保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止
を図ることを目的として、保育士の補助を行う
保育補助者（無資格者）の雇上げに必要な費用
を補助する。

有 有

財産内訳（千円）

保健福祉課（こども課） 保育支援係

予算額 国庫

29,326

5,798

23

保育対策総合支援事業（医療的ケア児保育支援事業）

保育所等において医療的ケア児の受入れを可能と
するための体制を整備し、医療的ケア児の地域生
活支援の向上を図る。 内容

(補助基準額)あかり保育園は1施設5,798千円。
(対象経費)医療的ケア児保育支援事業に要する
報酬等人件費。(補助率)3/4(国1/2、県1/4)、
町1/4負担。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課（こども課） 保育支援係

24

学童保育事業費

保育に欠ける小学校児童を対象に、学校終了後か
ら午後7時まで学校の余裕教室等で保育すること
により児童の健全育成を図る。 内容

平日は、放課後から19時まで（⻑期休暇時は、
各クラブで7時40分〜19時まで）実施。
⼟曜日は、1箇所（六角小）で7時40分〜18時
まで実施。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

106,522 30,485

保健福祉課（こども課） 保育支援係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 95 97
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 子ども・子育て支援事業費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 168
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 児童福祉総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 128
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 児童福祉総務費

765 573

25

こども誰でも通園事業費

こどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境
を整備するとともに、全ての子育て家庭に対し
て、多様な働き方やライフスタイルにかかわらな
い形での支援を強化する。

内容

保育所等に通わない生後6か月〜満3歳未満の未
就園児が対象。月10時間を上限に、就労要件を
問わず保育所・認定こども園等を柔軟に利用で
きる事業。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課（こども課） 保育支援係

26

子ども・子育て支援事業

子ども・子育て支援新制度の目的(教育保育の質
向上、保育確保、地域支援充実)を踏まえ、R7開
始の白石町こども計画(第3期)の進捗確認等で会
議を開催。

内容

子ども・子育て会議は、施設等の利用定員設定
や、こども計画(子ども・子育て支援事業)の策
定・変更時に意見聴取し、施策推進や実施状
況、計画進捗を調査審議。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

168

保健福祉課（こども課） 保育支援係

27

保育園管理費

保育所等の入所関係事務を行い、安⼼・安全な保
育の充実に努める。

内容

保育所等の入所関係や保育料の徴収等の事務を
行う。

有 有

財産内訳（千円）

保健福祉課（こども課） 保育支援係

予算額 国庫

128
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,807 100 4,919
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 児童福祉総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 200
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 子ども・子育て支援事業費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 650
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 子ども・子育て支援事業費

15,990 7,164

28

管外保育委託費

保護者の通勤等の事情により町外の認可保育所・
認定こども園への入所を希望する児童について、
家庭状況等の調査を行い、希望先で入所承認を受
けて、

内容

保護者の通勤等の事情により町外の認可保育
所・認定こども園への入所を希望する児童につ
いて、家庭状況等の調査を行い、希望先で入所
承認を受けて、

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課（こども課） 保育支援係

29

地域子育てサークル支援事業費

地域社会での子育て支援の促進を図るため、子育
て中の親又はその子等を対象として継続して応援
活動を実施する町内の団体に対して活動を支援す
ることにより、子育て支援の推進を図る。

内容

町内の子育て中の⺟親と子どもの育児サークル
等を、年間を通じて支援。町内外参加可の子育
て応援サークルによる支援も行い、定住促進に
つなげる。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

200

保健福祉課（こども課） 保育支援係

30

ファミリー・サポート・センター事業費

地域で子育てを支援してほしい人と子育てを応援
したい人とを結びつける地域子育て相互支援シス
テムを構築することにより、子どもを生み育てや
すい環境づくりを推進する。

内容

白石町が実施主体となり、社会福祉協議会に委
託し、子育て相互支援センターを設置する。ま
た利用料を補助することによる利用促進を図
る。

有 有

財産内訳（千円）

保健福祉課（こども課） 保育支援係

予算額 国庫

650
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,170
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 子ども・子育て支援事業費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 47 50
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 子ども・子育て支援事業費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 212 214
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 子ども・子育て支援事業費

1,170

31

乳幼児健康支援一時預り事業費

保護者の子育てと就労の両立を支援するととも
に、児童の健全な育成及び資質の向上に寄与す
る。 内容

児童が病気中または回復期で集団保育が困難な
間、専用スペースで一時預かりする病児・病後
児保育事業(H28開始)。対象は園児等と小3ま
で。実施は江北町・武雄市施設。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課（こども課） 保育支援係

32

子育て短期支援事業費

保護者の疾病等で一時的に養育困難な場合や、経
済的理由で緊急に⺟子保護が必要な場合に、児童
養護施設等で一定期間の養育・保護を行う(児童
福祉法21条の8)。

内容

保護者の疾病等で一時養育困難時や緊急の⺟子
保護時、委託施設で養育・保護(原則7日)。ま
た夜間・休日不在時、施設で保護し生活指導・
食事提供。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

144 47

保健福祉課（こども課） 保育支援係

33

幼児教育・保育無償化事業

認可外保育施設等の施設利用者に対する給付を行
うことにより、子育て世代の負担軽減を図る。

内容

幼稚園の預かり保育、認可外保育施設等を利用
する3-5歳児は、保護者等が保育の必要性認定
を受けた場合、利用料を無償化(上限あり)す
る。

有 有

財産内訳（千円）

保健福祉課（こども課） 保育支援係

予算額 国庫

851 425
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4

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 8,831
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 7,017 4,000 3,019
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 子ども・子育て支援事業費

 
5

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 31 3,176
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農村公園管理費

主な取組 子育て支援拠点の利用促進

学校教育課 学校教育係

予算額 国庫

8,831

34

教育支援室事業

⼼理的・情緒的理由で登校困難な児童生徒に個
別・小集団で相談指導し、自立と社会性を育成。
交流館2階に適応指導教室「あい」を開設し支援
員4人を配置。

内容

白石町教育支援室コンフォートスペース「あ
い」(白石町交流館「ゆめてらす」2階)に、支
援員4人(常勤1人、非常勤3人)を配置。

無 無

財産内訳（千円）

35

地域子育て支援事業費

少子化・核家族化等で子育て環境が変化し、家
庭・地域の機能低下や親の孤独感・負担感が増
大。負担軽減と安⼼して子育てできる環境を整
え、きめ細かな支援で子育て支援機能を充実す
る。

内容

地域子育て支援拠点(ひろば型)を週5日+第2⼟
曜9-17時に交流館1Fで実施(社協)。一時預かり
は一般型(同)、余裕活用型(有明ふたば・わか
ば)、幼稚園型(ありあけ・ふくた・福富こども
園)。

有 有

財産内訳（千円）

保健福祉課（こども課） 保育支援係

予算額 国庫

21,053 7,017

3,207

36

農村公園管理費

町⺠の日常的な休養、憩いの場を提供し、もって
健康増進を図る。

内容

遊⽔池・⽔辺・農村公園(多⽥、⻄郷、太原
下、牛屋東分、島津、久治、なかよし)等9箇所
を管理し憩いの場を提供。トイレ・シャワー等
を整備し自然体験を促進。海岸景観の植栽帯も
維持管理。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

主な取組 子ども達が遊べる公園、屋内施設の充実

農村整備課 農村整備係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 13,279
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 公園費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 275 15,010
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会体育施設費

建設課 維持管理係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

13,279

マイランド公園の適切な運営により、町⺠憩いの
場を提供する。

内容

37

白石中央公園管理費

白石町の中央に位置し、町⺠の憩いの場として定
着している中央公園を安全・快適な施設として適
正な維持管理を行う。 内容

白石中央公園の適正な維持管理のため、清掃・
除草・植栽管理及び設置遊具等の点検整備を行
う。

無

マイランド公園の適切な運営

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

15,285

38

ふくどみマイランド管理費

生涯学習課 福富公⺠館係
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2

12

1

2

3

方向性 策定時 目標値

増加 1回 12回

主な取組

包括的支援体制の整備

地域で支え合えるネットワークの強化

町民の福祉意識向上と人材確保・育成

基本目標 健やかで安心できるやさしいまち

施策 地域共生社会の構築

施策の
方向性

誰もが地域社会の一員として、いきいきと安心して暮らすことができるよう、地域共生社会の
実現を目指します。

成果指標
進捗

高齢者の生活支援に係る協議体の開催数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 186 247
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会福祉総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,130
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会福祉総務費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 534
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

主な取組 包括的支援体制の整備

1

社会福祉総務費

保健福祉課福祉係の事務費、更生保護協会負担
金、BBS連盟補助金、社会を明るくする運動大会
負担金、第12回特別弔慰金請求受付事務費を計
上。

内容

福祉係の社会福祉庶務費、佐賀県更生保護協会
負担金、佐賀県BBS連盟補助金、社会を明るく
する運動大会(毎年7月)支援、第12回特別弔慰
金受付事務費。

無 無

財産内訳（千円）

保健福祉課 福祉係

予算額 国庫

433

2,130

2

地域福祉計画策定費

第4期⽩⽯町地域福祉計画（令和9年度〜令和13
年度）を令和8年度に策定するもの

内容

⽩⽯町はR3に第3期地域福祉計画(R4-8)を策
定。社会情勢や国県指針、他計画との整合と住
⺠参加を踏まえ、福祉分野の基本施策を⽰す第
4期計画をR8に策定。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課 福祉係

3

総合相談支援事業費

高齢者の心身の状況や生活の実態、必要な支援等
を幅広く把握し、相談を受け、地域における適切
な保健・医療・福祉サービス、機関または制度の
利用につなげる等の支援を行う。

内容

支援が必要な高齢者へ適切な保健・医療・福祉
サービスにつなぎ、継続見守りと問題予防のた
め、地域関係者のネットワークを構築。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

534

保健福祉課 高齢者係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 146
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,239
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,817
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

4

高齢者福祉計画策定事業費

老人福祉法第２０条の８の規定に基づき、高齢者
福祉計画の円滑な推進と高齢者福祉施策の充実を
図るため、計画の検討及び見直しを行う。 内容

介護保険事業計画の見直しに合わせ、3ヶ年の
第7期⽩⽯町高齢者福祉計画を策定。策定委員
会設置規則に基づき作成し、計画期間は令和9
〜11年度。

無 無

財産内訳（千円）

⻑寿社会課 高齢者係

予算額 国庫

146

2,239

5

通所型サービスB

要介護状態に陥ることを防止するため、体操、運
動等の活動など、自主的な通いの場を行う団体に
対して運営費の一部を助成し、住⺠主体による
サービス提供体制の構築を推進する。

内容

住⺠主体で週1回集い介護予防活動を行う団体
を支援し、新たな活動の場の創設も支援。健康
体操サロンは継続支援9か所、新規立ち上げ支
援2か所。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⻑寿社会課 高齢者係

6

通所型サービスC

生活機能等の低下が見られる高齢者に対し、専門
職による包括的なプログラムを短期集中的に実施
することにより、心身機能の維持・改善及び生活
意欲の向上を図る。

内容

保健・医療専門職が3-6か月の短期サービスを
提供し、生活機能改善に向け介護予防ケアマネ
ジメントと個別の運動・口腔ケア・栄養指導を
実施。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

2,817

⻑寿社会課 高齢者係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,000 96
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 労働諸費
 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,656 4,679
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会福祉総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 11,129 13,871
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会福祉総務費

7

勤労者対策費

地方に暮らす勤労者の生活を取り巻く環境は依然
として厳しい状況にあるため、その支援策を行
い、町内勤労者の生活の安定を図る。 内容

福利厚生部局を置きにくい中小企業の参加を募
り、旅行・映画・宿泊施設等との交渉を代行し
て、安価に利用できる福利厚生サービスを提
供。

無 無

財産内訳（千円）

商工観光課 商工係

予算額 国庫

2,096

6,335

8

⺠生児童委員費

⺠生委員法に基づき、⽩⽯町⺠生委員児童委員の
推薦を行う⺠生委員推薦会を開催。少⼦高齢化で
増加・多様化する地域福祉需要に対応し、委員活
動を支える。

内容

一⻫改選時(3年毎、今回はR7.12.1)に推薦会を
開催。任期(3年)途中に欠員が生じた場合も随
時開催し、⺠生委員児童委員の活動を支援す
る。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課 福祉係

9

社会福祉協議会補助金

町⺠が自主的な福祉活動を行うための基盤づくり
と地域福祉の総合的推進を図るため、⽩⽯町社会
福祉協議会が行う事業を支援することを目的とす
る。

内容

町⺠が自主的な福祉活動を行うための基盤づく
りと地域福祉の総合的推進を図るため、⽩⽯町
社会福祉協議会が行う事業を支援することを目
的とする。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

25,000

保健福祉課 福祉係

主な取組 地域で支え合えるネットワークの強化
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,330
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会福祉総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1 238
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会福祉総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 6,760
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

10

福祉団体補助金

保護司会活動を支援し、更生支援と犯罪予防啓発
等を推進。遺族会・被爆者会の慰霊祭参加等の継
続的福祉活動、⺟⼦寡婦の生活安定と福祉向上・
健全育成を支援。

内容

保護司会活動を支援し、更生支援と犯罪予防啓
発等を推進。遺族会・被爆者会の慰霊祭参加等
の継続的福祉活動、⺟⼦寡婦の生活安定と福祉
向上・健全育成を支援。

無 無

財産内訳（千円）

保健福祉課 福祉係

予算額 国庫

1,330

239

11

追悼式典費

先の大戦において戦没された方々に追悼の誠をさ
さげるため、町主催の戦没者追悼式を開催する。

内容

追悼式概要   ・黙とう（全員）
・式辞（町⻑）    ・追悼の辞（来賓）
・献花（主催者、来賓、遺族）

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課 福祉係

12

生活支援体制整備事業費

単身・夫婦のみ世帯や認知症高齢者の増加を踏ま
え、医療・介護に加え生活支援の担い手と連携
し、多様な支援体制の充実強化と高齢者の社会参
加を一体的に推進する。

内容

生活支援・介護予防の体制整備へ生活支援コー
ディネーターと協議体を設置し連携強化。令和
8年度から就労支援コーディネーターを配置し
マッチング等を推進。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

6,760

⻑寿社会課 高齢者係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 900 18,119
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 財産管理費
 

3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 189
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 47
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

15

認知症サポーター養成事業

認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて、
地域住⺠の理解促進を行う。

内容

認知症サポーター養成講座を実施し、住⺠の認
知症への理解を促進する。

無 無

財産内訳（千円）

⻑寿社会課 高齢者係

予算額 国庫

47

13

交流館管理費

町⺠の交流・相互扶助や主体的な学習・⽂化活動
を支え、自治意識と連帯感を育むため⽩⽯町交流
館を適正に管理する。令和7年度からは指定管理
を終了し、有明公⺠館係が管理運営を担う。

内容

住⺠等が利用するための⽩⽯町交流館の使用申
請の受付、施設の適正な維持管理等を行う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生涯学習課 有明公⺠館係

19,019

有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

189

無

⻑寿社会課 高齢者係

14

地域介護予防活動支援事業費

介護予防に向けた取り組みが主体的に実施される
ような地域社会の構築を目指して、介護予防に資
する活動の育成を図る。 内容

地域で介護予防活動を行うボランティアの体制
を整備し、活動支援や自主グループ支援を実
施。介護予防ボランティアのフォローアップ研
修、ボランティア養成講座を行う。

主な取組 町⺠の福祉意識向上と人材確保・育成
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 10,000 4,143
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

14,143

16

敬老の日記念事業費

⻑年にわたり、社会に貢献された高齢者に対し、
敬意を表し、⻑寿を祝福する。

内容

男女最高齢者へ敬老記念品を贈呈。75歳以上の
⻑寿祝行事費を助成(単価:R7まで1,500円、R8
から1,700円)。⻑寿祝金はR8から85歳以上に各
1万円。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⻑寿社会課 高齢者係
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2

13

1

2

方向性 策定時 目標値

減少 19.0% 19.0%以下

方向性 策定時 目標値

増加 49団体 60団体

方向性 策定時 目標値

増加 298人 335人

基本目標 健やかで安心できるやさしいまち

施策 高齢者の社会参加・高齢者福祉の充実

施策の
方向性

高齢者が生きがいを持ち、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、介護予防の推進、福祉
サービスの充実に努めます。

主な取組
介護予防と地域ケアの推進

高齢者が社会参加できる環境の整備

要介護（支援）認定率

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

成果指標
進捗

介護予防ボランティア登録者数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

地域サロン数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,181 10,649
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 441,280
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,022 341
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

主な取組 介護予防と地域ケアの推進

1

老人ホーム措置費

おおむね６５歳以上の者で在宅生活が困難な高齢
者を養護し、日常生活の支援や相談を行い自立し
た日常生活を送れるよう援助する。 内容

環境上の理由及び経済的な理由により居宅にお
いて養護を受けることが困難な者を、入所判定
委員会の審査を経て、養護老人ホームへ入所措
置する。

無 有

財産内訳（千円）

⻑寿社会課 高齢者係

予算額 国庫

12,830

454,935 13,655

2

介護保険事業費

加齢に伴って生ずる認知や疾病等により介護が必
要になった人に対して、その人がもつ能力に応じ
て自立した日常生活を営むことができるように、
必要な介護サービスの提供を行う。

内容

杵藤地区市町村圏組合が保険者として介護保険
事業を実施・運営。構成市町は介護給付・予防
給付等費用の一部を負担(保険料50%、国25%、
県・町12.5%)。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⻑寿社会課 高齢者係

3

社会福祉法人等による軽減補助金

生計困難者に対する介護サービスに係る利用者負
担軽減制度を実施している社会福祉法人に対し、
町がその費用の一部を助成することにより、介護
保険制度の円滑な実施に資する。

内容

低所得者で特に生計が困難である者について、
介護サービスを提供する社会福祉法人が、利用
者負担を軽減した場合、社会福祉法人に対し、
軽減に要した費用の一部を助成する。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,363

⻑寿社会課 高齢者係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 80
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 8,000 2,867
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 7,903 1,205
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

4

在宅高齢者住宅改良事業費

高齢者の住環境の改善により、要介護者への自立
を促すとともに介護者の介護負担を軽減して在宅
生活を支援する。 内容

高齢者が住み慣れた家庭や地域でできる限り安
心して生活し続けられるよう、在宅の要介護高
齢者等がいる世帯に対し住宅の改良に要する費
用の一部を補助する。

有 有

財産内訳（千円）

⻑寿社会課 高齢者係

予算額 国庫

80

12,744 1,877

5

生きがい活動支援通所（デイサービス）事業

閉じこもりがちなおおむね65歳以上に、日常動作
訓練や趣味・生きがい活動等を提供し、社会的孤
立感の解消と心身機能の維持向上を図る。 内容

閉じこもりがちなおおむね65歳以上に、日常動
作訓練や趣味・生きがい活動等を提供し、社会
的孤立感の解消と心身機能の維持向上を図る。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⻑寿社会課 高齢者係

6

食の自立支援事業費

食事の調理が困難な高齢者世帯等に、栄養バラン
スのとれた食事を訪問により提供し、安否の確認
を行うことで自立した在宅生活の継続を図る。 内容

食の配食サービス
アセスメント調査
老朽化した配食用食器の更新

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

9,108

⻑寿社会課 高齢者係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 310
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 113
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 984
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

7

軽度生活援助事業費

軽易な日常生活上の援助を行うことにより、在宅
のひとり暮らし高齢者等の自立した生活の継続を
可能にするとともに、要介護状態への進行を防止
する。

内容

白石町社協がヘルパー援助を実施。65歳以上の
単身・高齢者のみ等で生活援助が必要な者が対
象(要介護・要支援認定者等は除く)。買物、調
理、清掃、助言等を行う。

無 有

財産内訳（千円）

⻑寿社会課 高齢者係

予算額 国庫

310

113

8

生活管理指導短期宿泊事業費

特養又は養護老人ホームで高齢者を一時宿泊さ
せ、生活習慣指導と体調調整により要介護への進
行を予防。併せて高齢者虐待の被虐待者を保護す
る。

内容

特養等で町内のおおむね65歳以上(要介護・要
支援除く)を介護者事情や虐待等で一時養護。
原則5日以内、町⻑がやむを得ない事情と認め
る場合は延⻑可。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⻑寿社会課 高齢者係

9

緊急通報体制等整備事業費

虚弱なひとり暮らし高齢者等へ緊急通報システム
を貸与し在宅生活を支援。日中独居や比較的元気
な高齢者にはスケジュール型見守りアプリを導入
し安心を支援。

内容

ひとり暮らし老人緊急通報システムは、緊急通
報に24時間相談員が対応。内容に応じ消防・医
療・警察・警備へ出動要請。委託業者が定期訪
問と電話連絡で状況把握。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

984

⻑寿社会課 高齢者係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 288
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 9,431
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 4,055
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

10

寝たきり高齢者等紙おむつ支給事業費

在宅の寝たきり高齢者等に対する紙おむつ等の支
給を行う事業を実施することにより、高齢者の在
宅生活の継続を支援する。 内容

在宅の寝たきり高齢者に対し、紙おむつ、尿と
りパット等の介護用品購入助成のため、紙おむ
つ券を支給する。

無 有

財産内訳（千円）

⻑寿社会課 高齢者係

予算額 国庫

288

9,431

11

介護予防普及啓発事業費

介護予防に向けた取り組みが主体的に実施される
ような地域を目指し、健康面の自己管理ができる
よう介護予防に関する知識の普及・啓発を行う。 内容

65歳以上を対象に運動・栄養・口腔・認知症予
防を柱に健康増進を促進。75歳前の前期高齢者
へロコモ予防教室を開催し、老人クラブ等へ普
及啓発、町介護予防体操の普及も推進。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⻑寿社会課 高齢者係

12

一般介護予防事業評価事業費

介護給付費抑制や介護認定への移行が抑制された
かを見える化し、施策効果について検証する。

内容

通いの場(健康体操サロン)を訪問し、測定・聞
き取りで参加者状況を把握。認定情報等を分析
し、身体・生活機能評価と給付費削減・認定抑
制効果を検証する。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

4,055

⻑寿社会課 高齢者係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 6,198
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,475
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 372
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

13

地域包括支援センター運営事業費

地域住⺠の保健医療の向上及び福祉の増進を包括
的に支援し、公正・中立性の確保と円滑かつ適正
な運営を図る。 内容

中立性確保と人材確保支援のため地域包括支援
センター運営委員会(委員9名)を設置。併せて
センター職員研修を実施し、地域包括支援セン
ター運営に要する経費を計上する。

無 有

財産内訳（千円）

⻑寿社会課 高齢者係

予算額 国庫

6,198

1,475

14

認知症施策推進事業費

認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて、
医療・介護等が有機的に連携し、早期診断、早期
対応のための体制整備を図る。 内容

初期集中支援で医療・介護職が訪問し、委員会
で医師会等と情報共有。推進員・ケアパス整
備、認知症カフェ月1回と家族会年4回、9月啓
発。見守りシールとGPS助成。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⻑寿社会課 高齢者係

15

地域ケア会議推進事業

個別ケース検討で課題を解決しつつ地域課題を抽
出。地域づくりや町施策で解決を図り地域包括ケ
アを推進し、尊厳あるその人らしい生活の継続を
支える。

内容

自立支援型地域ケア会議(個別)で要支援者等を
多職種で検討し、推進会議で地域課題を整理し
て地域づくり・政策形成につなげる。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

372

⻑寿社会課 高齢者係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 17,479 16,661
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,963
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費
 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 10,000 4,143
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

16

予防給付策定事業費

要支援及び事業対象者に対し適切なサービス利用
に資するよう介護予防サービス計画を作成する。
また、定期的に利用者の状況にあわせたサービス
調整を行う。

内容

要支援及び事業対象者に対し適切なサービス利
用に資するよう介護予防サービス計画を作成す
る。また、定期的に利用者の状況にあわせた
サービス調整を行う。

無 有

財産内訳（千円）

⻑寿社会課 高齢者係

予算額 国庫

34,140

17

介護予防ケアマネジメント費

要支援者等の効果的な介護予防ケアマネジメント
と自立支援に向けたサービスを行うことで、要支
援状態からの自立の促進や重症化防止を図る。 内容

総合事業通所型サービスB・C利用者は介護予
防ケアマネジメントを実施。介護予防訪問・通
所介護利用者のケアプラン作成は居宅介護支援
事業所へ委託。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⻑寿社会課 高齢者係

2,963

14,143

18

敬老の日記念事業費

⻑年にわたり、社会に貢献された高齢者に対し、
敬意を表し、⻑寿を祝福する。

内容

男⼥最高齢者へ敬老記念品贈呈。75歳以上の⻑
寿行事経費を一部助成(単価R7:1500円、
R8:1700円)。⻑寿祝金はR7:80歳含む各1万円、
R8:80歳除外。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⻑寿社会課 高齢者係

主な取組 高齢者が社会参加できる環境の整備
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 33
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 500 1,000 1,279
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

19

杵藤地区福祉有償運送運営協議会負担金

道路運送法の規定に基づき、福祉有償運送に係る
登録の申請、有効期間の更新登録及び変更登録に
必要な協議をするため、杵藤地区福祉有償運送運
営協議会を設置する。

内容

杵藤地区福祉有償運送運営協議会(武雄市等7市
町)を通常年2回開催。事務局は輪番制でR7-R8
大町町、R9-R10大町町、R11-R12白石町。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

33

⻑寿社会課 高齢者係

20

地域共生ステーション推進事業費

高齢者、障がい者、児童等が地域で安心して暮ら
せるよう、介護・子育て・生活支援の拠点となる
居場所を自ら整備する公益的団体に助成し、多様
なサービス向上に資する。

内容

地域共生ステーション（佐賀県地域共生ステー
ション（宅老所・ぬくもいホーム）推進事業実
施要綱第２条に規定したもの）を開設するため
の施設整備に要する経費に対する助成

無 有

財産内訳（千円）

⻑寿社会課 高齢者係

予算額 国庫

1

2,779

21

老人クラブ活動等社会活動推進事業費

高齢者の豊富な経験と知識を生かし、地域の担い
手として社会参加を促し、生きがいづくりを推進
する。 内容

老人クラブ連合会加盟の単位老人クラブ及び町
老人クラブ連合会に助成し、共同活動推進、
リーダー養成、啓発、広報等の活動促進を図
る。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⻑寿社会課 高齢者係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,000 500
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 120
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 515
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

22

シルバー人材センター運営補助金

社会参加を希望する高齢者の能力を活かした地域
づくりと高齢者の生きがい対策として設立された
シルバー人材センターの運営を支援する。 内容

一般社団法人 白石町シルバー人材センターへ
の運営補助

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,500

⻑寿社会課 高齢者係

23

地域リハビリテーション活動支援事業費

地域における介護予防の取組を機能強化するため
に、通所・訪問・地域ケア会議・住⺠運営の通い
の場へのリハビリテーション専門職等の関与を促
進し、高齢者の自立支援を目指す。

内容

地域サロン等へリハビリテーション専門職を派
遣し、サロン立ち上げや活動の支援を行う。

無 有

財産内訳（千円）

⻑寿社会課 高齢者係

予算額 国庫

120

515

24

在宅医療・介護連携推進事業費

在宅高齢者が住み慣れた地域で人生最後まで自分
らしく暮らせるよう、在宅医療と介護を一体的に
提供するため、医療機関と介護事業者等の連携を
推進する。

内容

杵藤介護保険事務所から武雄杵島地区医師会へ
一部委託。医療・介護資源を把握し、医療機
関・介護事業所のマップ等を作成して住⺠・関
係機関へ配布。多職種研修会も開催。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⻑寿社会課 高齢者係
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2

14

1

2

方向性 策定時 目標値

増加 273人 310人

方向性 策定時 目標値

増加 126人 180人

方向性 策定時 目標値

増加 376人 490人

基本目標 健やかで安心できるやさしいまち

施策 障害者福祉の充実

施策の
方向性

障害のあるなしにかかわらず、互いに人格と個性を尊重しながら、住み慣れた地域で共に暮ら
す共生社会を目指します。

主な取組
地域生活を支える支援体制の推進

相談支援体制の充実・強化

成果指標
進捗

障害福祉サービス実利用者数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

障害児通所支援実利用者数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

相談支援実利用者数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 213,103 60,000 157,369

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 障害者福祉費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 44,734 20,000 25,122

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 障害者福祉費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 27,100 20,000 10,784

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 障害者福祉費

主な取組 地域生活を支える支援体制の推進

1

障害者自立支援給付費

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するため、必要な障害福祉サービスを給付す
る。 内容

障害者が事業所と契約し、支給決定量に応じ
て支援を受ける。訪問(居宅介護等)、日中活動
(生活介護・就労支援等)、居住(入所・GH)、
計画相談支援を実施。

有 無

財産内訳（千円）

179,325 89,469

2

障害児通所支援給付費

⻑寿社会課 障がい福祉係

予算額 国庫

856,678 426,206

18歳未満の障害児が必要な支援を受け、日常生
活の基本動作の指導や集団生活への適応訓練を
⾏い、成⻑を支援する。 内容

障害児支援は、相談支援(計画作成・モニタリ
ング)、医療型児童発達(重度が通所し支援と治
療)、放課後等デイ(就学児の訓練)、保育所等
訪問(未就学児へ訪問支援)を実施。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⻑寿社会課 障がい福祉係

3

重度心身障害者医療給付費

重度の身体障害者又は知的障害、精神障害を有
する者について、医療費の一部を助成すること
により、これらの者の保健の向上及び福祉の増
進を図る。

内容

白石町在住の重度心身障害者(身障1-2級等)に
医療費を助成(生活保護除く)。申請で受給者証
を交付し、月500円負担と高額療養費等控除後
を助成。所得制限あり。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

57,884

⻑寿社会課 障がい福祉係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,000

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 障害者福祉費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 700

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 障害者福祉費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,000

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 障害者福祉費

4

相談支援事業所自動車備品購入費補助事業

町内の相談支援事業所の継続的な運営及び地域
における福祉の維持向上を図ることを目的とす
る。 内容

年度初日に町内で相談支援事業所を営む法人
(蓮花の会等)に、事業所で必要な自動車本体・
備品購入費を補助。補助率10/10、上限は予算
の範囲内。

有 無

財産内訳（千円）

⻑寿社会課 障がい福祉係

予算額 国庫

1,000

5

障がい者基本計画等策定費

障害者基本計画は町の障害者施策の基本計画。
障害福祉・障害児福祉計画は国指針に基づき、
数値目標を定めサービス基盤と提供体制を整備
する。

内容

町の障害者施策の基本計画。障害福祉・障害
児通所、相談支援、地域生活支援の提供体制
確保の目標や、各年度の必要量見込み、地域
生活支援事業の実施事項等を定める。

有 無

財産内訳（千円）

⻑寿社会課 障がい福祉係

予算額 国庫

700

1,000

6

相談支援事業所自動車・備品購入費補助事業

町内の相談支援事業所へ補助を⾏うことによ
り、事業所の継続的な運営を図ることで、地域
における福祉の維持向上を目的とする。 内容

町内の相談支援事業所へ補助を⾏うことによ
り、事業所の継続的な運営を図ることで、地
域における福祉の維持向上を目的とする。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⻑寿社会課 障がい福祉係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 300

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 障害者福祉費

 
2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 117

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 障害者福祉費

主な取組 相談支援体制の充実・強化

7

自動車操作訓練・自動車改造事業費

運転免許取得費用や就労等に必要な自動車改造
費の一部を助成し、身体障害者の社会参加を促
進するとともに、自立更生と自立した生活を支
援する。

内容

障害者の運転免許取得費の一部を補助(町⺠税
所得割課税世帯は除く)。また、自ら所有・運
転する車の操⾏装置等改造費の一部を補助(所
得税課税者は除く)。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

300

⻑寿社会課 障がい福祉係

8

障害者相談員活動事業費

更生援護の相談に応じ、必要な指導及び助言を
⾏うことにより、障害者の福祉の増進を図る。

内容

障害者相談員を設置し、更生援護の相談対応
と助言・指導、関係団体と連携した理解促進
を⾏う。相談員は身体6名・知的3名、研修会
参加旅費を支給。

有 無

財産内訳（千円）

⻑寿社会課 障がい福祉係

予算額 国庫

117
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2

15

1

2

3

4

5

6

方向性 策定時 目標値

増加 98.5% 100.0%

方向性 策定時 目標値

増加 42.1% 45.0%

方向性 策定時 目標値

増加 73.2% 75.0%

特定保健指導実施率

令和８年度 令和９年度

特定健康診査実施率

令和８年度 令和11年度

基本目標 健やかで安心できるやさしいまち

施策 医療・保健体制の充実

施策の
方向性

町民が安心して医療を受けられるよう、県及び近隣市町並びに医療機関や医師会などとの連携
を強化し、地域医療体制の充実を図ります。
また、生涯を通じて健康に生活できる環境を整備します。

主な取組

地域医療体制の充実と町民への周知

妊産婦・乳幼児健診などの充実

成果指標
進捗

３歳児健診受診率

令和10年度 令和11年度

主体的な健康づくりの推進

健康に関する指導・相談支援の推進

感染症などへの総合的な対策

令和９年度 令和10年度

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

食生活改善及び食育の普及推進
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 5,130
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 170 6,850
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 17,371
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

主な取組 妊産婦・乳幼児健診などの充実

産婦健診は国1/2・町1/2。乳児健診は個別(9か
月)と集団(4-5か月、1歳6か月、3歳6か月)。妊
婦健診は受診票14枚。産婦健診は産後2週・1か
月。新生児聴覚検査はR8新規。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

 保健福祉課（こども課） ⺟⼦保健係

17,946 575

3

⺟⼦健康診査事業

 妊産婦、乳幼児期の健康の保持増進及び身体と
精神の疾病・異常の早期発見、早期治療を図ると
ともに健全な発達支援を行う。また、経済的負担
の軽減に努める。

内容

保健福祉課 健康づくり係

予算額 国庫

5,130

主な取組 地域医療体制の充実と町⺠への周知

1

地域医療体制事業費

地域住⺠がいつでも必要な医療を受けられるため
の救急医療体制を整備するとともに、緊急時の初
期の救急救命の応急手当の充実を図る。 内容

病院群輪番制や救急医療情報システムを運営
し、南部地区小児時間外診療や休日急患・在宅
当番医制(3町連携)で夜間・休日の救急医療体
制を確保する。

無 有

財産内訳（千円）

2

保健衛生総務費

地域住⺠の健康づくりに関する施策及び事業啓発
と専門職の質の向上を図る。

内容

健康づくり推進協議会を運営し、第3次健康増
進計画に基づき住⺠の健康づくりを協議する。
専門職の資質向上の図書購入や感染症備蓄品管
理、武雄看護学校運営を補助する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課 健康づくり係

7,020
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 105 1,228
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 400 400 401
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 379 2,149
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

5

未熟児養育医療給付事業費

未熟児は疾病にかかりやすく死亡率も高く心身の
障害を残すことも多いため、生後速やかに適切な
処置を講じる目的で、養育に必要な医療の給付を
行う。

内容

⺟⼦保健法20条に基づき養育医療を給付。町内
住所で入院養育が必要な低出生体重児等が対
象。所得に応じ一部負担(乳幼児医療費助成対
象)。診察・薬剤・入院・食事・移送等。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

2,001 800

保健福祉課（こども課） ⺟⼦保健係

4

⺟⼦相談事業

妊婦から乳幼児まで健全な発育・発達を促し、健
康の保持増進を図るとともに地域で安心して⼦育
てができるように努める。 内容

役場窓⼝で⺟⼦健康手帳を随時交付。4か月ま
でに全⼾訪問・健診介助、発達等の個別相談、
乳児健診でブックスタート、未熟児訪問(権限
委譲H25)。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,438 105

保健福祉課（こども課） ⺟⼦保健係

無無

主な取組 主体的な健康づくりの推進

保健福祉課 健康づくり係

予算額 国庫

2,528

6

白石町健康センター管理費

町が行う保健事業及び住⺠の各種⽂化活動、健康
増進の場として安全に利用できるよう施設を維持
管理する。 内容

健康センターの維持管理

財産内訳（千円）
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 70 70
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,141 2,761 23,645
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 予防費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 10
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 予防費

140

7

骨髄等移植推進事業費

骨髄等移植に伴うドナーの心理的・経済的負担を
軽減し、骨髄・末梢血幹細胞の提供を促進できる
環境を整備することで、骨髄等移植の推進を図
る。

内容

骨髄等提供を行ったドナー(骨髄バンク登録・
提供期間中町内在住・提供実績)に補助(県
1/2・町1/2)を交付し、額は2万円/日、上限7日
間とする。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

保健福祉課 健康づくり係

9

自殺対策緊急強化事業費

自殺総合対策大綱に基づき、自殺関連事象の正し
い知識を普及啓発し、孤立を防ぐ。支援先につな
ぐゲートキーパー人材を育成し、自殺者数の減少
を図る。

内容

自殺や自殺対策に関する正しい知識の普及や啓
発活動により、ゲートキーパーの役割を担う人
材の育成を行う。

無 無

財産内訳（千円）

8

成人検診事業費

がんが町⺠の生命と健康に重大な問題であるた
め、がん検診を実施し予防と早期発見を推進す
る。がん死亡率の減少と医療費の適正化を図る。 内容

厚労省通知「がん予防重点健康教育及びがん検
診実施のための指針」(健発0331058号、平成
20年3月31日)等の法令に基づき、がん検診を実
施する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

28,511 964

保健福祉課 健康づくり係

予算額 国庫

10

保健福祉課 健康づくり係
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4

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 45,512
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 国保特会 款名 特定健康診査等事業費

 
5

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 45,512
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 予防費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 357 56,037
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

主な取組 健康に関する指導・相談支援の推進

10

特定保健指導

医療保険者は40-74歳被保険者へ、特定健診デー
タで対象者を選定しメタボ着目の生活習慣病予防
の特定保健指導を実施、糖尿病性腎症等重症化予
防も実施。

内容

保健指導により、健康な生活習慣の重要性に対
する理解と関心を深め、生活習慣見直しのきっ
かけとなり、生活習慣病を予防することにつな
がる。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

46,612 1,100

保健福祉課 健康づくり係

12

予防接種事業費（⺟⼦関係）

感染症の発生、重症化及びまん延を予防する。

内容

予防接種法による定期接種を実施(五種混合、
二種混合、麻しん、風しん等、RSウイルス新
規)。対象は乳幼児-高校生等(妊婦含)。佐賀県
内の実施医療機関で個別接種。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

56,394

保健福祉課（こども課） ⺟⼦保健係

健康づくり係

46,612 1,100

11

予防接種事業費（成人関係）

感染症の発生、重症化及びまん延を予防する。

内容

予防接種法に基づき、高齢者肺炎球菌・インフ
ル・新型コロナ・帯状疱疹の定期接種を県内医
療機関で個別実施し、健康被害は調査委で審査
する。

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

有

保健福祉課

主な取組 感染症などへの総合的な対策
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6

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,000 858
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 218 1,407
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 予防費

無

無

保健福祉課 健康づくり係

予算額 国庫

1,625

保健福祉課 健康づくり係

14

生活習慣病予防事業費

生活習慣病の予防と重症化抑制、健康意識の向上
を目的に健康教室開催や健康チェックを行う。運
動継続支援として爽明館利用料の一部を助成。 内容

健康クッキング教室を実施。爽明館利用料は町
内40歳以上へ利用証を交付し、通常550円を自
己負担330円に軽減。併せて会員登録者の会費
助成申請により会費の一部を助成。

無

財産内訳（千円）

主な取組 食生活改善及び食育の普及推進

13

食育推進事業費

第3次健康増進・食育推進計画に基づき食育を推
進し、食生活改善推進協議会へ委託して食生活改
善と健康づくりに努め、連携強化のため食育推進
協議会を開催する。

内容

食育推進協議会を開催し関係者・団体と食育推
進を協議するとともに、食生活改善推進協議会
へ委託し、会員研修や地区講習会、健康クッキ
ング教室等で食生活改善と健康づくりを図る。

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,858
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2

16

1

2

3

方向性 策定時 目標値

減少 440,242円/人 430,000円/人

方向性 策定時 目標値

増加 93.23% 93.98%

後期高齢者医療制度の充実

基本目標 健やかで安心できるやさしいまち

施策 社会保障制度の適正な運用

施策の
方向性

町民が健康で不安のない生活を送るため、健康保険制度や年金制度などが安定した制度として
機能できるように適正な運用を行います。

主な取組

国民健康保険制度の健全な運営

国民年金制度の周知

成果指標
進捗

国民健康保険被保険者の１人当たりの診療費

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

国民健康保険税の収納率

令和10年度 令和11年度令和８年度 令和９年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 71,324 53,294
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会福祉総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,000 4,041
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 300
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健衛生総務費

2

はり、きゅう、マッサージ事業費

住⺠の健康保持、増進のため、所要の⼿続きを経
て、町から指定されたはり、きゅう、マッサージ
師が行った施術費に対して、補助金を交付する。 内容

受診者は、施術所にて受診券を提出し、施術費
から補助金額を差し引いた金額を支払う。施術
者は１月ごとに受診券を含む関係書類を添えて
請求書を町へ提出する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

5,041

住⺠課 保険係

住⺠課 保険係

予算額 国庫

154,767 30,149

主な取組 国⺠健康保険制度の健全な運営

1

国⺠健康保険事業費

国保事業費として、保険基盤安定・事務費等・財
政安定化支援の各繰出金に加え、未就学児均等
割、産前産後保険税の繰出を行い、国保財政を支
援する。

内容

①低所得者の保険税軽減分等を一般会計から国
保会計へ法定繰出(県3/4負担)②保険者支援分
も法定繰出(国1/2、県1/4)③事務費等④財政安
定化⑤未就学児均等割軽減⑥産前産後免除分も
繰出。

無 無

財産内訳（千円）

住⺠課 保険係

3

無

300

ヘルスケアポイント事業

保険者は国ガイドラインに沿い、保健事業で取組
に応じ健康ポイント付与を実施し、レセプト・健
診等分析に基づくデータヘルスを推進。 内容

健康事業等参加者に対し、商工会ポイントカー
ドにポイントを付与し、参加者は一定のポイン
トを貯めることで商工会カード会員の店で商品
券として使用できる。

財産内訳（千円）

予算額 国庫

無
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 300
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 葬祭費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 300
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 疾病予防費
 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 98,112 433,046
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 老人福祉費

主な取組 後期高齢者医療制度の充実

予算額 国庫

300

4

葬祭費

葬祭費は、被保険者が死亡した場合において、
「葬祭を行う者」に対し、その葬祭費用の一部を
支給するもの。 内容

葬祭費は、被保険者が死亡した場合において、
「葬祭を行う者」に対し、その葬祭費用の一部
を支給するもの。

無 無

財産内訳（千円）

住⺠課 保険係

5

人間ドック等事業費

人間ドック及び脳ドック健診を実施し、疾病の早
期発見・早期治療に努めるとともに、生活習慣病
を予防し、町⺠の健康維持増進を図る。 内容

人間ドック及び脳ドック健診を実施し、疾病の
早期発見・早期治療に努めるとともに、生活習
慣病を予防し、町⺠の健康維持増進を図る。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

財産内訳（千円）

予算額 国庫

300

住⺠課 保険係

住⺠課 保険係

531,158

6

後期高齢者医療事業費

後期高齢者医療制度は、高齢者医療確保法に基づ
き共同連帯の理念で医療給付等を実施し、国⺠保
健の向上と高齢者福祉の増進を図る制度である。

内容

町は広域連合経費を負担し、一定所得者分を除
く医療給付費の1/12を定率負担、保険基盤安定
制度等を負担する義務がある。基盤安定は低所
得者等の保険料軽減分を公費で補填する制度。

無 無
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3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 国⺠年金費

主な取組 国⺠年金制度の周知

無

30 30

7

国⺠年金事務費

年金の申請や受付等の窓口業務を適切に行い、年
金制度の理解を深め、町⺠の年金受給資格確保に
努める。 内容

国⺠年金の資格取得・喪失届、受給申請、保険
料免除申請等の⼿続き

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

住⺠課 住⺠係
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3

17

1

2

3

4

方向性 策定時 目標値

増加 80人 80人

方向性 策定時 目標値

増加 152億4,000万円 153億6,000万円

方向性 策定時 目標値

増加 99億3,000万円 105億7,000万円

方向性 策定時 目標値

増加 16.1% 28.5%

方向性 策定時 目標値

増加 1,802㎥ 3,497㎥

基本目標 活気と魅力のある豊かなまち

施策 農林業の振興

施策の
方向性

担い手の育成・確保及び農地の集約化を進めます。
また、農業者への支援などを行い、農業生産額の向上を図ります。
水源涵養や山地災害及び地球温暖化の防止を視野に入れた森林の保持を行います。

主な取組

担い手の育成・確保

農地の流動化

農業生産額の向上

新規農業従事者数（４年間）【累計】

林業の振興

成果指標
進捗

搬出材積量

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

野菜産出額

農業産出額

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

造林事業面積進捗率

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 75 798
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,000 944
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業総務費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 313,358 247 73,912
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業振興費

農業振興課 農業者係

予算額 国庫

873

主な取組 担い手の育成・確保

1

新規農業就業者対策支援事業

農業後継者の減少に対応し、地域の実態に合った
近代的・企業的感覚を備える担い手を確保・育成
する。生産性の高い農業の確立と農村地域の活性
化を通じ、農業振興を図る。

内容

新規就農者確保と後継者育成のため、農業技術
連絡協議会の専門会議や、いちご・土地利用型
トレーニングファーム運営協議会の取組を補助
し、担い手育成につなげる。

有 無

財産内訳（千円）

有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

387,517

農業振興課 農業者係

3

さが園芸888整備支援事業

農業者減少や資材高騰等を踏まえ、本町農業の持
続的発展に向け園芸農業を振興。事業活用で収
量・品質向上、省力化、規模拡大を志向する農業
者を育成し所得向上を図る。

内容

農業者減少や資材高騰等を踏まえ、本町農業の
持続的発展に向け園芸農業を振興。事業活用で
収量・品質向上、省力化、規模拡大を志向する
農業者を育成し所得向上を図る。

無

1,944

2

しろいし農業塾

農業維持と農地保全のため、県外の移住・就農希
望者を募集し白石地区農業振興協議会で受入・研
修を実施。自立支援と地域交流を通じ定住促進に
つなげる。

内容

県外から移住者を農業研修生として受入れ、農
業での自立と地域定着を支援。行政・JA等が連
携し、研修費助成と指導助言を行う。対象は健
康な成⼈で住⺠票を町へ移せる⼈。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

農業振興課 園芸農産係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 540
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業総務費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 34,992 120 20
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 500
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業総務費

予算額 国庫

540

4

農業経営者育成事業

若手農業者が学習・協議の場を自主運営し、生産
から経営・販売まで一体の経営力を研鑽。情勢変
化に対応する感覚と意欲を高め、地域農業を担う
新経営者の育成を図る。

内容

白石⻘年実業会の定例会や勉強会、児童農業体
験、視察、イベント・直売会参加、他市町交流
等の経費を助成。助成は町:基本38万円+⼈員割
5,000円、JA:15万円。

無 有

財産内訳（千円）

35,132

5

経営開始資金

持続的で力強い農業構造の実現には、基幹的に農
業に従事する⻘年層の新規就農者増加が必要。国
庫事業の新規就農者育成総合対策を推進する 内容

目標地図等に位置づく原則50歳未満の独立自営
就農者(親元就農除く)に、年150万円を最⻑3年
交付(継続は最⻑5年)。世帯所得600万円以上は
対象外。R3以降は先輩農家を選任し訪問指導。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

農業振興課 農業者係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,000 500

農業振興課 農業者係

6

経営継承・発展等支援事業

農業者の高齢化・減少が進む中、将来にわたり地
域の農地利用を確保するため、地域計画に基づき
家族農業経営等の担い手の経営を継承し発展させ
ることを目的とする。

内容

⼈・農地プランに位置づく中心経営体等(畜産
含む)の後継者が、継承後の経営発展計画に基
づき取組む経費を国・町で支援。上限1経営体
100万円、国50%・町50%負担。

有

農業振興課 農業者係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 30,032
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 16 18
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業振興費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,421 484
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業振興費
 

農業振興課 農業者係

予算額 国庫

30,032

7

経営発展支援事業

就農後の経営発展のため、国の事業「新規就農者
育成総合対策（経営発展支援事業）」を活用し新
たに独立就農した農業者を支援する。 内容

就農後の経営発展へ国・県が機械・施設導入を
支援。R7年度中に独立自営就農する49歳以下
の認定新規就農者が対象。補助は国1/2・県
1/4、上限1,000万円(開始資金対象者は500万
円)。

有 無

財産内訳（千円）

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,905

農業振興課 農業者係

9

中山間地域等直接支払交付金

中山間地域では過疎化・高齢化と条件不利で担い
手減、耕作放棄地増により多面的機能が低下。交
付金で農業生産を維持し、多面的機能の確保に努
める。

内容

中山間地域等直接支払交付金:第6期(令和7-11
年度)。指定地域の傾斜等基準を満たす農用地
で、農業生産活動等を継続する集落等に交付。
補助率は国2/4・県1/4・町1/4。

無

34

8

農業経営基盤強化資金利子補給事業

農業・農村を巡る情勢変化の中、意欲と能力ある
認定農業者に目的達成に必要な資金を低利で融通
し、多彩な担い手による高生産性・高収益農業の
展開に資する。

内容

認定農業者が推進会議認定計画でスーパーL資
金を借入した場合、県・町が利子助成。対象は
H24.3.31までの適格承認分。原則5年(旧ルール
前は最⻑25年)、県1/2・町1/2。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

農業振興課 農業者係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 10,000
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 340
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 37
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地保有合理化
推進事業費

予算額 国庫

10,000

10

元気な地域創出モデル事業

中山間の果樹で高齢化等による労働力不足に対応
し、防除・草刈の省力化と「璃の香」の6次化・
販路拡大で作付拡大と遊休農地対策を図る。3カ
年の実証で新たな農作業体系を確立。

内容

白岩地区果樹試験組合が中山間地域で、R6-8に
璃の香6次化研究・販路拡大、ドローン防除実
証とリモコン草刈機リースで農地保全を実施。
補助は定額、各年1,000万円以内。

有 無

財産内訳（千円）

340

11

地域計画費

高齢化・後継者不足に対応し、効率化・スマート
農業で成⻑産業化を推進。分散圃場解消、農地集
約・効率利用、⼈材確保・育成を進め、農業者と
協議し地域計画(将来像・目標地図)を更新。

内容

町内9地区で農業者、農業委員会、JA等の協議
の場を設置し、農業の将来像、農用地等の区
域、農用地の効率的・総合的利用に必要な事項
を協議の上、地域計画を公表する。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

農業振興課 農業者係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

37

農業振興課 農業者係

12

農地中間管理事業

農業従事者減少に対応し、農地の有効利用と経営
効率化を進めるため、大規模経営農家、認定農業
者、集落営農法⼈など多様な担い手への農地集積
を加速化する。

内容

佐賀県農業公社(農地中間管理機構)は農地を借
受け受け手へ貸付。円滑推進のため必要業務は
市町へ委託可で、白石町は機構との業務委託契
約により窓口的役割を担う。

有

農業振興課 農業者係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 408
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地保有合理化
推進事業費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,212
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業委員会費

 
2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,500
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費

主な取組 農地の流動化

農業振興課 農業者係

予算額 国庫

408

13

農地集約協力金事業

担い手減少・高齢化で未利用・遊休農地増が懸
念。企業・農業法⼈の参入や規模拡大、トレーニ
ングファーム等の新規就農者向け園芸団地に備
え、集約農地の確保を進める。

内容

担い手減少・高齢化で未利用・遊休農地増が懸
念。企業・農業法⼈の参入や規模拡大、トレー
ニングファーム等の新規就農者向け園芸団地に
備え、集約農地の確保が必要。

有 無

財産内訳（千円）

農業委員会事務局 農地農政係

1,212

14

農業者年金事務費

農業者年金制度の推進により、農業者の老後生活
の安定及び福祉の向上と農業者の確保を図ること
を目的とする。 内容

農業者年金業務委託に関する事務を適正に行
い、加入推進を図る。あわせて受給予定者・受
給者へ適正受給のための指導と啓発を実施す
る。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

15

農業生産基盤改善対策事業費補助金

生産性向上と経営の効率化・安定化を図り、担い
手への農地集積を円滑化するため、区画拡大や暗
渠排水を行う者に補助金を交付。補助期間は令和
6〜8年度(3年間)とする。

内容

区画拡大は畦畔除去を伴う均平経費の30%以
内、上限10a4,800円。暗渠は埋設1m120円(上
限10a12,000円)、清掃1m10円。国県補助未活
用圃場が対象。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

農村整備課 農村整備係

1,500
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 4,561 4,987 13,564
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業委員会費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 99 391
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業委員会費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 770
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業委員会費

16

農業委員会費

農家、農業者等の利益代表機関としてその円滑な
業務運営に資することを目的とする

内容

農業委員会の業務運営を適正に実施。遊休農地
解消対策補助金(10a当たり6万円)で、担い手に
よる遊休農地解消と農地集積・集約を進め、農
業生産力向上を支援。

財産内訳（千円）

無

予算額 国庫

23,112

農業委員会事務局 農地農政係

無

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

770

農業委員会事務局 農地農政係

490

17

機構集積支援事業

農村現場で農地制度を担う農業委員会が、農業委
員会等に関する法律第6条第1項に基づく事務を適
正かつ円滑に実施することを目的とする。 内容

農地法に基づく事務を適正に実施できるよう支
援し、農地の有効利用を促進する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

18

農地保有合理化推進事業費

農地移動適正化あっせん実施要領に基づき農用地
の権利移動あっせんを行い、認定農家等担い手へ
農地を集積して経営の効率化を推進する。 内容

農地の売り渡し希望あっせん申し出に基づく農
業委員会におけるあっせん調整

無

農業委員会事務局 農地農政係
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3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,000
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業総務費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 649
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 4,000 500
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 米政策対策費

主な取組 農業生産額の向上

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,000

19

白石町良質米生産事業

新嘗祭に供する献穀米の献納に向け、白石町が推
薦地区となったことを踏まえ、良質米生産協議会
を設置する。献穀米の栽培管理を徹底し、運営経
費を支援して良質米の生産を図る。

内容

白石町良質米生産協議会が実施する播種式・御
田植式・抜穂式・献穀に係る各種業務の経費を
支援する。

有 無

農業振興課 園芸農産係

予算額 国庫

649

農業振興課 水田農業係

20

ブランド化農産物作付拡大推進事業

『璃の雫』は愛称決定と商標登録を踏まえ、今後
も作付拡大と販路開拓を進める。あわせて『なた
ね』は白石町産のみでの搾油を目指し、継続的な
作付けを推進する。

内容

【璃の雫】苗木購入費を一部補助(一定本数以
上が対象)。事業者ごとの上限額あり。
【なたね】新規作付の圃場を対象に、面積に応
じて補助(上限面積あり)。

有 有

財産内訳（千円）

農業振興課 園芸農産係

9,000 4,500

21

スマート農業機械導入推進事業

高齢化や担い手減少に対応し、自動操舵システム
導入費を助成する。作業の省力化・軽労化と時間
短縮により負担を軽減し、農地の集積・集約を促
進して、稼げるしろいし農業の発展につなげる。

内容

米・⻨・大⾖・野菜を対象に、認定農業者が導
入する自動操舵システム(1⼈1台)を補助する。
補助率は1/3以内(国1/6、町1/6)で上限30万
円。要件として作付面積14.5ha以上。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 754 227
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 畜産業費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 900
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,139,540
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業振興費

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

981

22

肥育素牛生産拡大施設等整備事業費補助金

繁殖農家の経営規模拡大を促し、肥育素牛の生産
拡大を図る。事業を活用して規模拡大や飼養環境
改善に必要な施設整備を進め、「佐賀牛」の安定
生産体制を構築する。

内容

佐賀牛の維持・発展へ、肥育素牛増産の施設・
機械整備を助成。主体は2⼾以上の営農集団ま
たはJA。飼養環境改善は県1/3以内(上限228千
円/頭)、町1/10以上(上限69千円/頭)。

無

予算額 国庫

900

農業振興課 園芸農産係

23

白石町基盤整備促進事業

圃場整備等で整備された水路などの補修を、白石
土地改良区等を事業主体として実施する際、受益
者負担の軽減を図り、地域活性化と農業振興、農
村環境の改善につなげる。

内容

白石土地改良区へ補助(小規模整備、22.5%)。
築切地区の用排水路を底張コンで補修
L=720m、事業費7,000千円(R8:400m、
R9:320m)。

無 無

財産内訳（千円）

2,139,540

24

新基本計画実装・農業構造転換支援事業

新たな食料・農業・農村基本計画の実施により農
業の構造転換を図るため、老朽化した共同利用施
設の再編集約・合理化に取り組む産地を支援。 内容

共同利用施設の再編集約・合理化(集約管理、
建替・移設・改修、生産性向上)を支援。県が
一部負担時は国が追加支援。対象:佐賀県農業協
同組合。補助率:1/2(国)等。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

農村整備課 農村整備係

農業振興課 園芸農産係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 890
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 27
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業振興費

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1

25

野菜価格安定対策事業

計画的生産・出荷を推進し、農協を通じ共同出荷
した野菜の価格が一定水準以下に下落時、価格差
補給金を交付して経営影響を緩和し、安定生産・
出荷と価格安定を図る。

内容

対象品目:特定野菜(アスパラ、れんこん)、指定
野菜(トマト、ブロッコリー)、県単独野菜(キャ
ベツ、はくさい、レタス、こねぎ)。

無

農業振興課 園芸農産係

予算額 国庫

890

農業振興課 園芸農産係

26

玉葱生産安定対策事業

町内の野菜生産において、主要品目の玉葱に対
し、適正な病害虫防除について、地域と関係機関
が一体となって、被害の軽減対策に取り組む。 内容

白石町農業技術連絡協議会(野菜病害虫防除対
策専門会議)を開催し、玉葱の病害虫防除につ
いて関係機関の連絡調整、研究及び協議を行
う。(事務局:町農業振興課)。

無 無

財産内訳（千円）

農業振興課 園芸農産係

27

27

白石町園芸団地推進事業

いちごトレーニングファーム卒業生の農地確保と
定住促進のため園芸団地を整備し、新規就農者確
保と既存園芸農家の規模拡大により園芸産出額の
向上を図る。

内容

園芸団地運営協議会を年2回開催し、団地整備
や入植者募集の運営、関係機関・団体との連絡
調整を行う。(事務局:町農業振興課、委員14
名・生産者代表1名)。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,000 500
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 畜産業費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 754 227
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 畜産業費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,775
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 畜産業費

29

肥育素牛生産拡大施設等整備事業費補助金

繁殖農家の規模拡大を促進し肥育素牛の生産を拡
大。事業活用で規模拡大や飼養環境改善に必要な
施設整備を支援し、「佐賀牛」の安定生産体制の
構築を図る。

内容

佐賀牛維持・発展へ、素牛増産に必要な施設・
機械整備を助成。主体:2⼾以上の営農集団・農
協。飼養環境改善は県1/3以内(上限228千円/
頭)・町1/10以上(上限69千円/頭)の低い方。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

981

農業振興課 園芸農産係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,500

28

畜産経営安定支援事業

国際的な穀物需要の増加に伴う穀物価格の上昇等
により、配合飼料の高騰など、出荷までに⻑期間
を要する畜産経営は、経営環境の影響を受けやす
い。そのため、安定した畜産経営を確立させる。

内容

事業期間:R7〜R9。対象:町内在住の畜産農家で
牛の販売実績があり、毎年1〜12⽉に出荷した
牛。市場出荷手数料に1,000円/頭を補助し、肥
育牛・肥育素牛それぞれ上限100,000円。

無

予算額 国庫

1,775

農業振興課 園芸農産係

30

農業総務費

国施策等の農政情報を収集・把握し、町農政を円
滑に推進。近隣市町・関係団体と連携し地域農業
を振興。農業資材廃棄物の適正処理と再利用を推
進し、環境保全と資源有効活用を図る。

内容

農政関係事務費:各協議会で農業関連団体との連
絡調整、研修・研鑽を実施。白石地区生産資材
廃棄物対策事業を実施。

有 無

財産内訳（千円）

農業振興課 水田農業係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,151
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,000
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 米政策対策費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 17,242 2,000 72
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 米政策対策費

32

集落営農連携等強化促進事業（集落営農活性化プロジェクト促進事業）

高齢化・減少が進む集落営農の活性化に向け、地
域の状況に応じた「集落ビジョン」の策定と実現
を支援。⼈材確保、収益力向上の取組、組織体制
強化、効率的な生産体制の確立を支援する。

内容

主体は集落営農組織。集落ビジョン策定(定
額)、雇用(定額:上限100万円/年、最大3年)、法
⼈化経費(定額25万円)、高収益作物の試験栽培
等(定額)、農業機械等導入(1/2以内)を支援。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,000

農業振興課 水田農業係

33

経営所得安定対策等推進事業

農業再生協議会を中心に経営所得安定対策等を推
進し、行政と農業者団体等の連携体制を構築。戦
略作物の生産振興、地域農業振興、耕作放棄地の
再生利用、担い手の育成・確保等の取組を促進。

内容

白石町農業再生協議会の取組(畑作物・水田活
用の直接支払推進、集落営農法⼈化支援、生産
数量めやす設定、産地パワーアップ事業等)に
要する経費を助成。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

19,314

農業振興課 水田農業係

⿃獣生息域拡大による農作物被害と住⺠安全に対
応。狩猟免許取得や侵入防止柵設置を推進・助成
し被害を軽減。広域体制で適正捕獲を行い未然防
止と生活安全を確保。

内容

実施隊(町2名・猟友会7名)が町⻑要請で調査・
捕獲。協議会負担で柵整備等(町145万、JA70
万、共済10万)。資材設置は資材費1/2補助、上
限2.5万。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

2,151

農業振興課 水田農業係

31

有害⿃獣広域駆除対策事業
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 6
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 20,578
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 12,300
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費

白石土地改良区が管理する土地改良施設の適正な
維持管理に係る経費を補助する。

内容

土地改良区が管理する水路の浚渫、護岸補修工
事、パイプライン水管橋・制水弁、揚水機場の
点検整備、溜池管理に要する経費について補助
する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

12,300

農村整備課 農村管理係

35

国営筑後川下流白石土地改良事業償還金

嘉瀬川ダムの農業用水を白石平野へ導水し用水不
足を解消。生産向上・経営安定、地下水依存の脱
却と地盤沈下防止を図る。特別型としてS54〜
H12施工の管水路(白石東線等)の償還を実施。

内容

H12完了の国営かん排(筑後川下流白石・特別
型)で効果未発現のため、県が農家負担金を立
替償還。増嵩利息は県・町で1/2負担し、町負
担分をH27〜R11に県へ償還。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

20,578

農村整備課 農村管理係

36

土地改良区施設維持管理事業費補助金

34

農村整備基金管理費

土地改良施設の多面的な利活用とこれに係る地域
住⺠の共同活動を推進し、もって地域の活性化と
ふるさとの保全を図るため、ふるさと水と土保全
対策基金を設置する。

内容

ふるさと水と土保全対策基金利子積立金

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

6

農村整備課 農村管理係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 8,748
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 40,848 16,638 20,202
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 水利施設管理事業費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,752
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 水利施設管理事業費

39

農村整備費

農業農村整備事業の管理計画策定、事業促進に
よって農業の振興、農村環境の改善並びに美しい
村づくりを推進する。 内容

農業農村整備及び関連事業の推進を図る。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,752

農村整備課 農村整備係

37

筑後川下流土地改良事業推進事業費

白石平野の農業用水不足を解消し安定供給する。
地下水依存から地表水へ転換し、過剰採取による
地盤沈下を解消する。併せて排水不良の解消、農
業生産性向上と農業経営の安定化を図る

内容

①佐賀・福岡両県にまたがる広域土地改良事業
のため、国・県・関係市町等と連携し円滑に推
進する。②新たな水源開発で水没した嘉瀬川ダ
ム周辺地域の振興を図る。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

8,748

農村整備課 農村管理係

38

基幹水利施設管理事業佐賀⻄部地区

国営筑後川下流事業造成の基幹水利施設(佐賀⻄
部導水路等)を適正管理し、用水需要と公益機能
に対応。7市町が国から受託し、白石町が代表で
実施。

内容

管理対象は揚水機場2箇所(多久1.19m3/s、白石
平野5.88m3/s)と導水路30.7km(調圧水槽含
む)。揚水機場の保守点検、導水路・揚水機場
の操作管理点検(委託)等を実施。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

77,688

農村整備課 農村管理係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 16,775 1,600 13,725
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 900
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費
 

4

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 5,754
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 林業振興費

主な取組 林業の振興

41

白石町基盤整備促進事業

圃場整備等で整備された水路等施設の補修で、白
石土地改良区等が事業主体となる整備事業の受益
者負担を軽減し、地域活性化と農業振興、農村環
境の改善を図る。

内容

交付要綱に基づき白石土地改良区へ補助金交付
(小規模整備型、22.5%)。築切地区の用排水路
補修L=720m、補助対象事業費7,000千円
(R8:4,000、R9:3,000)。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

900

農村整備課 農村整備係

40

基盤整備促進事業（農道整備）

農作業道を整備し、交通利便性向上と作業時間短
縮、荷痛み防止による品質向上と安定供給を図
る。併せて担い手への農地集積率向上、生産拡
大、担い手育成・確保を推進する。

内容

白石第9地区で未舗装農道の舗装工事(小規模整
備型)を実施。3路線(L=955m:白石⻄1-3号
175m、緑郷川1号350m、同2号430m)。負担割
合は国55%、町40%、土地改良区5%。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

32,100

農村整備課 農村整備係

5,754

農村整備課 水産林務係

42

森林環境基金事業費

白石町森林環境基金を財源に、森林整備と担い手
⼈材の育成・確保、公益的機能の普及啓発、木材
利用促進など、森林整備の推進施策を実施する。 内容

森林クラウド運用、児童向け森林教室支援、間
伐(辺田・田野上)と意向調査(坂田)を実施。危
険木は1/2(上限10万円/件)補助。森林組合の雇
用確保に手当等を補助。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 15,237
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 林道費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 135 481
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 林業振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 14 3,906
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 林業振興費

15,237

43

林道維持費

林道の機能発揮と耐用年数の確保を図るため、林
道・作業道の危険箇所の点検及び適切な維持管理
を行う。 内容

林道・作業道は老朽化箇所を維持補修し、安全
確保と森林環境の整備を図る。併せて自治会等
の山間地環境整備事業に、事業費の80%を上限
に補助する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

616

農村整備課 水産林務係

44

林業振興費

水源涵養、地球温暖化の抑制など国土保全に貢献
する森林の保持に努め、町⺠の森林・林業に対す
る意識の向上と理解の醸成に努める。 内容

林地台帳を運用し、森林整備計画・施業実施、
所有者届出の受理と県報告等を実施。循環利用
で国産材自給率向上を図り、多面的機能を重視
した森林整備と森林組合活動を推進する。

無

農村整備課 水産林務係

予算額 国庫

3,920

農村整備課 水産林務係

45

森林環境基金管理費

森林環境譲与税を財源に、森林整備、⼈材育成・
確保、公益的機能の普及啓発、木材利用促進等の
施策費に充てる白石町森林環境基金を設置する。 内容

森林環境基金積立金

無 無

財産内訳（千円）
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 5,754
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 林業振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 4,424
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 町有林管理費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 32
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 町有林管理費

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

4,424

農村整備課 水産林務係

47

町有林管理費

水源涵養や温暖化抑制等に資する森林保持のため
町有林を管理する。町有林の一部は令和8年度か
ら武雄杵島森林組合へ森林経営を委託し、町認定
の森林経営計画に基づき間伐等を実施予定。

内容

町有林の下刈り等の維持管理を行う。町認定の
森林経営計画に基づき、武雄杵島森林組合が町
有林の間伐等を実施する。

無

5,754

46

森林環境基金事業費

白石町森林環境基金を財源に、森林整備、担い手
の育成・確保、公益的機能の普及啓発、木材利用
促進等、森林整備の促進に関する施策を実施す
る。

内容

佐賀県森林クラウドを運用し、森林教室支援、
間伐(辺田・田野上)と意向調査(坂田)を実施。
危険木伐採等は経費1/2以内(上限10万円)補助
し、森林組合作業員の雇用確保等も支援する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

予算額 国庫

32

農村整備課 水産林務係

48

町有林基金管理費

町有林の計画的な整備・維持管理のため白石町町
有林整備維持管理基金を設置する。町認定の森林
経営計画に基づく間伐等で発生した木材売払金
を、次年度以降に活用するため基金へ積み立て
る。

内容

町有林整備維持管理基金元金積立金
町有林整備維持管理基金利子積立金

無 無

財産内訳（千円）

農村整備課 水産林務係
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3

18

1

2

方向性 策定時 目標値

増加 16億800万円 16億3,300万円

方向性 策定時 目標値

増加 2,466万円 2,713万円

基本目標 活気と魅力のある豊かなまち

施策 水産業の振興

施策の
方向性

水産業の生産性と品質向上のために、生産基盤と生産環境の整備を行います。

経営体当たりの販売金額

主な取組
生産基盤の整備

生産環境の整備と多様な漁業の推進

成果指標
進捗

海面漁獲物などの販売金額（海面養殖販売金額を含む）

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 15,000 35,000 2,198

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 漁港整備事業費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,248

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 漁港費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 15,000 35,000 2,198

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 漁港整備事業費

農村整備課 水産林務係

予算額 国庫

102,198 50,000

主な取組 生産基盤の整備

1

漁港整備事業費

安全性等に配慮した漁港整備で白石地域水産の
拠点化を推進。漁獲増と効率向上、鮮度・品質
確保を図り、海苔養殖中心の水産業発展に寄与
する。

内容

・漁港整備事業（住ノ江漁港水産生産基盤整
備事業）全般
・その他漁港整備関連全般

無 有

財産内訳（千円）

2,248

2

港費

地域資源と既存の漁港施設を最大限に活用し
て、豊かで魅力ある浜づくりのための諸施策の
推進を図る。 内容

漁港台帳の整備、漁港の維持管理を行う。漁
港背後集落調査(毎年9月頃)や漁港港勢調査(毎
年9月頃)を実施し、その他漁港関連業務全般
に対応する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

102,198 50,000

農村整備課 水産林務係

3

漁港整備事業費

安全性・機能性・快適性や観光漁業にも配慮
し、「白石地域水産業の拠点」として漁港整備
を進める。漁獲量増大、生産効率向上、鮮度保
持・品質確保を図り、海苔養殖を中心とする水
産業の発展に寄与する。

内容

住ノ江漁港水産生産基盤整備事業を中心に、
漁港整備事業全般を推進する。あわせて、そ
の他の漁港整備関連業務全般に対応する。

無

農村整備課 水産林務係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 8,132

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 港湾管理費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,989

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 水産振興費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 137 138

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 水産振興費

1,989

5

水産振興費

海洋環境の変化に適応し、担い手確保、浜づく
り、リスクを踏まえた成⻑産業化で水産業振興
を図る。漁業者等の多面的機能活動を支援し、
県計画に基づく栽培漁業で資源の維持増大を進
める。

内容

水産施設整備、漁場環境保全、漁業集落環境
整備、水産資源研究等の水産業振興を実施す
る。豊饒の海「有明海」を軸とした新規事業
展開等による地域産業発展に係る各種事業経
費を補助し、その他水産振興全般を行う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

予算額 国庫

275

6

漁業被害対策特別資金利子補給金

令和4年度の漁業被害で償還金や生産資材購入費
等の支払いが困難な漁業者に融通される佐賀県
漁業被害対策特別資金に利子補給を行い、利子
負担を軽減して漁業経営の再建・安定化を図
る。

内容

令和4年度の漁業被害で償還金や生産資材購入
費等の支払いが困難な漁業者に融通される佐
賀県漁業被害対策特別資金に利子補給を行
い、利子負担を軽減して漁業経営の再建・安
定化を図る。

無 無

財産内訳（千円）

農村整備課 水産林務係

農村整備課 水産林務係

建設課 維持管理係

予算額 国庫

8,132

4

港湾管理費

港湾指定の住ノ江港は関係機関連絡を行い機能
保全に努める。福富1号・住ノ江物揚場は整備後
36年で上部工が著しく劣化のため補修し、狭い
通路を拡幅して安全性を確保する。

内容

住ノ江港改修(県事業):老朽化対策工と通路拡
幅を実施。期間は令和4-8年度。総事業費
234,465千円(R8=48,000千円)、町負担は事業
費の1/6。

無 有

財産内訳（千円）
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 270

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 水産振興費農村整備課 水産林務係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

270

7

漁業環境保全事業費

漁業生産等に伴って多量に発生する「漁業用生
産資材廃棄物」の適正処理を推進し、環境保全
を図ると共に、廃棄物のリサイクルによる資源
の有効活用に寄与する。

内容

漁業用生産資材(廃プラスチック・ビニール等)
の収集・廃棄処分費を補助する。対象は種付
け用袋(落下傘・カキ殻付き)、活性処理容器、
冷凍袋とする。

無
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3

19

1

2

3

方向性 策定時 目標値

増加 26件 30件

方向性 策定時 目標値

抑制 28件 25件

基本目標 活気と魅力のある豊かなまち

施策 商工業の振興

施策の
方向性

商工会と連携し、地域商業の活性化を図り、地域と密着した商工業の振興に努めます。
また、消費活動の多様化などの社会情勢の変化に対応できるよう支援策の充実を図るととも
に、新しいことへ挑戦する人や創業者への支援を行います。

主な取組

商工業者の減少数（４年間）【累計】

地域商業の活性化

商工業者への支援

成果指標
進捗

起業・創業者数（４年間）【累計】

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

新しいことへ挑戦する人や創業者への支援

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

113



1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 500 542
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 商工振興費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 19,518
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 商工振興費

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,520
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 商工振興費

商工観光課 商工係

商工観光課 商工係

19,518

商工団体振興事業補助金

商工会の指導・助言・情報提供機能の充実と、商
工会を核とした会員の協同体制による新事業展開
に向け、安定的運営を支援。商工業者の環境整備
を進め、商工業振興を図る。

内容

商工団体振興事業補助金は白石町商工会へ交
付。経営改善普及事業指導事業等(指導職員設
置費含む)は補助率1/2以内、管理事業等は1/4
以内、地域総合振興事業等は3/4以内とする。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

予算額 国庫

1,042

主な取組 地域商業の活性化

1

商工振興費

商工会を中心に町及び関係機関が連携し商工業の
振興を図るとともに、創業者の支援を行うことで
町の商工業の活性化を図る。 内容

商工会と関係機関の連携を強化し、消費者と商
工業者の交流を促進する。併せて地域商業活性
化支援事業補助金により、地域商業の活性化に
向けた取組を支援する。

有 無

財産内訳（千円）

2

商工観光課 商工係

3

中小企業設備資金利子補給金

中小企業者の設備近代化による経営合理化・安定
化を図るため、借入した各種制度資金の償還負担
軽減として、町が利子負担に必要な助成を行い商
工業振興に資する。

内容

国・県・町の制度資金で設備投資した者を対象
に、貸付日から3年以内、年1%の利子補給を実
施。利子補給限度は借入金合計のうち1,000万
円まで(10万円まで)。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

主な取組 商工業者への支援

2,520
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 50,000 2,880
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 商工振興費
 

3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 商工振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 商工振興費

4

中小企業融資保証事業費

町内中小企業者の小口事業資金の需要に対する金
融難を緩和し、経営の合理化を促進することによ
りこれらの企業の維持発展及び振興に資する。 内容

町と金融機関の預託で町独自の制度資金を創設
し、保証協会保証付で融資。金融機関は預託金
の3倍以上を貸付し年度末返還(町内4機関取
扱)。併せて利用者の保証料を補填。

有 無

財産内訳（千円）

5

商工振興費

商工会を中心に町及び関係機関が連携し商工業の
振興を図るとともに、創業者の支援を行うことで
町の商工業の活性化を図る。 内容

商工会と関係機関の連携を強化し、消費者と商
工業者の交流を促進する。併せて地域商業活性
化支援事業補助金により、地域商業の活性化に
向けた取組を支援する。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

52,880

商工観光課 商工係

商工観光課 商工係

予算額 国庫

6

商工団体振興事業補助金

商工会の指導・助言・情報提供機能の充実と、商
工会を核とした会員の協同体制による新事業展開
に向け、安定的運営を支援。商工業者の環境整備
を進め、商工業振興を図る。

内容

商工団体振興事業補助金は白石町商工会へ交
付。経営改善普及事業指導事業等(指導職員設
置費含む)は補助率1/2以内、管理事業等は1/4
以内、地域総合振興事業等は3/4以内とする。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

商工観光課 商工係

主な取組 新しいことに挑戦する人や創業者への支援

再掲：基本目標３ 施策１９

再掲：基本目標３ 施策１９
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3

20

1

方向性 策定時 目標値

増加 2社 2社

基本目標 活気と魅力のある豊かなまち

施策 企業誘致

施策の
方向性

本町に適した企業や商業施設の誘致に取り組み、生活利便性の向上と雇用創出を通じて定住促
進につなげていきます。

主な取組 企業・商業施設の誘致推進

成果指標
進捗

誘致企業数（４年間）【累計】

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 3,000 2,894

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費総合戦略課 重点プロジェクト係

予算額 国庫

5,894

主な取組 企業・商業施設の誘致推進

1

企業誘致対策推進費

総合戦略(基本目標①-1)に基づき企業誘致活動
を実施。企業進出で雇用を確保し、若年層の町
外流出を抑え、地域活性化を図る。 内容

設備投資等の情報収集と企業との関係構築の
ため企業訪問を実施。県企業立地課や立地推
進協議会と連携し、負担金拠出・研修参加、
進出協定企業の事業所開所を支援する。

有 有

財産内訳（千円）
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3

21

1

2

3

方向性 策定時 目標値

増加 908,267人 1,150,000人

方向性 策定時 目標値

増加 1,067,071人 1,360,000人

方向性 策定時 目標値

増加 842,079人 1,070,000人

方向性 策定時 目標値

増加 117.7% 130.0%

基本目標 活気と魅力のある豊かなまち

施策 観光振興

施策の
方向性

自然や有明海などの特性を活かし、文化財などの観光資源を再認識するとともに、交流人口の
拡大を目指します。
また、道の駅しろいしを拠点として人・モノ・情報を積極的に交流させるとともに、しろいし
町観光協会と連携し、町の魅力を効果的に発信していきます。

交流人口から関係人口への展開

体験型観光の推進主な取組

成果指標
進捗

町内周遊の促進と地域資源の活用

観光入込客数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

町内周遊率

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

道の駅来訪者数

白石町内来訪者数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 20,000 8,267
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 
3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 11,848
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

商工観光課 観光係

予算額 国庫

28,267

有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

11,848

主な取組 町内周遊の促進と地域資源の活用

1

観光費

「白石町観光振興基本計画」に沿って、しろい
し町観光協会をはじめ、町内の各種団体とも連
携・協力しながら、観光による地域振興を推進
していく。

内容

会議開催で(仮称)オールしろいし観光戦略会議
を発足。観光協会、しろいしぺったんこ祭、観
光イベント、まちおこし各事業へ補助し、町
PR看板を修繕する。

有 有

財産内訳（千円）

3

歌垣関連施設管理費

本町の観光資源の一つである歌垣公園は、町内
外から多くの来訪者があるため、良好な状態で
の施設維持管理に努める。 内容

公園内の美化（植栽管理、除草作業、清掃作
業）
遊具及び各設備の保守点検

有

主な取組 交流人口から関係人口への展開

商工観光課 観光係

主な取組 体験型観光の推進

2

観光費

「白石町観光振興基本計画」に沿って、しろい
し町観光協会をはじめ、町内の各種団体とも連
携・協力しながら、観光による地域振興を推進
していく。

内容

会議開催で(仮称)オールしろいし観光戦略会議
を発足。観光協会、しろいしぺったんこ祭、観
光イベント、まちおこし各事業へ補助し、町
PR看板を修繕する。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

商工観光課 観光係

再掲：基本目標３ 施策２１
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,910
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 276
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 観光費

4

水堂公園管理費

本町の観光資源の一つである水堂公園は、桜の
咲く時期や出水法要の期間は町内外から多くの
来訪者があるため、良好な状態での施設維持管
理に努める。

内容

公園内の適切な維持管理（業者委託）

有 有

財産内訳（千円）

商工観光課 観光係

予算額 国庫

1,910

276

5

桜の里管理費

本町の観光資源の一つである桜の里は、桜の咲
く時期は町内外から多くの来訪者があるため、
良好な状態での施設維持管理に努める。 内容

公園内トイレ及び周辺の清掃をシルバー人材セ
ンターへ委託し、年62日実施。3-4月の花見
シーズンは週2回、その他の時期は週1回行う。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

商工観光課 観光係
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3

22

1

2

3

方向性 策定時 目標値

増加 27.3% 50.0%

方向性 策定時 目標値

増加 47.3% 60.0%

方向性 策定時 目標値

増加 11億1,829万円 15億円

基本目標 活気と魅力のある豊かなまち

施策 まちの魅力発信【重点施策】

施策の
方向性

広報戦略に基づく広報活動を展開し、白石町の全国的な認知度及びブランド価値を向上させま
す。
また、町民に白石町の取組を理解していただき、魅力などを再認識していただくことで、白石
町に住むことや関わりを持つことに対するシビックプライドを醸成します。

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

主な取組

広報戦略に基づくシティプロモーションの展開

広報戦略に基づく一貫性のある広報活動

白石町のブランディングの強化

成果指標
進捗

白石町の認知度

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

白石町に誇りを感じるか

ふるさと納税寄附額

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,248
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 広報広聴費

 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 600 15,371
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 広報広聴費
 

3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,002,493 87,296
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

主な取組 広報戦略に基づく一貫性のある広報活動

主な取組 白石町のブランディングの強化

総務課 広報情報係

2

広報費

広報紙、ケーブルテレビ、HP、SNS等で町政情
報を提供し、町⺠と⾏政の円滑なコミュニケー
ションを図る。併せて町の魅力を発信する。 内容

広報紙「広報白石」を月1回、平均28頁・7,800
部印刷し全世帯配布。CATV「白石町役場だよ
り」を毎日2時間放送し、週1回更新の15分番
組制作を委託。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

総務課

予算額 国庫

1,248

主な取組 広報戦略に基づくシティプロモーションの展開

1

広報戦略推進事業

白石町広報戦略に基づき、本町のブランドメッ
セージである「しろめし町 しろいし町」を活
用し町の魅力を発信することで、町のブラン
ディング、町に関わる人のシビックプライドの
醸成を図る。

内容

各種メディア広告、宣材制作等

有 無

財産内訳（千円）

広報情報係

15,971

3

ふるさと応援事業費

ふるさと納税の広報を強化し、白石町の継続的
な応援者を獲得する。寄附者へ特産品・6次産品
を贈呈しPRを促進。寄附金は基金に積み立て、
翌年度以降の事業費に充当する。

内容

ふるさと納税業務と謝礼品配送を委託し、寄附
金元金を基金に積み立てる。特産品PR事業と
連携して全国へ白石町を発信し、寄附金で重要
施策の財源を確保する。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,089,789

商工観光課 商工係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 8,047 1,553
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 商工振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 29,098 4,285
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

4

有

商工観光課 商工係

予算額 国庫

9,600

しろいしブランド確立対策事業

特産品PRで「しろいしブランド」を発信し、有
利販売と販路拡大を推進する。特に首都圏で玉
葱・蓮根の宣伝を強化し、併せてふるさと納税
もPRして寄附額増を図る。

内容

特産品PRで「しろいしブランド」を発信し、
有利販売と販路拡大を推進する。特に首都圏で
玉葱・蓮根の宣伝を強化し、併せてふるさと納
税もPRして寄附額増を図る。

無

財産内訳（千円）

33,383

5

道の駅しろいし推進事業費

道の駅しろいしの運営を指定管理者に委託し、
施設の適正な維持管理を⾏う。全線開通を見据
え、道の駅連絡会の総会等で情報収集・発信
し、運営助言により利用者増を図る。

内容

委託料は道の駅しろいし指定管理委託、旅費は
全国・九州沖縄「道の駅」連絡会総会参加、会
費は両連絡会加入分。工事は道の駅しろいし
バックヤード下屋工事。

有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

商工観光課 観光係

有
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4

23

1

2

3

方向性 策定時 目標値

向上

小６　79.4
（全国80.3）
中３　81.9

（全国77.7）
※全てR7

令和11年度
の全国平均

以上

方向性 策定時 目標値

向上

小６　国語65
（全国66.8）
小６　算数59
（全国58.0）
中３　国語52
（全国54.3）
中３　数学47
（全国48.3）

※全てR7

令和11年度
の全国平均

以上

方向性 策定時 目標値

向上
23.0（R6）

（全国52.4）

令和11年度
の全国平均

以上

基本目標 個性豊かな人と文化を育むまち

施策 学校教育の充実【重点施策】

施策の
方向性

子どもたちが夢や目標を持ち、心豊かに成長できるよう、「主体的・対話的で深い学び」の実
現による資質・能力向上と健やかな心身の育成を図ります。
また、学校再編により変化する教育環境に対応しながら、教育ＤＸの実現や探究的な学びの充
実など、地域と連携した特色ある学校教育を推進していきます。

主な取組

資質・能力の向上

学校再編への対応

豊かな心と健やかな体を育む教育の推進

成果指標
進捗

全国学力・学習状況調査質問調査の肯定的な回答割合 （主体性に関わる項目）

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

令和11年度

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

※１…ＣＥＦＲ（セファール）：ヨーロッパ言語共通参照枠（Common European Framework of Reference for languages）の略。
   語学の習熟度を国際的に評価するためのガイドライン。
   習熟度をＡ１〜Ｃ２までの６段階に分けており、成果指標のＡ１は基礎段階（英検３級程度）にあたる。

全国学力・学習状況調査教科に関する調査の平均正答率（国語・算数／数学）

英語教育状況実施調査における中学３年生のＣＥＦＲ※１の習熟度Ａ１相当以上の英語力を持つ
生徒の割合

令和８年度 令和９年度 令和10年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 52,910 86,000 50,000 64,935
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 12,800
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,000 960
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費

学校教育課 学校教育係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

2,960

学校教育課 学校教育係

3

白石町教育育成事業費

中体連等出場生徒の費用負担を軽減し格差を是
正。九州・全国大会出場費も支援し、教職員の資
質向上と学校教育振興を図る。町内3中の部活動
を支援し健康増進と資質向上を図る。

予算額 国庫

253,845

主な取組 資質・能力の向上

1

学校ＩＣＴ教育推進費

GIGAスクール構想により、児童一人一人に最適
化された教育ICT環境を整備し資質・能力の育成
を図る。併せて情報活力の充実、授業改善と校務
効率化を進め、働き方改革を推進する。

内容

GIGA端末のICT活用を委託で支援し、学習用端
末は県主導の共同調達で更新。併せて校務用
PCと電⼦⿊板も更新し、⾼セキュリティで端
末に適合した学習環境を整備。

無 無

財産内訳（千円）

内容

地区・県中体連出場生徒に参加負担金(500円・
1,000円)を補助。九州・全国大会出場は旅費相
当を補助し、町教育研究会にも補助金を交付。
部活動運営は生徒1人1,500円を助成。

無

12,800

2

ＡＩの活用による英語教育強化事業

端末・クラウド・生成AI活用で「個別最適で協働
的な学び」と英語力向上を推進。「話す・書く」
を強化し、AI英語教育強化事業で実証研究を行
う。

内容

英語力向上へAIアプリを導入し、会話量増、家
庭学習連携、個別最適教材、不登校等支援、国
際交流を推進。併せて先進地視察や有識者講義
で教職員をリーダー育成。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

学校教育課 学校教育係

125



 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,310 3,942
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,425 427 100,279
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 学校管理費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 941 253 23,610
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 学校管理費
 

事業名

4

校内教育支援センター学校生活支援事業

小中学校における不登校生徒の増加に伴い、学校
に別室を設置し、そこに学校生活支援員（各１
名）を常駐配置することで、不登校児童生徒の社
会的自立や学校復帰を目指す。

内容

不登校生徒の社会的自立と学校復帰を目的に、
有明小・白石中に別室を設置。各別室へ学校生
活支援員1名を配置し、補助としてSA(兼務・本
事業外)も配置。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

104,131

無 無

学校教育課 学校教育係

予算額 国庫

6,252

5

学校教育課費小学校管理費

町内小学校児童の学力向上と健康管理及び施設の
環境保全と安全を図る。

内容

町内小学校の施設設備の保守・管理及び児童・
教職員の健康診断などの実施。

財産内訳（千円）

24,804

無無

学校教育課 学校教育係

学校教育課 学校教育係

学校基本調査費

6

学校教育課費中学校管理費

町内中学校生徒の学力向上と健康管理及び施設の
環境保全と安全を図る。

内容

町内中学校の施設設備の保守・管理及び生徒・
教職員の健康診断などの実施。

財産内訳（千円）

予算額 国庫
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目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 5 1
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 基幹統計費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,112
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育委員会費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,099
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 事務局費

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

6

7

学校基本調査は、文部科学省が行う統計調査で、
学校に関する内容を調査対象としている。統計法
に基づく指定統計第１３号に指定されている。 内容

５⽉１⽇時点の学校数、学級数、在籍者数、⻑
期欠席者数、教職員数、卒業生の進路状況など
が調査対象であり、電⼦調査票の提出により県
経由で文部科学省に提出される。

無

予算額 国庫

1,112

学校教育課 教育総務係

8

教育委員会費

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第2条
に規定する教育委員会の運営経費を計上する。

内容

教育委員への報酬及び旅費等、教育委員会定例
会及び臨時会の開催、教育委員会連合会負担金
等

無 無

財産内訳（千円）

1,099

9

事務局費

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第18条
に規定する教育委員会事務局（学校教育課）を運
営するための一般行政事務経費を計上する。 内容

教育委員会事務局（学校教育課）が行う通学審
議会及び育英資金等の関係経費、部県費や負担
金等の事務局経費

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

学校教育課 教育総務係

学校教育課 教育総務係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 240 19,214
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,425 89,132
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 941 19,288
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 学校管理費

10

外国⻘年語学指導助⼿設置費

中学校を中心に町内の小学校、保育園、幼稚園
で、英会話を広める活動を行い、⼦どもに英語を
身近に親しむ環境を提供する。 内容

中学校の外国語授業補助等に参加し町内6小学
校へ派遣、保育園・幼稚園も訪問し交流。町内
イベントにも参加し英会話を広める。

無

学校教育課 教育総務係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

19,454

学校教育課 教育総務係

予算額 国庫

92,557

11

学校教育課小学校管理費（会計年度任用職員）

学校施設の営繕、環境整備、図書室の管理運営、
児童への授業支援等を行えるよう用務員及び図書
司書並びに学校教育支援員、常勤講師を配置す
る。

内容

用務員・図書司書・学校教育支援員を配置し営
繕や図書室運営、授業支援を実施。複式学級は
2学年を1教員が担当する状況解消へ常勤講師を
配置。

無 無

財産内訳（千円）

20,229

12

学校教育課中学校管理費（会計年度任用職員）

学校施設の営繕、環境整備、図書室の管理運営、
生徒への授業支援等を行えるよう用務員及び図書
司書並びに学校教育支援員を配置する。 内容

用務員・図書司書・学校教育支援員を配置し、
学校施設の営繕や環境整備、図書室運営、生徒
の授業支援を実施。各校に用務員・司書各1
名、支援員は必要数(時間上限有)。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

学校教育課 教育総務係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 384
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 157 477
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 4,366 61,785
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 学校管理費

無

13

予算額 国庫

634

学校教育課 教育総務係

財産内訳（千円）

予算額 国庫

384

学校教育課中学校振興費

校⻑会、学校保健会など県内小中学校の各種教育
研究会において、市町間の連絡調整や教職員の資
質向上、社会的地位の向上につとめ、学校教育の
振興を図る。

内容

中学校で開催する講演会の講師謝金、教職員の
各種機関団体等との連絡調整、及び中学校の各
種教育研究会への負担金を支出する。

無

14

放課後等補充学習支援事業

町内中学校で学習定着が不十分な生徒に、退職教
職員等の地域人材や保護者、教員志望の大学生を
活用し、放課後や⻑期休業中に補充学習を実施。
基礎学力定着と学習意欲・習慣の確立を図る。

内容

学習定着が不十分な中学生に、地域人材等を活
用して放課後・⻑期休業中に補充学習を行い、
基礎学力と学習習慣の定着を図る。

無 無

財産内訳（千円）

学校教育課 教育総務係

66,151

15

学校教育支援員（ｽｸｰﾙｱｼｽﾀﾝﾄ）配置事業

特別支援や不登校対応、補充学習など支援需要増
に対し教職員が不足。免許保有者等を配置し、児
童生徒の健全育成と円滑な学校運営を図る。 内容

特別支援学級や別室登校/不登校等の児童生徒
(152人、不登校32人)に個別支援。授業補助、
補充学習、行事・事務補助も実施。事故は非常
勤公務災害対応。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

学校教育課 教育総務係
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2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 9,000
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 中学校施設整備費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 5,281
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 事務局費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 55,000 26,632
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費

主な取組 学校再編への対応

9,000

16

中学校体育館空調整備費

令和９年度に中学校体育館に空調を設置すること
を目標に、調査・設計を行う。

内容

他市町の状況等の調査を行い、最も効率的、か
つコストパフォーマンスの優れた工法を選定、
その設計内容を確立する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

学校教育課 学校教育係

18

遠距離通学者支援事業費

遠距離通学となる生徒、児童の安全確保と負担軽
減を目的に、スクールバス運行による通学支援を
行う。 内容

スクールバスは外部委託で運行。白石中は通学
距離6.5km以上を対象に6台(マイクロ)で支援。
有明小は2.5km以上を対象に6台(マイクロ3、
14人乗り3)で通学支援。

有 有

財産内訳（千円）

17

新しい学校づくり事業

少⼦化で小規模化が進む中、よりよい教育環境整
備のため白石町立小学校再編計画に基づき小学校
を再編する。令和12年度の白石地域新設小学校の
開校に向け、協議と準備を進める。

内容

令和9年度の白石地域新設小学校に向け、学校
づくり準備委員会設置を協議し課題整理。併せ
て再編計画の学校像実現へ、町内小学校の共通
理解を図り調整。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

5,281

新しい学校づくり課 推進係

予算額 国庫

81,632

新しい学校づくり課 推進係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,530,000 100 18,741
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 学校統合再編施
設整備費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 46,900 554
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 学校統合再編施
設整備費

 
3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 21,100 500 177,806
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 運営管理費

主な取組 豊かな心と健やかな体を育む教育の推進

1,548,841

財産内訳（千円）

予算額 国庫

56,500 9,046

19

白石地域新設小学校施設整備費

少⼦化で児童数が減り町立小の小規模化が進み、
教育活動の格差が懸念される。よりよい教育環境
整備のため、再編計画に基づき白石・六角・須
古・北明の4小を1校に再編する。

内容

造成に係る実施設計に基づき、小学校建設用地
の地盤改良工事や盛土工事を行う。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

新しい学校づくり課 施設係

20

福富小学校施設整備費

白石町立小学校再編計画に基づき、福富小学校の
校舎等を改修し、施設の⻑寿命化と教育環境の充
実を図る。 内容

令和7年度に引き続き、老朽化による危険箇所
や早急に更新が必要な箇所について大規模改修
を行う。

有

新しい学校づくり課 推進係

21

センター給食運営費

給食を提供するために、必要安心安全な食材を計
画的に調達し、児童・生徒の健康を支える基盤と
する。 内容

町内７校（小学校６校、中学校１校）へ安心安
全な給食を安定的に児童・生徒及び教職員等へ
の給食を提供するため、市場の動向を見極めつ
つ計画的に食材を購入する。

学校教育課 学校給食係

有

有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

200,873 1,467

有
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 53,368 28,471 626
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 運営管理費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 482
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 事務局費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 88
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費

学校教育課 学校給食係

予算額 国庫

108,150 25,685

22

センター給食材料費

児童生徒に安全・安心で栄養バランスのとれた給
食を提供するため、効率的かつ安全に給食セン
ターを運営し、円滑な業務を遂行する。 内容

安全衛生に配慮し、地産地消や旬の食材で安定
調達し栄養バランスのよい給食を提供。国の負
担軽減に加え、町独自に小中給食費を完全無償
化し保護者負担を軽減。

有 有

財産内訳（千円）

有

24

482

23

就学等事務費

児童生徒の障害の状態や特性等の客観的な情報に
基づき地域・社会の実情に応じて適正な就学が図
られるよう指導・支援を行う。 内容

適正就学に向け、学識経験者・医師・教育関係
者等で教育支援委員会を設置。委員会(6⽉・11
⽉)、園スクリーニング(5⽉)、就学相談(8⽉)、
就学時健診(10⽉)を実施。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

学校教育課 学校教育係

小中学校芸術体験事業費

町内の小中学生を対象に、音楽・演劇・伝統芸能
などの生の芸術を鑑賞することで、芸術文化への
理解と参加の機運を⾼め、豊かな情操の教育と健
全な人格の形成を図る。

学校教育課 学校教育係

財産内訳（千円）

予算額 国庫

88

内容

小中学校で文化庁巡回公演事業に応募し、当選
時の必要経費のみ計上。規模等を踏まえ在学中
に全員が鑑賞できるよう3年に1度対象校とし、
会場借上料等の開催地負担分を予算化。

無
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,146 2,292
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 724
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 30
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費

国庫

3,438

25

スクールカウンセラー配置事業費

小学校の不登校増加を踏まえ、教育相談の充実が
必要。臨床心理に⾼度な専門性を持つカウンセ
ラーを配置し、小学校のカウンセリング機能を強
化する。

内容

県委嘱のSC3名(公認心理師等)が児童を支援。
教職員・保護者へ助言、研修実施。いじめ・不
登校等の情報収集・提供も行い、講話や保護者
面談、学校だより等の原稿執筆にも対応。

無 無

財産内訳（千円）

学校教育課 学校教育係

予算額

724

26

スクールソーシャルワーカー活用事業費

問題行動等が個別相談だけでは解決しにくいた
め、教育・福祉に専門性を持つスクールソーシャ
ルワーカーを配置し、生徒指導上の課題に関係機
関と連携して効果的に対応する。

内容

SSWを委嘱し、学校依頼で不登校等に家庭訪問
で対応。関係機関につなぎ、環境調整や保護
者・教職員支援、連携調整を行う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

学校教育課 学校教育係

27

教育振興基金管理費

令和７年度・令和６年度にご寄附があった白石町
教育振興基金の利⼦積立を行う。

内容

白石町教育振興基金の元金・利⼦積立金。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

30

学校教育課 学校教育係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 840
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,427
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 7,109
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 小学校施設整備費

28

学校教育課 学校教育係

予算額 国庫

1,260 420

医療的ケア看護職員配置事業

町立学校の要介助児童に、町内医療機関の有資格
者へ介助を委託し実施。中学卒業または介助不要
となるまで、国補助を活用して継続する。 内容

支援が必要な児童へ、事業所委託で医療的ケア
看護職員を配置。年間210⽇×1⽇1回×6,000円
/回で経費を算出する。

無 無

財産内訳（千円）

3,427

29

国際教育交流事業

令和7年度、韓国・和順郡教育委員会と教育交流
を推進。現地視察と協議を行いMOUを締結し、
将来の児童生徒交流へつなげる。 内容

事前訪問で意見交換・教育事情を視察しMOU
草案と交流方法を調整、2回目でMOUを正式締
結し次年度計画と交流⽇程を確定する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

学校教育課 学校教育係

30

小学校施設整備費

小学校施設の適切な維持管理のための改修工事を
実施することで、児童の安全を確保するととも
に、施設環境の充実に努める。 内容

前年度に判明した緊急性の⾼い設備不具合(電
気・消防等)を修繕し、閉校校の設備を移設し
て有効活用(有明3小のエアコン移設)するとと
もに、施設維持に必要な修繕を行う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

7,109

学校教育課 学校教育係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,619
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 中学校施設整備費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 9,000
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 中学校施設整備費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 19,523
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 閉校施設管理費

31

中学校施設整備費

中学校施設の適切な維持管理のための改修工事を
実施することで、生徒の安全を確保するととも
に、施設環境の充実に努める。 内容

学校施設の維持管理に必要な修繕を実施する。

無 無

財産内訳（千円）

9,000

学校教育課 学校教育係

予算額 国庫

1,619

32

中学校体育館空調整備費

令和９年度に中学校体育館に空調を設置すること
を目標に、調査・設計を行う。

内容

他市町の状況等の調査を行い、最も効率的、か
つコストパフォーマンスの優れた工法を選定、
その設計内容を確立する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

学校教育課 学校教育係

33

閉校施設管理費

閉校する学校施設の適切な管理を行い、地域の安
全と資産の適切な保全を図る。

内容

閉校施設の維持管理に必要な光熱水費・保全委
託料を計上し、整理・処分・管理を実施。電気
契約の⾼圧から低圧への切替に伴う九州電力負
担金と必要工事を行う。

無

学校教育課 学校教育係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

19,523
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 860
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 477
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費

無 無

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

477

学校教育課 学校教育係

860

34

フリースクール就学支援事業

心理的・情緒的理由で登校困難な町内の義務教育
段階の児童生徒が⺠間フリースクール等へ通う経
費を支援し、学校復帰・社会性育成と保護者負担
軽減を図る。

内容

町内の義務教育段階の児童生徒がフリースクー
ル等に通う経費に、入学金1万円、通所(通信)
費は⽉額3万2千円上限で交付し、保護者負担を
軽減する。

財産内訳（千円）

予算額 国庫

学校教育課 学校教育係

35

学校教育課小学校振興費

校⻑会、学校保健会など県内小中学校の各種教育
研究会において、市町間の連絡調整や教職員の資
質向上、社会的地位の向上につとめ、学校教育の
振興を図る。

内容

小学校における各種教育研究会に対する負担金
の支出

無
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4

24

1

2

3

方向性 策定時 目標値

拡充
全ての学校

で導入

学校再編後
全ての学校

で導入

方向性 策定時 目標値

増加 56人 100人

方向性 策定時 目標値

増加 14回 20回

基本目標 個性豊かな人と文化を育むまち

施策 地域全体での子どもの育成

施策の
方向性

地域・家庭・学校などが連携し、自信と勇気にあふれる子どもたちの育成を目指します。

主な取組

コミュニティ・スクールの推進

青少年の健全育成

ふるさとで活躍する人材の育成

成果指標
進捗

コミュニティ・スクールの導入・継続　町内全小中学校

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

令和11年度

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

※１…ＣＳＯ：（Civil Society Organization）市⺠社会組織の略。ＮＰＯ法⼈、市⺠活動団体、婦⼈会など

自然体験・集団生活活動への参加数

企業・ＣＳＯ※１・町など学校が連携する取組数（４年間）【累計】

令和８年度 令和９年度 令和10年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 学校管理費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 学校管理費
 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,070 1,453
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 ⻘少年育成費

主な取組 ⻘少年の健全育成

学校教育課 学校教育係

2

⻘少年育成費

漁村⺠泊などの体験活動で⾃然体験を促し、資
質や社会性、共に⽣きる⼒を育む。⻘少年育成
町⺠会議で学校・地域と連携し家庭教育を推
進。二十歳のつどいを開催する。

内容

⼩4〜6年希望者に平⼾市的⼭⼤島で漁村⺠泊体
験を⾏い交流を促進。⻘少年育成町⺠会議で総
会・研修を実施し、非⾏防止や家庭教育普及、
団体助成を⾏う。

財産内訳（千円）

予算額 国庫

⽣涯学習課

予算額 国庫

主な取組 コミュニティ・スクールの推進

1

学校教育課費⼩学校管理費

町内⼩学校児童の学⼒向上と健康管理及び施設
の環境保全と安全を図る。

内容

町内⼩学校の施設設備の保守・管理及び児童・
教職員の健康診断などの実施。

無 無

財産内訳（千円）

⽣涯学習係

2,523

2

学校教育課費中学校管理費

町内中学校⽣徒の学⼒向上と健康管理及び施設
の環境保全と安全を図る。

内容

町内中学校の施設設備の保守・管理及び⽣徒・
教職員の健康診断などの実施。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

学校教育課 学校教育係

再掲：基本目標４ 施策２３

再掲：基本目標４ 施策２３
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3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 500 100
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

主な取組 ふるさとで活躍する人材の育成

3

若年者地元定着促進事業

総合戦略(基本目標①-4)に基づき、若年者の地元
定着と郷土愛・起業意欲の醸成を図る。地域の
魅⼒発見・向上や課題解決の取組を支援し、若
年者の人材育成を推進する。

内容

地域の魅⼒発見・向上や課題解決、人材育成
(起業マインド醸成)を推進。若年者起業家育成
プロジェクト補助金で「放課後起業クラブ」を
支援し、がんばる高校⽣交付金で2校に各10万
円交付。

財産内訳（千円）

予算額 国庫

600

総合戦略課 白石創⽣推進係
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4

25

1

2

方向性 策定時 目標値

増加 228人/年 300人/年

方向性 策定時 目標値

増加 2.51冊/人 2.60冊/人

基本目標 個性豊かな人と文化を育むまち

施策 生涯学習の推進

施策の
方向性

「いつでも、どこでも、だれでも」学ぶことのできる幅広い学習機会を提供して、町民が主体
的に活動できるよう環境を整えます。

主な取組
生涯学習の推進

図書館事業の推進

成果指標
進捗

生涯学習講座参加者数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

１人当たりの図書貸出冊数（ゆうあい図書館）

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 5,900

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1 245

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 公⺠館費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 23 1,101

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会教育施設費

総合戦略課 白石創生推進係

予算額 国庫

5,900

主な取組 生涯学習の推進

1

コミュニティ助成事業

宝くじの社会貢献事業として、コミュニティ活
動に必要な備品や集会施設の整備、安全な地域
づくりと共生のまちづくり、地域文化への支援
や活力ある地域づくり等に対して助成を行う。

内容

一般コミュニティ助成(100万-250万円)で活動
備品等を支援し、コミュニティセンター助成
(3/5以内、上限2,000万円)で集会施設の建設・
大規模修繕を助成。

無 無

財産内訳（千円）

有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,124

生涯学習課 白石公⺠館係

3

三近堂コミュニティセンター管理費

三近堂コミュニティセンターの運営のための経
費。町⺠の生涯学習活動の振興に資するため、
当該施設の適正な維持管理に努める。 内容

三近堂コミュニティセンターの施設の管理運
営

有

246

2

白石公⺠館費

白石公⺠館の運営活動のための経費。町⺠の生
涯学習活動の振興に資するため。

内容

白石公⺠館活動の運営

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生涯学習課 白石公⺠館係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 87 1,017

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会教育施設費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,121 35,589

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会教育施設費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,610

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健体育総務費

予算額 国庫

1,104

4

白石町楽習館管理費

白石町楽習館の運営のための経費。町⺠の教養
の向上、文化の振興等に資するため、施設の適
正な維持管理に努める。 内容

白石町楽習館の施設の管理運営

有 有

財産内訳（千円）

36,710

5

白石町総合センター管理費

白石町総合センター運営のための経費。町⺠の
教養の向上、文化の振興等に資するため施設の
適正な維持管理に努める。 内容

白石町総合センターの管理運営

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生涯学習課 白石公⺠館係

有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,610

生涯学習課 白石公⺠館係

6

白石地域スポーツ大会費

各種スポーツ教室・大会を開催し、町⺠スポー
ツの振興と町⺠相互の親睦と融和を図る。

内容

白石地域でのグラウンド・ゴルフ大会、ボッ
チャ大会及び町⺠スポーツ大会の開催

無

生涯学習課 白石公⺠館係

142



 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 738 2,377

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 体育施設費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 68 7,433

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会教育総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 15,017

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 公⺠館費

 

生涯学習課 白石公⺠館係

予算額 国庫

3,115

7

白石体育施設管理費

町⺠のスポーツ振興に資するため、白石地域内
体育施設の適正な維持管理に努める。

内容

白石地域の体育施設の管理運営

無 有

財産内訳（千円）

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

15,017

生涯学習課 生涯学習係

9

中央公⺠館費

県・郡公⺠館連合会の活動で連絡を密にし、運
営の調査研究と連携により公⺠館活動を充実。
⾃治公⺠館活動を強化し、⾃治公⺠館⻑を委嘱
して事業推進と活動支援を行う。

内容

公⺠館運営審議会委員を委嘱し、⾃治公⺠館
⻑を委嘱する。あわせて⾃治公⺠館⻑会の全
体会を開催し、情報共有と事業推進を図る。

有

7,501

8

社会教育総務費

社会教育委員を委嘱し教育委員会へ意見を述
べ、研修・協議で社会教育の認識を深める。社
会教育指導員が講座等で生涯学習を提供し、学
習環境を整備する。

内容

社会教育委員を委嘱し委員会(公⺠館運営審議
会兼)を開催。婦⼈会・文化団体・PTA・⻘年
団体等を支援し、季節講座や陶芸教室、出前
講座を実施する。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生涯学習課 生涯学習係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,077 29,460

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会教育施設費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1 821

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 公⺠館費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 31 3,474

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 公⺠館費

予算額 国庫

30,537

10

福富ゆうあい館管理費

住⺠の生涯学習の推進を図り、地域に親しまれ
る施設として定着させるための維持管理を図る

内容

施設の維持管理

有 無

財産内訳（千円）

生涯学習課 福富ゆうあい館係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

822

11

福富公⺠館費

福富公⺠館の運営活動のための経費。町⺠の生
涯学習活動の振興に資するため。

内容

福富公⺠館の活動運営

有

生涯学習課 有明公⺠館係

予算額 国庫

3,505

生涯学習課 福富公⺠館係

12

有明公⺠館費

住⺠の教養の向上、健康の増進を図り、生活文
化の振興、社会福祉の増進に寄与するととも
に、各地域の⾃治公⺠館活動を支援する。 内容

利用者要望を踏まえ備品等を充実し、施設貸
出・使用料徴収を適正に行う。有明地域⾃治
公⺠館⻑会と連絡調整し町事業を円滑化。旧
有明公⺠館は解体まで適切に維持管理する。

有 無

財産内訳（千円）
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2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 865 18,669

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会教育施設費

19,534

13

ゆうあい図書館運営費

町⺠の憩いの場及び学習の場として、地域に親
しまれる図書館を目指し、町⺠の要望にこたえ
られるような図書館づくりを図る。 内容

図書館を運営し学校と連携する。町内読書会
の育成補助やおはなし会、としょかんまつ
り、ゆうあい教室を開催し、読書活動と学習
機会の充実を図る。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

主な取組 図書館事業の推進

生涯学習課 福富ゆうあい館係
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4

26

1

2

方向性 策定時 目標値

増加 2,488人 2,800人

方向性 策定時 目標値

増加 17人 30人

基本目標 個性豊かな人と文化を育むまち

施策 スポーツ・レクリエーションの振興

施策の
方向性

「スポーツ・健康増進のまち宣言」に基づき、町民が心身ともに健やかに暮らせるまちづくり
を進めます。

主な取組
スポーツ・健康増進のまちづくりの推進

部活動の地域展開の推進

成果指標
進捗

町主催スポーツ大会参加者数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

公認スポーツ指導者資格の取得者数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 55,000
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,000 2,386
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健体育総務費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,000 15,160
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費

主な取組 スポーツ・健康増進のまちづくりの推進

1

地域創造型アスリート支援プロジェクト

R7年度運用の「ジムナスティクスホール白石」
を核に、全国合宿者を受け入れる合宿施設を整
備。スポーツ振興で経済活性化、交流促進、認知
度向上、文化育成を図る。

内容

 合宿所の整備
 ・場所:ジムナスティクスホール白石横旧部室
 ・事業内容:実施設計（建築確認申請含）
     工事監理業務委託等、改修工事

有 有

財産内訳（千円）

総合戦略課 重点プロジェクト係

予算額 国庫

55,000

3,386

2

スポーツ人材育成補助事業費

①大会出場者へ激励費交付。②町内高校部活動を
支援しスポーツ振興と町PR。③白石高・佐賀農
高下宿生の負担軽減。④障がい者スポーツ指導者
を育成し振興。

内容

九州-世界規模大会出場者へ激励費を交付。町
内高校部活支援でスポーツ振興と町PR。白石
高・佐賀農高下宿生の負担軽減、障がい者指導
者を育成。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生涯学習課 生涯スポーツ係

3

部活動新たな環境づくり事業

生徒達のよりよいスポーツや文化活動の環境づく
りを推進し、子どもたちのスポーツや文化活動の
充実を図る。 内容

学校・地域の実情に応じ部活動の地域展開を推
進。地域クラブと統括組織(JYACS)運営を検討
し、地域人材指導者や地域おこし協力隊を活用
して指導体制と環境を整える

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

18,160

新しい学校づくり課 推進係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 702 2,673
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健体育総務費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 6,000
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健体育総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,026 190
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健体育総務費

4

保健体育振興費

スポーツを通した健康づくり・体力づくりを積極
的に進める環境に取組み、その実践的な活動を進
めるスポーツ推進委員の資質の向上を図る。 内容

スポーツ・健康増進のまち宣言の普及、スポー
ツ推進委員活動、スポーツアドバイザー配置に
要する経費及び各種負担金を支出する。

無 有

財産内訳（千円）

生涯学習課 生涯スポーツ係

予算額 国庫

3,375

6,000

5

スポーツ協会運営費

白石町スポーツ協会は生涯スポーツ推進と競技力
向上の中核組織。組織強化により町⺠のスポーツ
参加を促し、健康づくりと親睦融和を図る。 内容

町内スポーツ振興と技術向上、10⽉の県⺠ス
ポーツ大会への選手派遣・強化、22種目協会と
24ジュニアクラブの充実、功労者表彰、杵島郡
3町交流大会の開催支援を行う。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生涯学習課 生涯スポーツ係

6

スポーツ事業費

スポーツ大会を通じて、健康づくり・体力向上
と、町⺠の親睦融和を図る。また、各種スポーツ
教室を実施することにより、町⺠の健康や親子の
ふれあい等の推進を図る。

内容

ソフトバレー、ワンバウンドふらばーる、パー
クゴルフ大会を開催し、ニュースポーツ体験
会・フェスティバル、体験教室や講座(出前講
座含む)を実施する。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,216

生涯学習課 生涯スポーツ係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,000 2,386
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健体育総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,367 2,633
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健体育総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,253
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 体育施設費

7

スポーツ人材育成補助事業費

全国・世界等の大会出場者へ激励費を交付。町内
高校部活動の振興と町PR、町内下宿生の保護者
負担軽減、障がい者スポーツ指導者育成で振興を
図る。

内容

全国・世界等の大会出場者へ激励費を交付。町
内高校部活動の振興と町PR、町内下宿生の保
護者負担軽減、障がい者スポーツ指導者育成で
振興を図る。

無 有

財産内訳（千円）

生涯学習課 生涯スポーツ係

予算額 国庫

3,386

6,000

8

ロードレース大会費

歌垣の郷ロードレース大会を開催し、「白石町ス
ポーツ・健康増進のまち」を全国的にアピールす
ると共に、町⺠の健康増進と町の活性化を図る。 内容

第30回(記念)歌垣の郷ロードレースを実行委員
会で企画運営し、6-3⽉に6回開催。種目は
10km-ファミリー計5種目、参加料は500-2,500
円で設定。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生涯学習課 生涯スポーツ係

9

多目的広場費

町⺠のスポーツ振興に資するため、中央公園多目
的運動広場（総合運動場）の適正な維持管理に努
める。 内容

安心・安全に利用できるグラウンドの適正維持
管理（面慣らし、砂入れ、除草、側溝清掃等）

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

3,253

生涯学習課 生涯スポーツ係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 840 2,971
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 体育施設費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 816
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健体育総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 364 5,685
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 体育施設費

10

パークゴルフ場費

パークゴルフは子どもから高齢者まで楽しめるた
め、町⺠の健康促進と利用者の親睦融和を図る。
県内外からの集客で地域活性化にもつなげる。 内容

安心・安全に利用できるパークゴルフ場を維持
管理する。利用者の利便性向上のため、使用受
付や用具貸出等の施設管理は⺠間へ委託する。

無 有

財産内訳（千円）

生涯学習課 生涯スポーツ係

予算額 国庫

3,811

816

11

福富地域スポーツ大会費

各種のスポーツ大会を開催し、町⺠スポーツの振
興と、町⺠相互の親睦と融和を図る。

内容

⾃治公⺠館対抗スポーツ大会（年間３種目 グ
ラウンドゴルフ・ゲートボール・ボッチャ）の
開催

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生涯学習課 福富公⺠館係

12

福富体育施設管理費

町⺠のスポーツ振興に資するため、福富地域内体
育施設の適正な維持管理に務める。

内容

福富地域体育施設（福富社会体育館・ジムナス
ティクスホール白石、河口堰運動広場）の管理
運営

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

6,049

生涯学習課 福富公⺠館係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,008
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 保健体育総務費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 772 21,991
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 体育施設費
 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 3,000 10,000 5,160
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費

13

有明地域スポーツ大会費

町⺠スポーツ大会(有明地域)など各種大会を開催
し、⾃治公⺠館と連携して住⺠ニーズを反映。誰
もが楽しめる場をつくり、健康増進と親睦融和に
つながる町づくりを目指す。

内容

有明地域⾃治公⺠館交流ボッチャ大会・交流グ
ラウンドゴルフ大会、町⺠スポーツ大会(有明
地域)を実施し、住⺠交流と健康増進、親睦融
和を図る。

有 無

財産内訳（千円）

生涯学習課 有明公⺠館係

予算額 国庫

1,008

14

有明体育施設管理費

地域住⺠の健康増進とスポーツ振興が安心安全に
行われるように、社会教育施設、社会体育施設の
適正な維持管理・運営を行う。 内容

有明地域の他、白石地域及び福富地域の施設の
維持管理・運営及び施設の計画的な維持補修工
事の実施

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生涯学習課 有明公⺠館係

22,763

18,160

15

部活動新たな環境づくり事業

生徒達のよりよいスポーツや文化活動の環境づく
りを推進し、子どもたちのスポーツや文化活動の
充実を図る。 内容

学校・地域の実情を踏まえ部活動の地域展開を
推進。地域クラブと統括組織(JYACS)の運営方
針を検討し、人材を指導者に活用。協力隊任用
で関係者連携し環境整備。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

新しい学校づくり課 推進係

主な取組 部活動の地域展開の推進
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 996 1,406
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 教育振興費

16

部活動指導員活用事業費

中学校部活動の顧問負担を軽減し、生徒の多様な
ニーズに対応して指導体制を充実。地域指導者と
の兼務や移行等、地域展開につながる体制づくり
を検討する。

内容

部活動指導体制充実のため部活動指導員を配置
(県補助事業)。運動部3名、文化部1名。勤務は
週11時間以内・年210時間以内。県補助は6-2
⽉、町単独は4-5⽉・3⽉に実施。

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

2,402

新しい学校づくり課 推進係
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4

27

1

2

3

4

方向性 策定時 目標値

推進 ‐ 国指定

基本目標 個性豊かな人と文化を育むまち

施策 郷土文化の保存伝承と芸術文化の振興

施策の
方向性

町民が芸術・文化に触れる機会を提供して、ふるさと白石町の歴史に対する興味関心を醸成
し、郷土に対する誇りと愛着心の向上を図ります。

主な取組
芸術文化活動の振興

白石町史の編さん

文化財の保存・活用

伝統行事・郷土芸能の継承

成果指標
進捗

須古城跡の国史跡指定

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 4,878 13,590
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 文化活動推進
文化財保護費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 432 661
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 文化活動推進
文化財保護費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 150 2,349
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 文化活動推進
文化財保護費

主な取組 文化財の保存・活用

1

須古城跡総合調査事業費

地域文化の育成と向上を図る。文化財の保護・
活用を通して、白石町の歴史への認識を深め、
郷土に対する愛着心と誇りを醸成する。 内容

須古城跡の国史跡指定に向けて発掘調査。地形
測量図作成等測量実測委託。須古城跡保全事業
として除草等委託を実施する。

有 無

財産内訳（千円）

生涯学習課 生涯学習係

予算額 国庫

30,664 12,196

2,173 1,080

2

天然記念物保護・維持管理事業費

地域文化の育成と向上を図る。天然記念物の保
護・活用をとおして、白石町の歴史への認識を
深め、郷土に対する愛着心と誇りを醸成する。 内容

特別天然記念物コウノトリの行動・生態をモニ
タリングし、生息環境を整備。保護の重要性を
普及啓発し、自然環境保護への意識向上を図
る。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生涯学習課 生涯学習係

3

文化活動推進・文化財保護費

地域文化の育成と向上を図り、伝承芸能や文化
財の保護・活用を通じて白石町の歴史理解を深
め、郷土への愛着と誇りを醸成する。 内容

推進費は九州・全国大会出場者へ助成し、三十
一文字コンテストで杵島山歌垣をPR。保護費
は埋蔵文化財保護、指定文化財管理委託、調査
保存活用、伝承芸能用具助成を行う。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

2,499

生涯学習課 生涯学習係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 5,072
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 体育施設費

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 文化活動推進
文化財保護費

 
3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 文化活動推進
文化財保護費

 

4

龍王崎古今の森管理費

県指定史跡である龍王崎古墳群が存在する古今
の森公園の維持管理に努め、景観保全と文化教
養の学習の場を提供する。 内容

公園内の除草・清掃を適宜実施し景観を保持す
る。トイレ棟・展望台等は大規模改修や事故防
止のため定期点検を行う。利用者が安全に散策
できるよう遊歩道の整備工事を実施する。

有 無

財産内訳（千円）

主な取組 伝統行事・郷土芸能の継承

生涯学習課 有明公⺠館係

予算額 国庫

5,072

主な取組 芸術文化の振興

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

有

生涯学習課 生涯学習係

6

文化活動推進・文化財保護費

地域文化の育成と向上を図る。伝承芸能・文化
財の保護・活用を通して、白石町の歴史への認
識を深め、郷土に対する愛着心と誇りを醸成す
る。

内容

推進費:九州・全国大会出場者へ助成金交付。
三十一文字コンテスト開催。保護費:開発と埋
蔵文化財を調整・保護。指定文化財の維持管
理・公開を委託。伝承芸能用具の購入修理を助
成。

5

文化活動推進・文化財保護費

地域文化の育成と向上を図る。伝承芸能・文化
財の保護・活用を通して、白石町の歴史への認
識を深め、郷土に対する愛着心と誇りを醸成す
る。

内容

推進費:九州・全国大会出場者へ助成金交付。
三十一文字コンテスト開催。保護費:開発と埋
蔵文化財を調整・保護。指定文化財の維持管
理・公開を委託。伝承芸能用具の購入修理を助
成。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生涯学習課 生涯学習係

再掲：基本目標４ 施策２７

再掲：基本目標４ 施策２７
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4

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 6,662
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 文化活動推進
文化財保護費

7

歴史文化史編さん事業費

地域の歴史や文化、自然、産業、風土、人物な
ど多方面にわたる情報を収集・整理・編さん
し、「町史」という形で記録・出版する。地域
の貴重な歴史や文化の記録を後世に伝える。

内容

町史編さん・編集委員会の設置し、町史編さん
に向けて事業を推進する。調査・資料収集、資
料の保存・デジタル化。

有 無

財産内訳（千円）

白石町史の編さん主な取組

生涯学習課 町史編さん係

予算額 国庫

6,662
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5

28

1

2

3

方向性 策定時 目標値

減少 673g/人日 650g/人日

方向性 策定時 目標値

増加 16.8% 16.9%以上

方向性 策定時 目標値

減少
2,315,872
kg-co2

1,837,990
kg-co2以下

方向性 策定時 目標値

増加 6回/年 8回/年

令和11年度

基本目標 自然環境と共生するまち

施策 自然環境の保全

施策の
方向性

町の魅力である美しい山や田園などの豊かな自然環境を守り、緑地の整備や町民による積極的
な緑化活動を推進し、自然環境と共生し豊かに住める豊穣のまちを次世代へと引き継ぎます。

令和８年度 令和９年度 令和10年度

令和８年度 令和９年度 令和10年度

主な取組

自然環境保全活動の推進

脱炭素社会・循環型社会への取組

環境教育・普及啓発

１人１日当たりのごみの排出量

成果指標
進捗

令和11年度

リサイクル率

令和８年度 令和９年度 令和10年度

温室効果ガス総排出量

令和11年度

環境に関する講座の開催数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 300
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 環境衛生費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 46,334 109,275
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 塵芥処理費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 336,734 112,825
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費

主な取組 自然環境保全活動の推進

1

地域猫活動推進事業

地域住⺠・ボランティアで地域猫団体を設置し、
飼い主のいない猫へTNR(不妊去勢等)を実施。過
剰繁殖を防ぎ、糞尿や鳴き声など生活環境被害の
軽減を図る。

内容

地域猫団体の不妊・去勢等に補助。代表は駐在
員等または推薦住⺠、団体は町内在住3⼈以
上。補助:不妊2.6万、去勢1.3万、捕獲器5千、
上限30万。

無 無

財産内訳（千円）

生活環境課 環境係

予算額 国庫

300

155,609

2

廃棄物処理事業

一般廃棄物の適正処理のため、分別・排出マナー
を周知し計画的に収集運搬する。風水害や地震時
は災害ごみを特別収集し、公衆衛生の向上と生活
環境の保全を図る。

内容

廃棄物研修参加や処理状況確認、ごみ集積所
(ケージ)の新設・修理・交換、ごみカレンダー
作成配布を実施。可燃・不燃・粗大ごみ収集運
搬を委託し、災害時は特別収集。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生活環境課 環境係

3

多面的機能支払交付金事業

多面的機能発揮促進法に基づき、農業・農村の多
面的機能の発揮に向け、地域活動や営農継続を支
援。基礎的保全、資質向上の共同活動、施設の⻑
寿命化の3活動を対象とする。

内容

①農地維持支払:基礎的保全等の共同活動。②資
源向上(共同):資質向上の共同活動。③資源向上
(⻑寿命化):施設の⻑寿命化活動。負担割合はい
ずれも国50%、県25%、町25%。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

449,559

農村整備課 農村整備係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 36,330
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 下水道事業会計 款名 管渠費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 90,038
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 下水道事業会計 款名 処理場費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 18,400
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 下水道事業会計 款名 処理場費

4

管渠費

管路施設を適正管理し汚水を水処理センターへ安
定送水し、水環境保全と公共用水域の水質改善を
推進。併せて高生産性農業、活力ある農村、循環
型社会の構築を図る。

内容

真空桝や真空ステーション等を維持管理し、異
常通報時は緊急対応する。併せてマンホールポ
ンプ等と接続世帯の公共桝を保守点検し、故障
対応や電気設備の保守点検業務を委託する。

無 無

財産内訳（千円）

生活環境課 下水施設係

予算額 国庫

36,330

90,038

5

処理場費

処理施設を適正管理し汚水を浄化することで、水
環境保全と公共用水域の水質改善を図る。併せて
生産性の高い農業の実現、活力ある農村社会の形
成、循環型社会の構築を推進する。

内容

専門資格を持つ管理士による適正な管理運営の
ため、職員ではできない業務を委託する。処理
施設の巡回管理、故障対応、各施設の電気設備
の保守点検を行う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生活環境課 下水施設係

6

資源循環施設管理費

農業集落排水汚泥を悪臭等を抑え迅速に高品質堆
肥化し、公共緑地や農地へ還元。資源の有効利用
と焼却由来CO2削減を進め、循環型社会の構築を
目指す。

内容

農業集落排水施設内で発生した汚泥をコンポス
ト化し、農家等に販売する。（直接販売・直売
所等）

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

18,400

生活環境課 下水施設係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 45,300
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 衛生手数料
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 衛生費県補助金

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,016
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 環境衛生費

7

ごみ処理手数料

町内ごみの収集処理手数料として、指定ごみ袋や
粗大ごみシールの購入代金を徴収する。指定ごみ
袋の金額は条例別表第1、種類・色・材質・規格
等は施行規則別表に規定する。

内容

町が許可した販売店に指定ごみ袋等を販売させ
手数料を徴収。許可は2年。販売店へ取扱料金
の8%+消費税等を報償費として支払う。手続は
要綱第7条。

無 無

財産内訳（千円）

生活環境課 環境係

予算額 国庫

45,300

1,250 1,250

8

佐賀県不法投棄防止対策等支援事業費補助金

町と地元自治会等で不法投棄対策協議会を組織
し、連携して不法投棄防止対策事業を実施する。
事業費は「佐賀県不法投棄防止対策等支援事業費
補助金交付要綱」に基づき県が10/10補助する。

内容

町と地元自治会等で不法投棄対策協議会を組織
し、連携して防止事業を実施。事業費は県補助
(佐賀県不法投棄防止対策等支援事業)により
10/10補助。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生活環境課 環境係

9

公害対策費

典型7公害(大気・水質・土壌・騒音・振動・地盤
沈下・悪臭)の苦情等を迅速適切に処理し生活環
境を保全。併せて公共用水域の水質検査を行い結
果を広報。

内容

公害対策として典型7公害(大気汚染等)の苦情
等を迅速かつ適切に処理し生活環境を保全。公
共用水域の水質検査を実施し結果を広報して住
⺠の意識向上を図る。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,016

生活環境課 環境係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 520
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 環境衛生費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,250 1,698
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 清掃総務費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 842 281
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農業振興費

10

環境美化活動

町内の美しい自然環境の保全・維持及び環境問題
に対する意識をより一層高めるため、町⺠・事業
者・行政が一体となった美化活動の推進を図る。 内容

「クリーン・デー」として住⺠参加の一⻫清掃
を春秋の年2回実施。実績報告で実施確認後、1
世帯200円の報償費を地区へ支払う(多面的機能
支払交付金取組地区除く)。

無 無

財産内訳（千円）

生活環境課 環境係

予算額 国庫

520

2,948

11

不法投棄防止対策事業

不法投棄防止対策協議会や環境保全推進委員会の
設置等を行い、廃棄物の不法投棄防止活動を推進
する。 内容

不法投棄防止協議会の開催、監視員巡回(月3
回)、看板設置や広報で啓発。古紙古布回収(月
1回)で立哨し減量を周知。苦情対応と回収撤
去、原因者不明は町が処分。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生活環境課 環境係

12

環境保全型農業直接支援対策事業費

地球温暖化防止や生物多様性保全に積極的に貢献
していくため、より環境保全に効果の高い営農活
動の普及推進を図る。 内容

農振地域内等の農地で、販売目的の農業者団体
が対象。チェックシートと環境保全活動を実施
し、慣行比5割以上低減。緑肥(上限5千円/10a)
又は総合防除(4千円/10a、水稲のみ)を併用。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

1,123

農業振興課 水田農業係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 9,527
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 緑化推進費
 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 4,920
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 環境衛生費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 151 21,171
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 塵芥処理費

13

緑化推進費

自然環境を保全しつつ緑化事業等で景観形成を推
進し、快適でうるおいのある緑環境を整備する。
緑の少年団の探検学習等で自然・緑の大切さを学
ばせ、環境緑化・美化活動へ参加する心を育む。

内容

道路・水路・公共施設等の緑化と植栽の維持管
理を推進し、緑環境の重要性と保全意識を啓
発。住⺠協働の平坦地緑化、緑の少年団支援、
募金、緑の基金助成等を実施。

無 無

財産内訳（千円）

農村整備課 水産林務係

予算額 国庫

9,527

4,920

14

ＳＡＧＡゼロカーボン加速化事業

県の「SAGAゼロカーボン加速化事業計画」に基
づき、国の地域脱炭素推進交付金を活用。家庭用
の自家消費型太陽光発電設備と蓄電池の導入を支
援し、脱炭素社会の推進を図る。

内容

個⼈の自家消費用に太陽光+蓄電池の同時導入
を補助。FIT認定不可(自家消費30%以上でFIT
外売電可)。増設不可、撤去更新は可(撤去費除
く)。R8-12、県費100%、上限82万円/棟。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生活環境課 環境係

15

ごみ袋等作成販売委託事業

町内のごみ収集・処分費の受益者負担として指定
ごみ袋を作成し、条例に基づく収集手数料をごみ
袋購入代金として納付してもらう。ごみ袋はスー
パーやコンビニ等で委託販売する。

内容

町指定のごみ袋・粗大ごみシールを作成し、店
舗で委託販売する。販売実績に応じ、指定ごみ
袋・粗大ごみシール販売取扱額の8%(税別)を報
償費として支払う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

21,322

生活環境課 環境係

主な取組 脱炭素社会・循環型社会への取組
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 46,334 109,275
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 塵芥処理費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 316 1,591
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 塵芥処理費
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 4,968 12,868
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 塵芥処理費

16

廃棄物処理事業

一般廃棄物の適正処理のため、分別・排出マナー
を周知し計画的に収集運搬する。水害や地震等の
災害時は災害ごみを特別収集し、公衆衛生向上と
生活環境保全を図る。

内容

廃棄物研修参加と処理状況確認、ごみ集積所整
備、次年度ごみカレンダー作成配布、収集運搬
委託、災害時特別収集実施。

無 無

財産内訳（千円）

生活環境課 環境係

予算額 国庫

155,609

1,907

17

ごみ減量化対策事業

廃棄物の減量対策として、廃棄物処理法で禁止さ
れている廃棄物の焼却（野焼き）を防止するた
め、剪定枝葉の収集を行う。 内容

家庭から発生する剪定枝葉を収集し、業務委託
による適正処理を行い、不法焼却の防止や廃棄
物の減量化に資する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生活環境課 環境係

18

リサイクル対策事業

乾電池・蛍光管や容器包装廃棄物を、法と分別収
集計画に基づき適正処理し、資源ごみ分別収集と
再商品化を推進する。 内容

乾電池・蛍光管の収集処理と資源ごみの収集運
搬を委託し、古紙・古布等を分別回収して売却
益を地元還元、再資源化する。

無

生活環境課 環境係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

17,836
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3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 644
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 雑入
 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 1,306 40
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 雑入

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

644

無

生活環境課 環境係

20

動物対策事業

町道等で小動物死骸を回収し交通安全と公衆衛生
を確保する。狂犬病予防の集団接種で蔓延を防
止。犬猫のフン害等の苦情に指導・助言し、看板
設置で生活環境を向上。

内容

町道等の死骸を回収し冷凍保管、原則月1回搬
入。4月に狂犬病集団接種(3会場3日)。個別接
種済票交付は動物病院へ委託。鳥獣被害は業者
紹介・箱罠貸出で対応。

無 無

財産内訳（千円）

19

動物死骸処理料

佐賀県（杵藤土木事務所）が委託する道路巡視・
巡回業者が、本町内の国道及び県道で回収を行っ
た動物死骸を町に処分を委託した際の処理料収
入。

内容

県委託業者から死骸を受入れた場合、小動物1
頭2,800円、大型動物1頭11,200円を徴収。単価
は維持管理協定書(R7.8.7)に基づきR7.11.1から
改定。契約期間は11/1-翌10/31。

生活環境課 環境係

予算額 国庫

1,346

主な取組 環境教育・普及啓発
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6

29

1

2

方向性 策定時 目標値

増加 3団体 6団体

方向性 策定時 目標値

増加 1回/年 2回/年

基本目標 参加と協働で築く町民主体のまち

施策 参加と協働の促進【重点施策】

施策の
方向性

町民と行政が補完しながら、町民一人ひとりの暮らしの満足度が高まるような町民協働による
まちづくりを進めます。

主な取組
町民協働によるまちづくり

広聴活動の充実

成果指標
進捗

地域づくり協議会の設立数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

未来(ゆめ)トーク実施回数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 4,917

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 700 840

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 16,094

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

総合戦略課 白石創生推進係

予算額 国庫

4,917

主な取組 町⺠協働によるまちづくり

1

地域づくり協議会設置支援事業

人口減少・高齢化の課題に対応する新たな地域
体制を構築。住⺠主体の課題解決を支援し、参
加促進で住⺠の声を⾏政に反映する仕組みを整
える。

内容

町⺠協働のまちづくりを実施し、取組地区支
援と町全域の地域づくり協議会設立を推進。
設立後は交付金や参加、情報発信、協議会間
の共有で運営支援。研修・視察も実施。

有 有

財産内訳（千円）

1,540

2

地域づくり団体設立・活動支援事業

総合戦略に基づき、住⺠団体等が⾃然や人など
地域資源を活かす⾃発的な地域づくりの取組を
支援する。 内容

CSO等の地域活性化の取組に対し、予算の範
囲で補助金を交付。さが未来アシスト、地域
づくり団体設立・活動支援(上限6万)と連携枠
(上限10万)を実施。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

16,094

総合戦略課 白石創生推進係

3

地域おこし協力隊推進事業

第3期総合戦略に基づき、令和7-10年度に地域お
こし協力隊5人採用を目指す。活用で地域活性化
と事業充実を図り、任期後の定住・定着につな
げる。

内容

令和8年度は1テーマ1人の協力隊採用に向け、
企画作成・募集戦略・募集採用を実施。着任
中隊員には伴走支援を⾏い、2次選考はおため
し協力隊を活用。

有

総合戦略課 白石創生推進係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 48,229

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 一般管理費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 2,314

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 款名

総務課 総務係

予算額 国庫

48,229

4

駐在員運営費

駐在員を介し、町⺠に対する町⾏政の伝達及び
調整に関する必要な調査を⾏い、町⾏政の円滑
な運営を図る。 内容

毎月の駐在員会で⾏政と地域の情報共有を密
にし円滑運営を図る。月2回の定例配布で⾏政
情報を周知。地域活動奨励と⾃治会活性化の
ため⾏政区運営交付金を交付し財政支援す
る。

有 無

財産内訳（千円）

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

総合戦略課 白石創生推進係

6

多面的機能支払交付金推進事業

農業・農村の多面的機能確保に向け、多面的機
能支払交付金を適正かつ円滑に実施し、事業の
理解促進と推進を図るため当推進事業を活用す
る。

内容

多面的機能支払を国・県・町で連携推進し、
実⾏状況点検と施策評価で適正実施を促進。
多面的機能活動支援会の事務支援人件費増に
補助金を交付。

有

2,314

5

地域づくり推進費

高校や企業等と連携し人材育成と地域発展を推
進。海外⾃治体との交流や町内在住外国人との
多文化共生、在京会との交流を深め、ふるさと
白石の応援につなげる。地域づくりの一般事務
も⾏う。

内容

大学・企業との包括協定に基づき取組を推
進。⽇本語交流教室等で住⺠と外国人の交流
を促進。台湾・⺠雄郷と友好交流。会議等参
加で町PR、助成制度も周知。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

農村整備課 農村整備係

再掲：基本目標４ 施策２７
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 336,734 112,825

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 農地費

 
2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 -

令和９年度 -

令和10年度 -

令和11年度 -

担当 課名 係名 会計区分 - 款名 -

予算額 国庫

449,559

7

多面的機能支払交付金事業

多面的機能発揮促進法に基づき、農業・農村の
多面的機能の発揮に向け、地域活動や営農継続
等を支援。①地域資源の基礎的保全②資質向上
の共同活動③施設⻑寿命化活動の3事業を支援。

内容

農地維持支払、資源向上支払(共同活動)、資源
向上支払(⻑寿命化)の3事業で、地域資源の保
全・資質向上・施設⻑寿命化の活動を支援。
負担割合はいずれも国50%、県25%、町25%。

無 無

財産内訳（千円）

8

「町⻑と未来（ゆめ）トーク」の実施

町⻑と町⺠が、様々な視点からの意⾒をもとに
対話を⾏い、⾏政が一緒になって「人と大地が
うるおい輝く豊穣のまち」を実現するためのま
ちづくりを推進する。

内容

「まちづくり出前講座」として概ね20人以内
の申込みを受付。町内の会議等へ出向き、会
議で協議中の課題について意⾒交換を⾏う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

農村整備課 農村整備係

主な取組 広聴活動の充実

企画財政課 政策調整係
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6

30

1

方向性 策定時 目標値

増加 14回/年 15回/年

基本目標 参加と協働で築く町民主体のまち

施策 人権啓発の推進

施策の
方向性

町民一人ひとりが、地域社会を構成する一員として、お互いの人権を尊重し合い、守り合う意
識醸成を図ります。

主な取組 人権教育・啓発推進体制の充実

成果指標
進捗

人権・同和教育研修会開催数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 88

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 ⼾籍住⺠基本台帳費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 396 592

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 社会教育総務費

総務課 総務係

予算額 国庫

88

主な取組 人権教育・啓発推進体制の充実

1

人権擁護費

人権相談所を開設し、家庭内や近隣トラブルな
ど人権問題の相談に対応する。街頭啓発活動も
行い、明るく住みよい町づくりに寄与する。 内容

（１）人権擁護委員 7人
（２）人権相談開催 年12回
（３）人権週間等の街頭啓発活動

無 無

財産内訳（千円）

生涯学習課 生涯学習係

988

2

人権・同和教育費

高齢者・女性・子ども・障害者・同和問題への
理解を深め、差別のない町づくりを目指す。学
校・地域・行政が連携し人権フェスティバルを
開催、教育の浸透を図る。

内容

人権フェスティバル(講演、標語・作文・ポス
ター募集と表彰)を開催。啓発事業を実施し、
県研究協議会事業へ参加。委託事業で啓発カ
レンダーを作成・配布する。

有 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫
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6

31

1

2

方向性 策定時 目標値

増加 39.0% 40.0%

方向性 策定時 目標値

増加 23.3% 25.0%以上

成果指標
進捗

ＤＶなどの被害者への迅速な対応と支援
主な取組

審議会・委員会における女性委員の割合

令和８年度 令和９年度 令和10年度

ジェンダー平等の実現と誰もが活躍しやすい環境づくり

白石町役場における女性監督職及び管理職（係長以上）の割合

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

基本目標 参加と協働で築く町民主体のまち

施策 男女共同参画社会の構築

施策の
方向性

男女がお互いに人権を尊重しながら責任を分かち合い、性別に関わりなく、その個性と能力を
十分に発揮できる社会を実現します。

令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 501
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 男女共同参画費

 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 款名

総合戦略課 白石創生推進係

予算額 国庫

501

主な取組 ジェンダー平等の実現と誰もが活躍しやすい環境づくり

1

男女共同参画推進費

職場・家庭・地域で人権を尊重し責任を分かち合
い、性別に関わらず個性と能力を発揮できる男女
共同参画を推進し、関係機関と連携してDV被害
者を支援する。

内容

男女共同参画推進プラン・DV被害者支援基本
計画を策定・推進し、推進団体の活動を支援す
るとともに、みらいネットの会や女性団体連絡
会を支援し女性活躍を促進する。

有 有

財産内訳（千円）

2

男女共同参画推進費のうち、DV被害者支援基本法の推進

被害者が安全に安心して暮らせる社会の実現を目
指す。

内容

①広報・普及啓発
②相談
③被害者の安全確保・加害者への対応
④被害者への支援

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

主な取組 DVなどの被害者への迅速な対応と支援

再掲：基本目標６ 施策３１
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6

32

1

2

3

方向性 策定時 目標値

増加 4回 10回

基本目標 参加と協働で築く町民主体のまち

施策 多文化共生のまちづくりと国際交流の推進

施策の
方向性

日本人・外国人の誰もが同様に町民サービスを享受し、安心して暮らせる環境を整備するとと
もに、国籍や文化、言語の違いを超えて、相互に理解し合い活躍できるまちづくりを推進しま
す。
交流のある海外都市と教育、文化、産業などでの交流を進めるとともに、町民の国際理解を深
め、グローバル化に対応できる人材の育成につなげます。

主な取組

多言語に対応できる行政サービスの充実

成果指標
進捗

交流事業数（４年間）【累計】

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

外国人住民と地域住民との交流の推進

国際交流の推進
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 防災費

 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

3

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 地域づくり推進費

主な取組 多言語に対応できる行政サービス

1

防災費のうちハザードマップ作成

災害から町⺠の⽣命・⾝体及び財産を保護する
ため、白石町地域防災計画に基づき防災対策の
充実強化を図る。 内容

防災会議・・・白石町地域防災計画の作成及び
その実施の推進

無 無

財産内訳（千円）

総務課 危機管理・防災係

予算額 国庫

2

観光費のうちぺったんこ祭

「白石町観光振興基本計画」に沿って、しろい
し町観光協会をはじめ、町内の各種団体とも連
携・協力しながら、観光による地域振興を推進
していく。

内容

会議開催で(仮称)オールしろいし観光戦略会議
を発足。観光協会、しろいしぺったんこ祭、観
光イベント、まちおこし各事業へ補助し、町
PR看板を修繕する。

有 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

商工観光課 観光係

3

地域づくり推進費

高校や企業等と連携し人材育成と地域発展を推
進する。海外自治体との交流や町内在住外国人
との多文化共⽣を進め、在京会との交流も深め
てふるさと白石の応援につなげる。地域づくり
の一般事務も行う。

内容

大学・企業との包括協定に基づき取組を推進。
⽇本語交流教室等で住⺠と外国人の交流を促
進。台湾・⺠雄郷と友好交流。会議等参加で町
PR、助成制度も周知。

有 無

財産内訳（千円）

総合戦略課 白石創⽣推進係

予算額 国庫

主な取組 外国人住⺠と地域住⺠との交流の推進

主な取組 交際交流の推進

再掲：基本目標６ 施策２９

再掲：基本目標１ 施策５

再掲：基本目標３ 施策２１
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7

33

1

方向性 現状値 目標値

減少 109,155㎡ 109,065㎡

基本目標 持続的に発展するまち

施策 公共施設などの適正管理

施策の
方向性

限られた財源の中で持続可能な行政サービスの提供を実現するために、機能や配置の適正化を
引き続き行います。

主な取組 公共施設の適正化

成果指標
進捗

公共建築物の総延べ床面積

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 110,183

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 財産管理費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 19,523

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 閉校施設管理費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 230,000

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 公⺠館費

企画財政課 財産管理係

予算額 国庫

110,183

主な取組 公共施設の適正化

1

ふれあい郷管理費

有明スカイパークふれあい郷は指定管理で運営
し、令和8-12年度の5年が新委託期間。築30年
で設備・備品が老朽化し修繕・交換が必要、総
合管理計画に基づき今後を検討。

内容

指定管理の委託業務、施設の修繕・改修。爽
明館プールは本体改修完了後も設備老朽化対
応等を実施。トイレは和式3分のスペースに洋
式2設置。

有 無

財産内訳（千円）

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

230,000

学校教育課 学校教育係

3

旧有明公⺠館跡地整備事業

令和7年3⽉末で閉館となった旧有明公⺠館の跡
地利用に際し、建物等の解体を行うため。

内容

旧有明公⺠館の解体を行う。

無

19,523

2

閉校施設管理費

閉校する学校施設の適切な管理を行い、地域の
安全と資産の適切な保全を図る。

内容

閉校施設の維持管理に必要な光熱水費・保全
委託料を計上し、整理・処分・管理を実施。
併せて電気契約を高圧から低圧へ切替えるた
め、九州電力への負担金支払と施設内工事を
行う。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

生涯学習課 有明公⺠館係
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 1,980

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 企画総務費

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 3,160 5,936

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 財産管理費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針
（翌年度）

令和８年度 2,888 77,519

令和９年度

令和10年度

令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 財産管理費

予算額 国庫

1,980

4

公共施設マネジメント費

公共施設マネジメントを推進し、町⺠サービス
の向上および公共施設管理業務の効率化を実現
する。 内容

施設管理サービスシステムを導入し、WEBで
町内公共施設の空き状況確認と仮予約を可能
にする。今後は申請・使用料決済、将来は鍵
管理もWEBで完結する。

無 有

財産内訳（千円）

9,096

5

財産管理費

町有財産（土地・建物）の適正な維持管理を行
う。

内容

所管する普通財産町有地の管理・貸付・処分
を行う。建物共済加入物件の確認更新と保険
請求事務、財産台帳管理や公共施設状況調査
等を実施する。

無 無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

企画財政課 政策調整係

無

財産内訳（千円）

予算額 国庫

80,407

企画財政課 財産管理係

6

庁舎管理費

庁舎建設後15年が経過し、施設・設備の修理や
交換箇所が増加している。業務を円滑に執行す
るため、庁舎及び付帯施設を適切に維持管理し
行政基盤を整備する。

内容

光熱水費などの経常経費は節減に努める。大
規模改修が見込まれる機器類は、故障を未然
に防ぐ予防保全の修繕や部品交換費を計上
し、計画的な維持管理を図る。

無

企画財政課 財産管理係
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7

34

1

2

方向性 策定時 目標値

増加 55件 100件

方向性 策定時 目標値

増加 20件 40件

白石町行政経営プランの見直しと実行
主な取組

成果指標
進捗

町ホームページからオンライン申請ができる手続数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

基本目標 持続的に発展するまち

施策 効率的な行財政運営

施策の
方向性

町民の安心・安全な暮らしを守りながら、町が持続的に発展できるように、社会情勢に対応し
た効率的な行財政運営を行います。

自治体ＤＸの推進

成果指標
進捗

ＲＰＡで処理する事務件数

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
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1

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 140
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 行財政事務改善費

 

2

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 10,410
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 行財政事務改善費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 26,669
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 情報化推進費

自治体DXの推進主な取組

企画財政課 政策調整係

予算額 国庫

140

主な取組 白石町行政経営プランの見直しと実行

1

行財政調査費

白石町行財政調査委員会を開催して委員の意見を
聴き、町行財政の健全な運営を図る。

内容

白石町行財政調査委員会条例に基づき、行財政
調査委員会を開催し、プランの実施状況を報告
するとともに、委員に意見を求め、町行財政の
健全かつ効率的な運営を図る。

無 有

財産内訳（千円）

広報情報係

有無

無 有

財産内訳（千円）

予算額 国庫

26,669

総務課 広報情報係

10,410

2

デジタル業務効率化支援事業

デジタルを使った業務効率化を引き続き行い、
AI-OCRや自動化、議事録作成等を活用した行政
事務の効率化を進め、職員の福祉や住⺠サービス
の向上を図る。

内容

庁舎内業務のデジタル化による業務の自動化、
効率化の支援を行う。DXデジタル機器の管
理、運用

財産内訳（千円）

予算額 国庫

3

情報化推進費

基幹系システムの安定稼働に向け、基幹系ネット
ワークの保守等を実施し安全で効率的な住⺠サー
ビスを提供する。情報連携と公衆Wi-Fiを運用し
利便性向上を図る。

内容

基幹系ネットワークの保全・セキュリティ対策
を行う。ガバメントクラウドや中間サーバープ
ラットフォーム等、基幹系ネットワークの利用
負担に対応し、公衆Wi-Fiを管理運用する。

総務課
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事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 782 3,899
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 情報化推進費

 

事業名

目的及び目標

総合戦略 過疎計画 SDGs

年度 県費 地方債 その他 一般財源
事業方針

（翌年度）
令和８年度 125
令和９年度
令和10年度
令和11年度

担当 課名 係名 会計区分 一般 款名 ⼾籍住⺠基本台帳費

無 無

無 有

予算額 国庫

4,681

4

住⺠票等コンビニ交付事業費

各種証明書を取得できる場所・時間を拡大し、住
⺠利便性向上とマイナンバーカード利活用を促進
するとともに、窓口混雑緩和と効率的な行政運営
を図る。

内容

マイナンバーカードを利用し全国のコンビニ等
で住⺠票・印鑑登録・所得/課税等の証明書を
取得できる交付サービス(利用時間6:30-23:00)
に係る経費。

財産内訳（千円）

住⺠課 住⺠係

13,087 12,962

5

マイナンバーカード交付事務費

行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律に基づき、マイナンバー
カードの交付を実施し、社会保障・税番号制度の
円滑な実施を図る。

内容

方針に基づきマイナンバーカード取得を推進し
申請受付・交付を実施、更新対象はR7:2,991人
→R8:4,917人予定のため、書換等も含め円滑化
へ会計年度任用職員を3名に増員。

財産内訳（千円）

予算額 国庫

住⺠課 住⺠係
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